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(57)【要約】
【課題】ガラス基板など耐熱温度が低い基板を用いた場
合にも、実用に耐えうる単結晶半導体層を備えた半導体
基板の作製方法を提供することを目的の一とする。また
、そのような半導体基板を用いた信頼性の高い半導体装
置を作製することを目的の一とする。
【解決手段】単結晶半導体基板より支持基板に転載され
、全領域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再
単結晶化された単結晶半導体層を有する半導体基板を用
いる。従って、単結晶半導体層は結晶欠陥も低減され結
晶性が高く、かつ平坦性も高い。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
単結晶半導体基板の一つの面からイオンを添加して、前記単結晶半導体基板の一つの面か
ら一定の深さに脆弱化層を形成し、
前記単結晶半導体基板の一つの面上、又は支持基板上のどちらか一方に絶縁層を形成し、
前記単結晶半導体基板と前記支持基板を、前記絶縁層を挟んで重ね合わせた状態で、前記
脆弱化層に亀裂を生じさせ、前記単結晶半導体基板を前記脆弱化層で分離する熱処理を行
い、前記単結晶半導体基板より単結晶半導体層を前記支持基板上に形成し、
前記単結晶半導体層にパルス発振のレーザ光を照射して前記単結晶半導体層の深さ方向も
含む照射領域全域を溶融して再単結晶化することを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項２】
単結晶半導体基板の一つの面からイオンを添加して、前記単結晶半導体基板の一つの面か
ら一定の深さに脆弱化層を形成し、
前記単結晶半導体基板の一つの面上、又は支持基板上のどちらか一方に絶縁層を形成し、
前記単結晶半導体基板と前記支持基板を、前記絶縁層を挟んで重ね合わせた状態で、前記
脆弱化層に亀裂を生じさせ、前記単結晶半導体基板を前記脆弱化層で分離する熱処理を行
い、前記単結晶半導体基板より単結晶半導体層を前記支持基板上に形成し、
前記単結晶半導体層にパルス発振のレーザ光を照射して前記単結晶半導体層の深さ方向も
含む照射領域全域を溶融し、
前記溶融した単結晶半導体層は溶融領域端部より前記溶融領域中央に向かって支持基板の
表面と平行な方向で結晶成長して再単結晶化することを特徴とする半導体基板の作製方法
。
【請求項３】
請求項１又は請求項２において、前記パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体層におけ
る照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイルの形状は矩形であり、かつ幅が２０μｍ
以下であることを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項４】
請求項１又は請求項２において、前記パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体層におけ
る照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイルの形状はガウシアンであり、かつ幅が１
００μｍ以下であることを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項５】
請求項１乃至４のいずれか一項において、前記パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体
層における照射領域の形状は矩形であることを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項６】
請求項１乃至４のいずれか一項において、前記パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体
層における照射領域の形状は複数の矩形であることを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項７】
請求項１乃至６のいずれか一項において、前記溶融した単結晶半導体層は隣接する非溶融
領域の単結晶半導体層を結晶核として結晶成長することを特徴とする半導体基板の作製方
法。
【請求項８】
請求項１乃至７のいずれか一項において、前記単結晶半導体層を加熱しながら、前記単結
晶半導体層を前記パルス発振のレーザ光を照射によって再単結晶化することを特徴とする
半導体基板の作製方法。
【請求項９】
請求項１乃至８のいずれか一項において、前記単結晶半導体基板に前記イオンを添加する
方法はイオンドーピング法を用いることを特徴とする半導体基板の作製方法。
【請求項１０】
請求項１乃至９のいずれか一項において、前記支持基板としてガラス基板を用いることを
特徴とする半導体基板の作製方法。
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【請求項１１】
請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の半導体基板の作製方法において形成する前記単
結晶半導体層を用いて半導体素子を形成することを特徴とする半導体装置の作製方法。
【請求項１２】
請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の半導体基板の作製方法において形成する前記単
結晶半導体層を用いて半導体素子を形成し、
前記半導体素子と電気的に接続する表示素子を形成することを特徴とする半導体装置の作
製方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は絶縁表面に単結晶半導体層が設けられた半導体基板の作製方法及び半導体装置の
作製方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
単結晶半導体のインゴットを薄くスライスして作製されるシリコンウエハーに代わり、絶
縁表面に薄い単結晶半導体層を設けたシリコン・オン・インシュレータ（Ｓｉｌｉｃｏｎ
　ｏｎ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ、以下、「ＳＯＩ」ともいう）と呼ばれる半導体基板を使っ
た集積回路が開発されている。ＳＯＩ基板を使った集積回路は、トランジスタのドレイン
と基板間における寄生容量を低減し、半導体集積回路の性能を向上させるものとして注目
を集めている。
【０００３】
ＳＯＩ基板を作製する方法としては、水素イオン添加剥離法が知られている（例えば、特
許文献１参照。）。水素イオン添加剥離法は、シリコンウエハーに水素イオンを添加する
ことによって表面から所定の深さに微小気泡層を形成し、該微小気泡層を劈開面とするこ
とで、別のシリコンウエハーに薄いシリコン層を接合する。さらにシリコン層を剥離する
熱処理を行うことに加え、酸化性雰囲気下での熱処理にシリコン層に酸化膜を形成した後
に該酸化膜を除去し、次に１０００℃から１３００℃で熱処理を行って接合強度を高める
必要があるとされている。
【０００４】
一方、高耐熱性ガラスなどの絶縁基板にシリコン層を設けた半導体装置が開示されている
（例えば、特許文献２参照。）。この半導体装置は、歪み点が７５０℃以上の結晶化ガラ
スの全面を絶縁性シリコン膜で保護し、水素イオン添加剥離法により得られるシリコン層
を当該絶縁性シリコン膜上に固着する構成を有している。
【特許文献１】特開２０００－１２４０９２号公報
【特許文献２】特開平１１－１６３３６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
また、上記微小気泡層を形成するために行うイオン添加工程において、シリコン層は添加
されるイオンによりダメージを受けてしまう。上記シリコン層と支持基板との接合強度を
高める熱処理において、イオン添加工程によるシリコン層へのダメージの回復も行ってい
る。
【０００６】
しかし、支持基板にガラス基板など耐熱温度が低い基板を用いる場合、１０００℃以上の
熱処理を行うことができず、上記イオン添加工程によるシリコン層のダメージに対して十
分に回復を行うことができなかった。
【０００７】
このような問題点に鑑み、ガラス基板など耐熱温度が低い基板を用いた場合にも、実用に
耐えうる単結晶半導体層を備えた半導体基板の作製方法を提供することを目的の一とする
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。また、そのような半導体基板を用いた信頼性の高い半導体装置を作製することを目的の
一とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
半導体基板の作製において、単結晶半導体基板より分離され、絶縁表面を有する支持基板
に接合された単結晶半導体層の結晶性を回復するために、パルス発振のレーザ光を照射す
ることを要旨とする。パルス発振のレーザ光の照射により単結晶半導体層の照射領域全域
を溶融させ、その後の冷却過程において、該照射領域に隣接する単結晶領域を結晶成長の
核として用いることで、再単結晶化を行う。
【０００９】
パルス発振のレーザ光の照射により単結晶半導体層の深さ方向も含む照射領域全域を溶融
させ、再単結晶化させることで単結晶半導体層中の結晶欠陥を低減させる。パルス発振の
レーザ光の照射処理を用いるため、支持基板の温度上昇が抑えられるため、ガラス基板の
ような耐熱性の低い基板を支持基板に用いることが可能になる。よって、単結晶半導体層
へのイオン添加工程によるダメージを十分回復させることができる。
【００１０】
さらに、単結晶半導体層は溶融し再単結晶化することで表面を平坦化することができる。
従って、パルス発振のレーザ光の照射による単結晶半導体層の再単結晶化によって、結晶
欠陥が低減され、かつ平坦性も高い単結晶半導体層を有する半導体基板を作製することが
できる。
【００１１】
単結晶半導体層の再単結晶化に用いるレーザ光は単結晶半導体層に高いエネルギーを与え
られるものであればよく、代表的にはパルス発振のレーザ光を用いることができる。レー
ザ光の波長は１９０ｎｍ～６００ｎｍとすればよい。
【００１２】
本発明では、単結晶半導体層のレーザ光が照射されている領域の深さ方向も含めて全てを
溶融する。従って本発明では、単結晶半導体層においてレーザ光照射領域は全領域（面方
向及び深さ方向）において溶融領域となる。本明細書において、単結晶半導体層における
レーザ光照射領域の全領域とは、単結晶半導体層のレーザ光が照射されている領域の面方
向及び深さ方向も含めて全ての領域を指す。また、単結晶半導体層において、レーザ光照
射領域の全領域を少なくとも深さ方向に完全に溶融するため、完全溶融するということも
できる。
【００１３】
従って、再単結晶化の結晶核（種結晶）は、周囲のレーザ光非照射領域である非溶融領域
であり、非溶融領域を結晶核として、溶融領域中央に向かって単結晶半導体層（支持基板
）表面と平行方向に結晶成長する。結晶成長は、溶融領域端部において溶融領域と非溶融
領域との界面よりそれぞれ溶融領域内部（中央）に向かって生じ、結晶成長による再単結
晶領域同士が接することで、レーザ光照射領域全域において単結晶半導体層を再単結晶化
する。
【００１４】
本発明では、レーザ光の照射によって生じる結晶成長が、単結晶半導体層（支持基板）表
面と平行方向に生じるので、単結晶半導体層（支持基板）表面に対して、深さ方向（膜厚
方向）を縦方向とすると、横成長（横方向の成長）の結晶成長であるともいう。
【００１５】
この溶融領域の結晶成長は、レーザ光の照射によって、単結晶半導体層のレーザ光照射領
域が融点以上に加熱されて溶融し、照射後の冷却時に融点以下になっても固化せずに溶融
状態のままである過冷却状態の時に生じる。過冷却状態の時間は、単結晶半導体層の膜厚
、レーザ光の照射条件（エネルギー密度、照射時間（パルス幅）など）などに依存する。
過冷却状態の時間が長ければ、結晶成長によって再単結晶化する領域も広くなるため、一
回のレーザ光照射領域も広くすることができる。よって処理効率が向上し、スループット
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も高くなる。また、支持基板を加熱すると過冷却状態の時間の延長に効果的である。
【００１６】
従って、本発明ではその再単結晶化による単結晶領域端（結晶成長端）同士が接する領域
の広さにレーザ光照射領域（溶融領域）を設定する。例えば、パルス発振のレーザ光の単
結晶半導体層における照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイル（ビームプロファイ
ルともいう）の形状は矩形であり、かつ幅が２０μｍ以下とする。また、パルス発振のレ
ーザ光の単結晶半導体層における照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイルの形状は
ガウシアンであり、かつ幅が１００μｍ以下とする。レーザ光のパルス幅を長くすると、
レーザ光プロファイルの幅も長くすることができる。上記のようにレーザ光プロファイル
を設定すると、過冷却状態の時間内で溶融領域全域を結晶成長により形成される再単結晶
領域とすることができる。また、パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体層における照
射領域の形状は矩形（線状レーザによる矩形長尺状でもよい）を用いることができ、また
マスクを用いて複数の矩形を有するレーザ形状を用いてもよい。
【００１７】
ここでは、単結晶とは、ある結晶軸に注目した場合、その結晶軸の方向が試料のどの部分
においても同じ方向を向いている結晶のことをいい、かつ結晶と結晶との間に結晶粒界が
存在しない結晶である。なお、本明細書では、結晶欠陥やダングリングボンドを含んでい
ても、上記のように結晶軸の方向が揃っており、粒界が存在していない結晶であるものは
単結晶とする。また、単結晶半導体層の再単結晶化とは、単結晶構造の半導体層が、その
単結晶構造と異なる状態（例えば、液相状態）を経て、再び単結晶構造になることをいう
。あるいは、単結晶半導体層の再単結晶化とは、単結晶半導体層を再結晶化して、単結晶
半導体層を形成するということもできる。
【００１８】
本明細書において、単結晶半導体基板より単結晶半導体層を分離させ、支持基板に接合し
て設けることを、単結晶半導体層を単結晶半導体基板より支持基板に転載（転置ともいう
）するという。従って、本発明において、トランジスタは支持基板上に単結晶半導体基板
より転載された単結晶半導体層を含む。
【００１９】
本発明の半導体基板の作製方法の一形態は、単結晶半導体基板の一つの面からイオンを添
加して、単結晶半導体基板の一つの面から一定の深さに脆弱化層を形成する。単結晶半導
体基板の一つの面上、又は支持基板上のどちらか一方に絶縁層を形成する。単結晶半導体
基板と支持基板を、絶縁層を挟んで重ね合わせた状態で、脆弱化層に亀裂を生じさせ、単
結晶半導体基板を脆弱化層で分離する熱処理を行い、単結晶半導体基板より単結晶半導体
層を支持基板上に形成する。単結晶半導体層にパルス発振のレーザ光を照射して単結晶半
導体層の深さ方向も含む照射領域全域を溶融して再単結晶化する。
【００２０】
本発明の半導体基板の作製方法の一形態は、単結晶半導体基板の一つの面からイオンを添
加して、単結晶半導体基板の一つの面から一定の深さに脆弱化層を形成する。単結晶半導
体基板の一つの面上、又は支持基板上のどちらか一方に絶縁層を形成する。単結晶半導体
基板と支持基板を、絶縁層を挟んで重ね合わせた状態で、脆弱化層に亀裂を生じさせ、単
結晶半導体基板を脆弱化層で分離する熱処理を行い、単結晶半導体基板より単結晶半導体
層を支持基板上に形成する。単結晶半導体層にパルス発振のレーザ光を照射して単結晶半
導体層の深さ方向も含む照射領域全域を溶融し、溶融した単結晶半導体層は溶融領域端部
より溶融領域中央に向かって支持基板の表面と平行な方向で結晶成長して再単結晶化する
。
【発明の効果】
【００２１】
全領域においてレーザ光により溶融され再単結晶化された単結晶半導体層を用いることに
よって、ガラス基板など耐熱温度が低い基板を用いた場合にも、実用に耐えうる結晶欠陥
が低減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い単結晶半導体層を有する半導体基板を作製す
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ることができる。
【００２２】
そのような半導体基板に設けられた単結晶半導体層を用いて、高性能及び高信頼性な様々
な半導体素子、記憶素子、集積回路などを含む半導体装置を歩留まり良く作製することが
できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下の説明
に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々
に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示す実施
の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、以下に説明する本発明の構
成において、同一部分又は同様な機能を有する部分には同一の符号を異なる図面間で共通
して用い、その繰り返しの説明は省略する。
【００２４】
（実施の形態１）
本発明の半導体装置の製造方法について、図１乃至図４を参照して説明する。
【００２５】
本実施の形態では、半導体基板の作製において、単結晶半導体基板より分離され、絶縁表
面を有する支持基板に接合された単結晶半導体層を再単結晶化するためにパルス発振のレ
ーザ光を照射する。
【００２６】
まず、絶縁表面を有する基板である支持基板上に、単結晶半導体基板より単結晶半導体層
を設ける方法を図３（Ａ）乃至（Ｄ）及び図４（Ａ）乃至（Ｃ）を用いて説明する。
【００２７】
図３（Ａ）に示す単結晶半導体基板１０８は清浄化されており、その表面から電界で加速
されたイオンを所定の深さに添加し、脆弱化層１１０を形成する。イオンの添加は支持基
板に転置する単結晶半導体層の厚さを考慮して行われる。イオンを添加する際の加速電圧
はこのような厚さを考慮して、単結晶半導体基板１０８に添加されるようにする。本発明
では、単結晶半導体基板へイオンを添加し、イオンにより微小な空洞を有するように脆弱
化された領域を脆弱化層という。
【００２８】
単結晶半導体基板１０８には、市販の単結晶半導体基板を用いることができ、例えば、単
結晶シリコン基板、単結晶ゲルマニウム基板、単結晶シリコンゲルマニウム基板など、第
４族元素でなる単結晶半導体基板を用いることができる。また、ガリウムヒ素やインジウ
ムリン等の化合物半導体基板も用いることができる。もちろん、単結晶半導体基板は、円
形のウエハに限定されるものではなく、様々な形状の単結晶半導体基板を用いることがで
きる。例えば、長方形、五角形、六角形などの多角形の基板を用いることができる。もち
ろん、市販の円形状の単結晶半導体ウエハを単結晶半導体基板に用いることも可能である
。円形状の単結晶半導体ウエハには、シリコンやゲルマニウムなどの半導体ウエハ、ガリ
ウムヒ素やインジウムリンなどの化合物半導体ウエハなどがある。単結晶半導体ウエハの
代表例は、単結晶シリコンウエハであり、直径５インチ（１２５ｍｍ）、直径６インチ（
１５０ｍｍ）、直径８インチ（２００ｍｍ）、直径１２インチ（３００ｍｍ）サイズ、直
径４００ｍｍ、直径４５０ｍｍの円形のウエハを用いることができる。また、長方形の単
結晶半導体基板は、市販の円形状の単結晶半導体ウエハを切断することで形成することが
できる。基板の切断には、ダイサー或いはワイヤソー等の切断装置、レーザ切断、プラズ
マ切断、電子ビーム切断、その他任意の切断手段を用いることができる。また、基板とし
て薄片化する前の半導体基板製造用のインゴットを、その断面が長方形になるように直方
体状に加工し、この直方体状のインゴットを薄片化することでも、長方形状の単結晶半導
体基板を製造することができる。また、単結晶半導体基板の厚さは特に限定されないが、
単結晶半導体基板を再利用することを考慮すれば、厚い方が１枚の原料ウエハからより多
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くの単結晶半導体層を形成することができるため、好ましい。市場に流通している単結晶
シリコンウエハの厚さは、そのサイズはＳＥＭＩ規格に準じており、例えば直径６インチ
のウエハは膜厚６２５μｍ、直径８インチのウエハは膜厚７２５μｍ、直径１２インチの
ウエハは７７５μｍとされている。なお、ＳＥＭＩ規格のウエハの厚さは公差±２５μｍ
を含んでいる。もちろん、原料となる単結晶半導体基板の厚さはＳＥＭＩ規格に限定され
ず、インゴットをスライスするときに、その厚さを適宜調節することができる。もちろん
、再利用された単結晶半導体基板１０８を用いるときには、その厚さは、ＳＥＭＩ規格よ
りも薄くなる。支持基板上に得られる単結晶半導体層は母体となる半導体基板を選択する
ことによって決定することができる。
【００２９】
また、単結晶半導体基板１０８は、作製する半導体素子（本実施の形態においては電界効
果トランジスタ）によって、結晶面方位を選択すればよい。例えば、結晶面方位として｛
１００｝面、｛１１０｝面など有する単結晶半導体基板を用いることができる。
【００３０】
本実施の形態は、単結晶半導体基板の所定の深さに水素、ヘリウム、又はフッ素をイオン
添加し、その後熱処理を行って表層の単結晶半導体層を剥離するイオン添加剥離法で形成
するが、ポーラスシリコン上に単結晶シリコンをエピタキシャル成長させた後、ポーラス
シリコン層をウオータージェットで劈開して剥離する方法を適用しても良い。
【００３１】
例えば、単結晶半導体基板１０８として単結晶シリコン基板を用い、希フッ酸で表面を処
理し、自然酸化膜の除去と表面に付着するゴミ等の汚染物も除去して単結晶半導体基板１
０８表面を清浄化する。
【００３２】
脆弱化層１１０は、イオンをイオンドーピング法（ＩＤ法と略記する）やイオン注入法（
ＩＩ法と略記する）によって添加（導入）すればよい。脆弱化層１１０は水素、ヘリウム
若しくはフッ素に代表されるハロゲンのイオンを添加することで形成される。ハロゲン元
素としてフッ素イオンを添加する場合にはソースガスとしてＢＦ３を用いれば良い。なお
、イオン注入とはイオン化したガスを質量分離して半導体に添加する方式をいう。
【００３３】
例えば、イオン注入法を用いて、イオン化した水素ガスを質量分離し、Ｈ＋のみ、（又は
Ｈ２

＋のみ）を選択的に加速して添加することができる。
【００３４】
イオンドープ法は、イオン化したガスを質量分離せずに、プラズマ中で複数種のイオン種
を作り、それらを加速して単結晶半導体基板にドープする。例えば、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋イオンを含む水素では、ドープされるイオンは、代表的にＨ３

＋イオンが５０％以上、
例えばＨ３

＋イオンが８０％、他のイオン（Ｈ＋、Ｈ２
＋イオン）が２０％、が一般的で

ある。Ｈ３
＋イオンのイオン種のみとして添加することもここではイオンドープとする。

【００３５】
また、一又は複数の同一の原子から成る質量の異なるイオンを添加してもよい。例えば、
水素イオンを添加する場合には、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋イオンを含ませると共に、Ｈ３

＋

イオンの割合を高めておくことが好ましい。水素イオンを添加する場合には、Ｈ＋、Ｈ２
＋、Ｈ３

＋イオンを含ませると共に、Ｈ３
＋イオンの割合を高めておくと添加効率を高め

ることができ、添加時間を短縮することができる。このような構成とすることで、剥離を
容易に行うことができる。
【００３６】
以下、イオンドーピング法とイオン注入法について詳細に説明する。イオンドーピング法
に用いるイオンドーピング装置（ＩＤ装置ともいう）では、プラズマ空間が大きく、大量
のイオンを単結晶半導体基板に添加することができる。一方、イオン注入法に用いるイオ
ン注入装置（ＩＩ装置ともいう）は、プラズマから取り出したイオンを質量分析して特定
のイオン種だけを半導体基板に打ち込めるという特徴があり、基本的に点ビ－ムをスキャ
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ンさせて処理する。
【００３７】
プラズマ発生方法としては、どちらの装置も、例えば、フィラメントを熱して出てくる熱
電子によりプラズマ状態を作っている。しかし、生成される水素イオン（Ｈ＋、Ｈ２

＋、
Ｈ３

＋）が半導体基板に添加される（打ち込まれる）際の水素イオン種の割合は、イオン
ドーピング法とイオン注入法で大きく異なる。
【００３８】
以下において、本発明の特徴の一であるイオンの照射方法について考察する。
【００３９】
本発明では、水素（Ｈ）に由来するイオン（以下「水素イオン種」と呼ぶ）を単結晶半導
体基板に対して照射している。より具体的には、水素ガス又は水素を組成に含むガスを原
材料として用い、水素プラズマを発生させ、該水素プラズマ中の水素イオン種を単結晶半
導体基板に対して照射している。
【００４０】
（水素プラズマ中のイオン）
上記のような水素プラズマ中には、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋といった水素イオン種が存在す

る。ここで、各水素イオン種の反応過程（生成過程、消滅過程）について、以下に反応式
を列挙する。
　ｅ＋Ｈ→ｅ＋Ｈ＋＋ｅ　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（１）
　ｅ＋Ｈ２→ｅ＋Ｈ２

＋＋ｅ　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（２）
　ｅ＋Ｈ２→ｅ＋（Ｈ２）＊→ｅ＋Ｈ＋Ｈ　　　　　　　　　・・・・・　　（３）
　ｅ＋Ｈ２

＋→ｅ＋（Ｈ２
＋）＊→ｅ＋Ｈ＋＋Ｈ　　　　　　・・・・・　　（４）

　Ｈ２
＋＋Ｈ２→Ｈ３

＋＋Ｈ　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（５）
　Ｈ２

＋＋Ｈ２→Ｈ＋＋Ｈ＋Ｈ２
　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（６）

　ｅ＋Ｈ３
＋→ｅ＋Ｈ＋＋Ｈ＋Ｈ　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（７）

　ｅ＋Ｈ３
＋→Ｈ２＋Ｈ　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（８）

　ｅ＋Ｈ３
＋→Ｈ＋Ｈ＋Ｈ　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・　　（９）

【００４１】
図２５に、上記の反応の一部を模式的に表したエネルギーダイアグラムを示す。なお、図
２５に示すエネルギーダイアグラムは模式図に過ぎず、反応に係るエネルギーの関係を厳
密に規定するものではない点に留意されたい。
【００４２】
（Ｈ３

＋の生成過程）
上記のように、Ｈ３

＋は、主として反応式（５）により表される反応過程により生成され
る。一方で、反応式（５）と競合する反応として、反応式（６）により表される反応過程
が存在する。Ｈ３

＋が増加するためには、少なくとも、反応式（５）の反応が、反応式（
６）の反応より多く起こる必要がある（なお、Ｈ３

＋が減少する反応としては他にも（７
）、（８）、（９）が存在するため、（５）の反応が（６）の反応より多いからといって
、必ずしもＨ３

＋が増加するとは限らない。）。反対に、反応式（５）の反応が、反応式
（６）の反応より少ない場合には、プラズマ中におけるＨ３

＋の割合は減少する。
【００４３】
上記反応式における右辺（最右辺）の生成物の増加量は、反応式の左辺（最左辺）で示す
原料の密度や、その反応に係る速度係数などに依存している。ここで、Ｈ２

＋の運動エネ
ルギーが約１１ｅＶより小さい場合には（５）の反応が主要となり（すなわち、反応式（
５）に係る速度係数が、反応式（６）に係る速度係数と比較して十分に大きくなり）、Ｈ

２
＋の運動エネルギーが約１１ｅＶより大きい場合には（６）の反応が主要となることが

実験的に確認されている。
【００４４】
荷電粒子は電場から力を受けて運動エネルギーを得る。該運動エネルギーは、電場による
ポテンシャルエネルギーの減少量に対応している。例えば、ある荷電粒子が他の粒子と衝



(9) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

突するまでの間に得る運動エネルギーは、その間に通過した電位差分のポテンシャルエネ
ルギーに等しい。つまり、電場中において、他の粒子と衝突することなく長い距離を移動
できる状況では、そうではない状況と比較して、荷電粒子の運動エネルギー（の平均）は
大きくなる傾向にある。このような、荷電粒子に係る運動エネルギーの増大傾向は、粒子
の平均自由行程が大きい状況、すなわち、圧力が低い状況で生じ得る。
【００４５】
また、平均自由行程が小さくとも、その間に大きな運動エネルギーを得ることができる状
況であれば、荷電粒子の運動エネルギーは大きくなる。すなわち、平均自由行程が小さく
とも、電位差が大きい状況であれば、荷電粒子の持つ運動エネルギーは大きくなると言え
る。
【００４６】
これをＨ２

＋に適用してみる。プラズマの生成に係るチャンバー内のように電場の存在を
前提とすれば、該チャンバー内の圧力が低い状況ではＨ２

＋の運動エネルギーは大きくな
り、該チャンバー内の圧力が高い状況ではＨ２

＋の運動エネルギーは小さくなる。つまり
、チャンバー内の圧力が低い状況では（６）の反応が主要となるため、Ｈ３

＋は減少する
傾向となり、チャンバー内の圧力が高い状況では（５）の反応が主要となるため、Ｈ３

＋

は増加する傾向となる。また、プラズマ生成領域における電場（又は電界）が強い状況、
すなわち、ある二点間の電位差が大きい状況ではＨ２

＋の運動エネルギーは大きくなり、
反対の状況では、Ｈ２

＋の運動エネルギーは小さくなる。つまり、電場が強い状況では（
６）の反応が主要となるためＨ３

＋は減少する傾向となり、電場が弱い状況では（５）の
反応が主要となるため、Ｈ３

＋は増加する傾向となる。
【００４７】
（イオン源による差異）
ここで、イオン種の割合（特にＨ３

＋の割合）が異なる例を示す。図２６は、１００％水
素ガス（イオン源の圧力：４．７×１０－２Ｐａ）から生成されるイオンの質量分析結果
を示すグラフである。なお、上記質量分析は、イオン源から引き出されたイオンを測定す
ることにより行った。横軸はイオンの質量である。スペクトル中、質量１、２、３のピー
クは、それぞれ、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋に対応する。縦軸は、スペクトルの強度であり、

イオンの数に対応する。図２６では、質量が異なるイオンの数量を、質量３のイオンを１
００とした場合の相対比で表している。図２６から、上記イオン源により生成されるイオ
ンの割合は、Ｈ＋：Ｈ２

＋：Ｈ３
＋＝１：１：８程度となることが分かる。なお、このよ

うな割合のイオンは、プラズマを生成するプラズマソース部（イオン源）と、当該プラズ
マからイオンビームを引き出すための引出電極などから構成されるイオンドーピング装置
によっても得ることが出来る。
【００４８】
図３０は、図２６とは異なるイオン源を用いた場合であって、イオン源の圧力がおおよそ
３×１０－３Ｐａの時に、ＰＨ３から生成したイオンの質量分析結果を示すグラフである
。上記質量分析結果は、水素イオン種に着目したものである。また、質量分析は、イオン
源から引き出されたイオンを測定することにより行った。図２６と同様、横軸はイオンの
質量を示し、質量１、２、３のピークは、それぞれＨ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋に対応する。縦

軸はイオンの数量に対応するスペクトルの強度である。図３０から、プラズマ中のイオン
の割合はＨ＋：Ｈ２

＋：Ｈ３
＋＝３７：５６：７程度であることが分かる。なお、図３０

はソースガスがＰＨ３の場合のデータであるが、ソースガスとして１００％水素ガスを用
いたときも、水素イオン種の割合は同程度になる。
【００４９】
図３０のデータを得たイオン源の場合には、Ｈ＋、Ｈ２

＋及びＨ３
＋のうち、Ｈ３

＋が７
％程度しか生成されていない。他方、図２６のデータを得たイオン源の場合には、Ｈ３

＋

の割合を５０％以上（上記の条件では８０％程度）とすることが可能である。これは、上
記考察において明らかになったチャンバー内の圧力及び電場に起因するものと考えられる
。
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【００５０】
（Ｈ３

＋の照射メカニズム）
図２６のような複数のイオン種を含むプラズマを生成し、生成されたイオン種を質量分離
しないで単結晶半導体基板に照射する場合、単結晶半導体基板の表面には、Ｈ＋、Ｈ２

＋

、Ｈ３
＋の各イオンが照射される。イオンの照射からイオン導入領域形成にかけてのメカ

ニズムを再現するために、以下の５種類のモデルを考える。
１．照射されるイオン種がＨ＋で、照射後もＨ＋（Ｈ）である場合
２．照射されるイオン種がＨ２

＋で、照射後もＨ２
＋（Ｈ２）のままである場合

３．照射されるイオン種がＨ２
＋で、照射後に２個のＨ（Ｈ＋）に分裂する場合

４．照射されるイオン種がＨ３
＋で、照射後もＨ３

＋（Ｈ３）のままである場合
５．照射されるイオン種がＨ３

＋で、照射後に３個のＨ（Ｈ＋）に分裂する場合。
【００５１】
（シミュレーション結果と実測値との比較）
上記のモデルを基にして、水素イオン種をＳｉ基板に照射する場合のシミュレーションを
行った。シミュレーション用のソフトウェアとしては、ＳＲＩＭ（ｔｈｅ　Ｓｔｏｐｐｉ
ｎｇ　ａｎｄ　Ｒａｎｇｅ　ｏｆ　Ｉｏｎｓ　ｉｎ　Ｍａｔｔｅｒ：モンテカルロ法によ
るイオン導入過程のシミュレーションソフトウェア、ＴＲＩＭ（ｔｈｅ　Ｔｒａｎｓｐｏ
ｒｔ　ｏｆ　Ｉｏｎｓ　ｉｎ　Ｍａｔｔｅｒ）の改良版）を用いている。なお、計算の関
係上、モデル２ではＨ２

＋を質量２倍のＨ＋に置き換えて計算した。また、モデル４では
Ｈ３

＋を質量３倍のＨ＋に置き換えて計算した。さらに、モデル３ではＨ２
＋を運動エネ

ルギー１／２のＨ＋に置き換え、モデル５ではＨ３
＋を運動エネルギー１／３のＨ＋に置

き換えて計算を行った。
【００５２】
なお、ＳＲＩＭは非晶質構造を対象とするソフトウェアではあるが、高エネルギー、高ド
ーズの条件で水素イオン種を照射する場合には、ＳＲＩＭを適用可能である。水素イオン
種とＳｉ原子の衝突により、Ｓｉ基板の結晶構造が非単結晶構造に変化するためである。
【００５３】
図３１に、モデル１乃至モデル５を用いて水素イオン種を照射した場合（Ｈ換算で１０万
個照射時）の計算結果を示す。また、図２６の水素イオン種を照射したＳｉ基板中の水素
濃度（ＳＩＭＳ（Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｉｏｎ　Ｍａｓｓ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ）
のデータ）をあわせて示す。モデル１乃至モデル５を用いて行った計算の結果については
、縦軸を水素原子の数で表しており（右軸）、ＳＩＭＳデータについては、縦軸を水素原
子の密度で表している（左軸）。横軸はＳｉ基板表面からの深さである。実測値であるＳ
ＩＭＳデータと、計算結果とを比較した場合、モデル２及びモデル４は明らかにＳＩＭＳ
データのピークから外れており、また、ＳＩＭＳデータ中にはモデル３に対応するピーク
も見られない。このことから、モデル２乃至モデル４の寄与は、相対的に小さいことが分
かる。イオンの運動エネルギーがｋｅＶの単位であるのに対して、Ｈ－Ｈの結合エネルギ
ーは数ｅＶ程度に過ぎないことを考えれば、モデル２及びモデル４の寄与が小さいのは、
Ｓｉ元素との衝突により、大部分のＨ２

＋やＨ３
＋が、Ｈ＋やＨに分離しているためと思

われる。
【００５４】
以上より、モデル２乃至モデル４については、以下では考慮しない。図３２乃至図３４に
、モデル１及びモデル５を用いて水素イオン種を照射した場合（Ｈ換算で１０万個照射時
）の計算結果を示す。また、図２６の水素イオン種を照射したＳｉ基板中の水素濃度（Ｓ
ＩＭＳデータ）及び、上記シミュレーション結果をＳＩＭＳデータにフィッティングさせ
たもの（以下フィッティング関数と呼ぶ）を合わせて示す。ここで、図３２は加速電圧を
８０ｋＶとした場合を示し、図３３は加速電圧を６０ｋＶとした場合を示し、図３４は加
速電圧を４０ｋＶとした場合を示している。なお、モデル１及びモデル５を用いて行った
計算の結果については、縦軸を水素原子の数で表しており（右軸）、ＳＩＭＳデータ及び
フィッティング関数については、縦軸を水素原子の密度で表している（左軸）。横軸はＳ
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ｉ基板表面からの深さである。
【００５５】
フィッティング関数はモデル１及びモデル５を考慮して以下の計算式により求めることと
した。なお、計算式中、Ｘ、Ｙはフィッティングに係るパラメータであり、Ｖは体積であ
る。
［フィッティング関数］
　　　　　＝Ｘ／Ｖ×［モデル１のデータ］＋Ｙ／Ｖ×［モデル５のデータ］
【００５６】
現実に照射されるイオン種の割合（Ｈ＋：Ｈ２

＋：Ｈ３
＋＝１：１：８程度）を考えれば

Ｈ２
＋の寄与（すなわち、モデル３）についても考慮すべきであるが、以下に示す理由に

より、ここでは除外して考えた。
・モデル３に示される照射過程により導入される水素は、モデル５の照射過程と比較して
僅かであるため、除外して考えても大きな影響はない（ＳＩＭＳデータにおいても、ピー
クが現れていない）。
・モデル５とピーク位置の近いモデル３は、モデル５において生じるチャネリング（結晶
の格子構造に起因する元素の移動）により隠れてしまう可能性が高い。すなわち、モデル
３のフィッティングパラメータを見積もるのは困難である。これは、本シミュレーション
が非晶質Ｓｉを前提としており、結晶性に起因する影響を考慮していないことによるもの
である。
【００５７】
図３５に、上記のフィッティングパラメータをまとめる。いずれの加速電圧においても、
導入されるＨの数の比は、［モデル１］：［モデル５］＝１：４２～１：４５程度（モデ
ル１におけるＨの数を１とした場合、モデル５におけるＨの数は４２以上４５以下程度）
であり、照射されるイオン種の数の比は、［Ｈ＋（モデル１）］：［Ｈ３

＋（モデル５）
］＝１：１４～１：１５程度（モデル１におけるＨ＋の数を１とした場合、モデル５にお
けるＨ３

＋の数は１４以上１５以下程度）である。モデル３を考慮していないことや非晶
質Ｓｉと仮定して計算していることなどを考えれば、実際の照射に係るイオン種の比（Ｈ
＋：Ｈ２

＋：Ｈ３
＋＝１：１：８程度）に近い値が得られていると言える。

【００５８】
（Ｈ３

＋を用いる効果）
図２６に示すようなＨ３

＋の割合を高めた水素イオン種を基板に照射することで、Ｈ３
＋

に起因する複数のメリットを享受することができる。例えば、Ｈ３
＋はＨ＋やＨなどに分

離して基板内に導入されるため、主にＨ＋やＨ２
＋を照射する場合と比較して、イオンの

導入効率を向上させることができる。これにより、半導体基板の生産性向上を図ることが
できる。また、同様に、Ｈ３

＋が分離した後のＨ＋やＨの運動エネルギーは小さくなる傾
向にあるから、薄い半導体層の製造に向いている。
【００５９】
なお、本明細書では、Ｈ３

＋を効率的に照射するために、図２６に示すような水素イオン
種を照射可能なイオンドーピング装置を用いる方法について説明している。イオンドーピ
ング装置は廉価で、大面積処理に優れているため、このようなイオンドーピング装置を用
いてＨ３

＋を照射することで、半導体特性の向上、大面積化、低コスト化、生産性向上な
どの顕著な効果を得ることができる。一方で、Ｈ３

＋の照射を第一に考えるのであれば、
イオンドーピング装置を用いることに限定して解釈する必要はない。
【００６０】
単結晶シリコン基板にフッ素イオンのようなハロゲンイオンを添加した場合、添加された
フッ素が、シリコン結晶格子内のシリコン原子をノックアウトする（追い出す）ことによ
って空白部分を効果的に作り出し、脆弱化層に微小な空洞を作る。この場合、比較的低温
の熱処理によって脆弱化層に形成された微小な空洞の体積変化が起こり、脆弱化層に沿っ
て劈開することにより薄い単結晶半導体層を形成することができる。フッ素イオンを添加
した後に、水素イオンを添加して空洞内に水素を含ませるようにしても良い。単結晶半導
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体基板から薄い半導体層を剥離するために形成する脆弱化層は、脆弱化層に形成された微
小な空洞の体積変化を利用して劈開をするので、このようにフッ素イオンや水素イオンの
作用を有効利用することが好ましい。
【００６１】
本明細書において、酸化窒化シリコン膜とは、その組成として、窒素よりも酸素の含有量
が多いものであって、ラザフォード後方散乱法（ＲＢＳ：Ｒｕｔｈｅｒｆｏｒｄ　Ｂａｃ
ｋｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ　Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｒｙ）及び水素前方散乱法（ＨＦＳ：Ｈ
ｙｄｒｏｇｅｎ　Ｆｏｒｗａｒｄ　Ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ）を用いて測定した場合に、濃
度範囲として酸素が５０～７０原子％、窒素が０．５～１５原子％、Ｓｉが２５～３５原
子％、水素が０．１～１０原子％の範囲で含まれるものをいう。また、窒化酸化シリコン
膜とは、その組成として、酸素よりも窒素の含有量が多いものであって、ＲＢＳ及びＨＦ
Ｓを用いて測定した場合に、濃度範囲として酸素が５～３０原子％、窒素が２０～５５原
子％、Ｓｉが２５～３５原子％、水素が１０～３０原子％の範囲で含まれるものをいう。
但し、酸化窒化シリコンまたは窒化酸化シリコンを構成する原子の合計を１００原子％と
したとき、窒素、酸素、Ｓｉ及び水素の含有比率が上記の範囲内に含まれるものとする。
【００６２】
また、単結晶半導体基板と上記単結晶半導体層と接合する絶縁層との間に、保護層を形成
してもよい。保護層は、窒化シリコン層、酸化シリコン層、窒化酸化シリコン層、又は酸
化窒化シリコン層から選ばれた一層又は複数の層による積層構造により形成することがで
きる。これらの層は、単結晶半導体基板に脆弱化層が形成される前に単結晶半導体基板上
に形成することができる。また、単結晶半導体基板に脆弱化層を形成した後に単結晶半導
体基板上に形成してもよい。
【００６３】
脆弱化層の形成に当たってはイオンを高ドーズ条件で添加する必要があり、単結晶半導体
基板１０８の表面が粗くなってしまう場合がある。そのためイオンが添加される表面に窒
化シリコン膜、窒化酸化シリコン膜、若しくは酸化シリコン膜などによりイオン添加に対
する保護層を５０ｎｍ乃至２００ｎｍの厚さで設けておいても良い。
【００６４】
例えば、単結晶半導体基板１０８上に保護層としてプラズマＣＶＤ法により酸化窒化シリ
コン膜（膜厚５ｎｍ～３００ｎｍ、望ましくは３０ｎｍ～１５０ｎｍ（例えば５０ｎｍ）
）と窒化酸化シリコン膜（膜厚５ｎｍ～１５０ｎｍ、望ましくは１０ｎｍ～１００ｎｍ（
例えば５０ｎｍ））の積層を形成する。一例としては、単結晶半導体基板１０８上に酸化
窒化シリコン膜を膜厚５０ｎｍ形成し、該酸化窒化シリコン膜上に窒化酸化シリコン膜を
膜厚５０ｎｍ形成し、積層する。酸化窒化シリコン膜は有機シランガスを用いて化学気相
成長法により作製される酸化シリコン膜でもよい。
【００６５】
また、単結晶半導体基板１０８を脱脂洗浄し、表面の酸化膜を除去して熱酸化を行っても
よい。熱酸化としては通常のドライ酸化でも良いが、酸化雰囲気中にハロゲンを添加した
酸化を行うことが好ましい。例えば、酸素に対しＨＣｌを０．５～１０体積％（好ましく
は３体積％）の割合で含む雰囲気中で、７００℃以上の温度で熱処理を行う。好適には９
５０℃～１１００℃の温度で熱酸化を行うと良い。処理時間は０．１～６時間、好ましく
は０．５～３．５時間とすれば良い。形成される酸化膜の膜厚としては、１０ｎｍ～１０
００ｎｍ（好ましくは５０ｎｍ～２００ｎｍ）、例えば１００ｎｍの厚さとする。
【００６６】
ハロゲンを含むものとしてはＨＣｌの他に、ＨＦ、ＮＦ３、ＨＢｒ、Ｃｌ２、ＣｌＦ３、
ＢＣｌ３、Ｆ２、Ｂｒ２などから選ばれた一種又は複数種を適用することができる。
【００６７】
このような温度範囲で熱処理を行うことで、ハロゲン元素によるゲッタリング効果を得る
ことができる。ゲッタリングとしては、特に金属不純物を除去する効果がある。すなわち
、塩素の作用により、金属などの不純物が揮発性の塩化物となって気相中へ離脱して除去



(13) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

される。単結晶半導体基板１０８の表面を化学的機械研磨（ＣＭＰ）処理をしたものに対
しては有効である。また、水素は単結晶半導体基板１０８と形成される酸化膜の界面の欠
陥を補償して界面の局在準位密度を低減する作用を奏し、単結晶半導体基板１０８と酸化
膜との界面が不活性化されて電気的特性が安定化する。
【００６８】
この熱処理により形成される酸化膜中にハロゲンを含ませることができる。ハロゲン元素
は１×１０１７／ｃｍ３～５×１０２０／ｃｍ３の濃度で含まれることにより金属などの
不純物を捕獲して単結晶半導体基板１０８の汚染を防止する保護層としての機能を発現さ
せることができる。
【００６９】
脆弱化層１１０を形成する際、加速電圧と全イオン数は、単結晶半導体基板上に堆積した
膜の厚さと、目的とする単結晶半導体基板より分離して支持基板上に転置される単結晶半
導体層の膜厚と、添加するイオン種によって調整することができる。
【００７０】
例えば、イオンドーピング法で原料として水素ガスを用い、加速電圧を４０ｋＶ、全イオ
ン数２×１０１６ｉｏｎｓ／ｃｍ２でイオンを添加して脆弱化層を形成することができる
。保護層の膜厚を厚くすれば、同一条件でイオンを添加し脆弱化層を形成した場合、目的
とする単結晶半導体基板より分離して支持基板上に転置（転載）される単結晶半導体層と
して、膜厚の薄い単結晶半導体層を形成することができる。例えば、イオン種（Ｈ＋、Ｈ

２
＋、Ｈ３

＋イオン）の割合にもよるが、上記条件で脆弱化層を形成するとし、保護層と
して単結晶半導体基板上に酸化窒化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）と窒化酸化シリコン膜（
膜厚５０ｎｍ）を保護層として積層する場合、支持基板に転置される単結晶半導体層の膜
厚は約１２０ｎｍとなり、単結晶半導体基板上に酸化窒化シリコン膜（膜厚１００ｎｍ）
と窒化酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）を保護層として積層する場合は、支持基板に転置
される単結晶半導体層の膜厚は約７０ｎｍとなる。
【００７１】
ヘリウム（Ｈｅ）や水素を原料ガスにする場合、加速電圧を１０ｋＶ～２００ｋＶの範囲
で、ドーズ量を１×１０１６ｉｏｎｓ／ｃｍ２～６×１０１６ｉｏｎｓ／ｃｍ２の範囲で
添加し脆弱化層を形成することができる。ヘリウムを原料ガスにすると、質量分離を行わ
なくてもＨｅ＋イオンを主なイオンとして添加することができる。また、水素を原料ガス
とするとＨ３

＋イオンやＨ２
＋イオンを主なイオンとして添加することができる。イオン

種は、プラズマの生成方法、圧力、原料ガス供給量、加速電圧によっても変化する。
【００７２】
脆弱化層形成の例としては、単結晶半導体基板上に酸化窒化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）
、窒化酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）、及び酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）を保護層
として積層し、水素を加速電圧４０ｋＶ、ドーズ量２×１０１６ｉｏｎｓ／ｃｍ２で添加
し単結晶半導体基板に脆弱化層を形成する。その後保護層の最上層である該酸化シリコン
膜上に接合面を有する絶縁層として酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）を形成する。脆弱化
層形成の他の例としては、単結晶半導体基板上に酸化シリコン膜（膜厚１００ｎｍ）、及
び窒化酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）を保護層として積層し、水素を加速電圧４０ｋＶ
、ドーズ量２×１０１６ｉｏｎｓ／ｃｍ２で添加し単結晶半導体基板に脆弱化層を形成す
る。その後保護層の最上層である該窒化酸化シリコン膜上に接合面を有する絶縁層として
酸化シリコン膜（膜厚５０ｎｍ）を形成する。なお、上記酸化窒化シリコン膜及び窒化酸
化シリコン膜はプラズマＣＶＤ法により形成すればよく、上記酸化シリコン膜は有機シラ
ンガスを用いてＣＶＤ法により形成すればよい。
【００７３】
支持基板１０１として、アルミノシリケートガラス、アルミノホウケイ酸ガラス、バリウ
ムホウケイ酸ガラスのような電子工業用に使われるガラス基板を適用する場合、ガラス基
板中にナトリウムなどのアルカリ金属が微量に含まれており、この微量の不純物によって
トランジスタなど半導体素子の特性に悪影響を及ぼす恐れがある。このような不純物に対
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して、窒化酸化シリコン膜は支持基板１０１に含まれる金属不純物が単結晶半導体基板側
に拡散するのを防止する効果がある。なお、窒化酸化シリコン膜の代わりに、窒化シリコ
ン膜を形成してもよい。単結晶半導体基板と窒化酸化シリコン膜との間に酸化窒化シリコ
ン膜や酸化シリコン膜などの応力緩和層を設けるとよい。窒化酸化シリコン膜と酸化窒化
シリコン膜の積層構造を設けることで、単結晶半導体基板への不純物拡散を防止しつつ、
応力歪みを緩和する構成とすることもできる。
【００７４】
支持基板には、不純物元素の拡散を防止する窒化シリコン膜又は窒化酸化シリコン膜をブ
ロッキング層（バリア層ともいう）として設けてもよい。さらに応力を緩和する作用のあ
る絶縁膜として酸化窒化シリコン膜を組み合わせても良い。図３（Ｃ）で示すように本実
施の形態では、支持基板１０１上にブロッキング層１０９を形成する。
【００７５】
次に、図３（Ｂ）で示すように支持基板と接合を形成する面に絶縁層１０４として酸化シ
リコン膜を形成する。酸化シリコン膜としては有機シランガスを用いて化学気相成長法に
より作製される酸化シリコン膜が好ましい。その他に、シランガスを用いて化学気相成長
法により作製される酸化シリコン膜を適用することもできる。化学気相成長法による成膜
では、単結晶半導体基板に形成した脆弱化層１１０から脱ガスが起こらない温度として、
例えば３５０℃以下（具体的な例としては３００℃）の成膜温度が適用される。また、単
結晶半導体基板から単結晶半導体層を剥離する熱処理は、成膜温度よりも高い熱処理温度
が適用される。
【００７６】
絶縁層１０４は平滑面を有し親水性表面を形成する。この絶縁層１０４として酸化シリコ
ン膜が適している。特に有機シランガスを用いて化学気相成長法により作製される酸化シ
リコン膜が好ましい。有機シランガスとしては、珪酸エチル（ＴＥＯＳ：化学式Ｓｉ（Ｏ
Ｃ２Ｈ５）４）、トリメチルシラン（ＴＭＳ：（ＣＨ３）３ＳｉＨ）、テトラメチルシラ
ン（化学式Ｓｉ（ＣＨ３）４）、テトラメチルシクロテトラシロキサン（ＴＭＣＴＳ）、
オクタメチルシクロテトラシロキサン（ＯＭＣＴＳ）、ヘキサメチルジシラザン（ＨＭＤ
Ｓ）、トリエトキシシラン（ＳｉＨ（ＯＣ２Ｈ５）３）、トリスジメチルアミノシラン（
ＳｉＨ（Ｎ（ＣＨ３）２）３）等のシリコン含有化合物を用いることができる。なお、原
料ガスに有機シランを用いて化学気相成長法により酸化シリコン層を形成する場合、酸素
を付与するガスを混合させることが好ましい。酸素を付与するガスとしては、酸素、亜酸
化窒素、二酸化窒素等を用いることができる。さらに、アルゴン、ヘリウム、窒素又は水
素等の不活性ガスを混合させてもよい。
【００７７】
また、絶縁層１０４として、モノシラン、ジシラン、又はトリシラン等のシランを原料ガ
スに用いて化学気相成長法により形成される酸化シリコン膜を適用することもできる。こ
の場合も、酸素を付与するガスや不活性ガス等を混合させることが好ましい。また、単結
晶半導体層と接合する絶縁層となる酸化シリコン膜は、塩素を含んでいてもよい。化学気
相成長法による成膜では、単結晶半導体基板１０８に形成した脆弱化層１１０から脱ガス
が起こらない温度として、例えば３５０℃以下の成膜温度が適用される。また、単結晶半
導体基板から単結晶半導体層を剥離する熱処理は、成膜温度よりも高い熱処理温度が適用
される。なお、本明細書において、化学気相成長（ＣＶＤ；Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏ
ｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法は、プラズマＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、光ＣＶＤ法を範疇に
含む。
【００７８】
その他、絶縁層１０４として、酸化性雰囲気下において熱処理することにより形成される
酸化シリコン、酸素ラジカルの反応により成長する酸化シリコン、酸化性の薬液により形
成されるケミカルオキサイドなどを適用することもできる。絶縁層１０４として、シロキ
サン（Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ）結合を含む絶縁層を適用してもよい。また、前記有機シランガス
と、酸素ラジカル又は窒素ラジカルとを反応させて絶縁層１０４を形成してもよい。
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【００７９】
上記平滑面を有し親水性表面を形成する絶縁層１０４は５ｎｍ～５００ｎｍ、望ましくは
１０ｎｍ～２００ｎｍの厚さで設けられる。この厚さであれば、被成膜表面の表面荒れを
平滑化すると共に、当該膜の成長表面の平滑性を確保することが可能である。また、絶縁
層１０４を設けることにより、支持基板との接合による単結晶半導体層の歪みを緩和する
ことができる。絶縁層１０４の表面は、算術平均粗さＲａが０．８ｎｍ未満、二乗平均平
方根粗さＲｍｓが０．９ｎｍ未満が望ましく、Ｒａが０．４ｎｍ以下、Ｒｍｓが０．５ｎ
ｍ以下がより望ましく、さらにはＲａが０．３ｎｍ以下、Ｒｍｓが０．４ｎｍ以下がより
望ましい。例えば、Ｒａが０．２７ｎｍ、Ｒｍｓが０．３４ｎｍである。本明細書におい
てＲａは算術平均粗さであり、Ｒｍｓは二乗平均平方根粗さであり、測定範囲は２μｍ２

、又は１０μｍ２である。
【００８０】
支持基板１０１にも絶縁層１０４と同様の酸化シリコン膜を設けておいても良い。すなわ
ち、支持基板１０１に単結晶半導体層１０２を接合するに際し、接合を形成する面の一方
若しくは双方に、好ましくは有機シランを原材料として成膜した酸化シリコン膜でなる絶
縁層１０４設けることで強固な接合を形成することができる。
【００８１】
図３（Ｃ）は支持基板１０１上に設けられたブロッキング層１０９と単結晶半導体基板１
０８の絶縁層１０４が形成された面とを密接させ、この両者を接合させる態様を示す。接
合を形成する面は、十分に清浄化しておく。支持基板１０１上に設けられたブロッキング
層１０９と単結晶半導体基板１０８の絶縁層１０４が形成された面は、メガソニック洗浄
などによって清浄化すればよい。また、メガソニック洗浄後にオゾン水で洗浄し、有機物
の除去と表面の親水性向上を行ってもよい。
【００８２】
支持基板１０１上のブロッキング層１０９と絶縁層１０４とを対向させて、一箇所を外部
から押しつけると、局所的に接合面同士の距離が縮まる事によるファン・デル・ワールス
力の強まりや水素結合の寄与によって、お互いに引きつけ合う。更に、隣接した領域でも
対向する支持基板１０１上のブロッキング層１０９と絶縁層１０４との間の距離が縮まる
ので、ファン・デル・ワールス力が強く作用する領域や水素結合が関与する領域が広がる
事によって、接合（ボンディングともいう）が進行し接合面全域に接合が広がる。例えば
、押しつける圧力は、１００ｋＰａ～５０００ｋＰａ程度とすればよい。また、支持基板
と半導体基板とを重ねるように配置し、重ねる基板の重みでも接合を広げることもできる
。
【００８３】
良好な接合を形成するために、表面を活性化しておいても良い。例えば、接合を形成する
面に原子ビーム若しくはイオンビームを照射する。原子ビーム若しくはイオンビームを利
用する場合には、アルゴン等の不活性ガス中性原子ビーム若しくは不活性ガスイオンビー
ムを用いることができる。その他に、プラズマ照射若しくはラジカル処理を行う。このよ
うな表面処理により２００℃乃至４００℃の温度であっても異種材料間の接合を形成する
ことが容易となる。
【００８４】
また、支持基板と絶縁層との接合界面の接合強度を向上させるために、加熱処理を行うと
好ましい。例えば、オーブンや炉などで７０℃～３５０℃（例えば２００℃で２時間）の
温度条件で熱処理を行う。
【００８５】
図３（Ｄ）において、支持基板１０１と単結晶半導体基板１０８を貼り合わせた後、加熱
処理を行い脆弱化層１１０を劈開面として単結晶半導体基板１０８を支持基板１０１から
剥離する。例えば、４００℃～７００℃の熱処理を行うことにより、脆弱化層１１０に形
成された微小な空洞の体積変化が起こり、脆弱化層１１０に沿って劈開することが可能と
なる。絶縁層１０４はブロッキング層１０９を介して支持基板１０１と接合しているので



(16) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

、支持基板１０１上には単結晶半導体基板１０８と同じ結晶性の単結晶半導体層１０２が
残存することとなる。
【００８６】
４００℃～７００℃の温度域での熱処理は、前述の接合強度を向上させるための熱処理と
同じ装置で連続して行ってもよいし、別の装置で行ってもよい。例えば炉で２００℃２時
間熱処理した後に、６００℃近傍まで昇温し２時間保持し、４００℃から室温までの温度
域に降温した後炉より取り出す。また、熱処理は室温から昇温してもよい。また、炉で２
００℃２時間熱処理した後に、瞬間熱アニール（ＲＴＡ）装置によって６００℃～７００
℃の温度域で、１分間～３０分間（例えば６００℃７分間、６５０℃７分間）熱処理を行
ってもよい。
【００８７】
４００℃～７００℃の温度域での熱処理により、絶縁層と支持基板との接合は水素結合か
ら共有結合に移行し、脆弱化層に添加された元素が析出し圧力が上昇し、単結晶半導体基
板より単結晶半導体層を剥離することができる。熱処理を行った後は支持基板と単結晶半
導体基板は、一方が他方に載っている状態であり、大きな力を加えずに支持基板と単結晶
半導体基板を離すことができる。例えば、上方に載っている基板を真空チャックで持ち上
げることにより簡単に離すことができる。この際、下側の基板の真空チャックやメカニカ
ルチャックで固定しておくと水平方向のずれがなく支持基板及び単結晶半導体基板の両基
板を離すことができる。
【００８８】
なお、図３、図４においては、単結晶半導体基板１０８が支持基板１０１より小さいサイ
ズの例を示すが、本発明はそれに限定されず、単結晶半導体基板１０８と支持基板１０１
が同じサイズであってもよいし、単結晶半導体基板１０８が支持基板１０１より大きいサ
イズであってもよい。
【００８９】
図４は支持基板側に絶縁層を設けて単結晶半導体層を形成する工程を示す。図４（Ａ）は
保護層１２１として酸化シリコン膜が形成された単結晶半導体基板１０８に電界で加速さ
れたイオンを所定の深さに添加し、脆弱化層１１０を形成する工程を示している。イオン
の添加は図３（Ａ）の場合と同様である。単結晶半導体基板１０８の表面に保護層１２１
を形成しておくことでイオン添加によって表面がダメージを受け、平坦性が損なわれるの
を防ぐことができる。また、保護層１２１によって、単結晶半導体基板１０８から形成さ
れる単結晶半導体層１０２に対する不純物の拡散防止効果を発現する。
【００９０】
図４（Ｂ）は、ブロッキング層１０９及び絶縁層１０４が形成された支持基板１０１と単
結晶半導体基板１０８の保護層１２１が形成された面を密着させて接合を形成する工程を
示している。支持基板１０１上の絶縁層１０４と単結晶半導体基板１０８の保護層１２１
を密着させることにより接合が形成される。
【００９１】
その後、図４（Ｃ）で示すように単結晶半導体基板１０８を剥離する。単結晶半導体層を
剥離する熱処理は図３（Ｄ）の場合と同様にして行う。このようにして図４（Ｃ）で示す
絶縁層を介して支持基板上に単結晶半導体層を有する本発明のＳＯＩ構造の半導体基板を
得ることができる。
【００９２】
支持基板１０１としては、絶縁性を有する基板、絶縁表面を有する基板を用いることがで
き、例えば、アルミノシリケートガラス、アルミノホウケイ酸ガラス、バリウムホウケイ
酸ガラスの如き無アルカリガラスと呼ばれる電子工業用に使われる各種ガラス基板を適用
することができる。例えば、支持基板１００として、無アルカリガラス基板（商品名ＡＮ
１００）、無アルカリガラス基板（商品名ＥＡＧＬＥ２０００（登録商標））または無ア
ルカリガラス基板（商品名ＥＡＧＬＥＸＧ（登録商標））を用いることが好ましい。また
、ガラス基板の他、セラミック基板、石英基板やサファイア基板などの絶縁体でなる絶縁
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性基板などを用いることができる。
【００９３】
以上の工程により、図１（Ａ１）及び（Ａ２）に示すように、絶縁表面を有する基板であ
る支持基板１０１の上にブロッキング層１０９、絶縁層１０４が設けられ、単結晶半導体
基板１０８より分離された単結晶半導体層１０２が形成される。
【００９４】
図１（Ａ１）乃至（Ｄ１）及び図２（Ａ１）乃至（Ｃ１）は平面図であり、図１（Ａ２）
乃至（Ｄ２）及び図２（Ａ２）乃至（Ｃ２）は、図１（Ａ１）乃至（Ｄ１）及び図２（Ａ
１）乃至（Ｃ１）の線Ｙ－Ｚにおける断面図である。
【００９５】
支持基板１０１上の単結晶半導体層１０２は、分離工程およびイオン添加工程によって、
結晶欠陥が生じ、また、その表面は平坦性が損なわれ、凹凸が形成されている。単結晶半
導体層１０２を用いて半導体素子としてトランジスタを作製する場合、このような凹凸の
ある単結晶半導体層１０２の上面に薄く、絶縁耐圧性の高いゲート絶縁層を形成すること
は困難である。また、単結晶半導体層１０２に結晶欠陥があると、ゲート絶縁層との局在
界面準位密度が高くなるなど、トランジスタの性能および信頼性に影響を与える。
【００９６】
本発明ではそのような単結晶半導体層１０２にパルス発振のレーザ光１２４を照射し、単
結晶半導体層１０２を深さ方向においても完全に溶融させ、再単結晶化させた結晶欠陥を
低減させ結晶性が高く、かつ平坦性も高い単結晶半導体層１３０を得る。
【００９７】
支持基板１０１上に転載された単結晶半導体層１０２にパルス発振のレーザ光１２４を照
射し、単結晶半導体層１０２の再単結晶化を行う。単結晶半導体層１０２においてレーザ
光１２４の照射領域は少なくとも深さ方向全領域にわたって溶融し、周囲の非照射領域（
非溶融領域）を結晶核（種結晶）として照射領域（溶融領域）中央に向かって（図１（Ｂ
１）及び（Ｂ２）矢印１２５ａ、１２５ｂ方向に向かって）再単結晶化する。結晶成長は
、溶融領域端部において溶融領域と非溶融領域との界面よりそれぞれ溶融領域内部（中央
）に向かって生じ、結晶成長による再単結晶領域同士が矢印１２５ａ及び矢印１２５ｂで
示すように接することで、レーザ光１２４照射領域全域において単結晶半導体層１０２を
再単結晶化する。単結晶半導体層１０２の再単結晶化により、結晶性及び平坦性が高い単
結晶半導体領域１２６を形成する（図１（Ｂ１）及び（Ｂ２）参照。）。なお、図１及び
図２においては、結晶成長による再単結晶領域同士が接する領域を点線で示している。
【００９８】
次に、レーザ光１２４によって再単結晶化された単結晶半導体領域１２６に隣接する領域
をレーザ光１２７によって再単結晶化する。単結晶半導体層１０２においてレーザ光１２
７の照射領域は少なくとも深さ方向全領域にわたって溶融し、周囲の非照射領域（非溶融
領域）を結晶核（種結晶）として照射領域（溶融領域）中央に向かって（図１（Ｃ１）及
び（Ｃ２）矢印１２８ａ、１２８ｂ方向に向かって）再単結晶化する。結晶成長は、溶融
領域端部において溶融領域と非溶融領域との界面よりそれぞれ溶融領域内部（中央）に向
かって生じ、結晶成長による再単結晶領域同士が矢印１２８ａ及び矢印１２８ｂで示すよ
うに接することで、レーザ光１２７照射領域全域において単結晶半導体層１０２を再単結
晶化する。単結晶半導体層１０２の再単結晶化により、結晶性及び平坦性が高い単結晶半
導体領域１２９を形成する（図１（Ｃ１）及び（Ｃ２）参照。）。
【００９９】
以上のレーザ光の照射による単結晶半導体層の再単結晶化を繰り返すことで、単結晶半導
体層は全領域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再単結晶化され、結晶性及び平
坦性の高い単結晶半導体層１３０を形成することができる（図１（Ｄ１）及び（Ｄ２）参
照。）。
【０１００】
本発明では、単結晶半導体層のレーザ光が照射されている領域の深さ方向も含めて全てを
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溶融する。従って本発明では、単結晶半導体層においてレーザ光照射領域は全領域（面方
向及び深さ方向）において溶融領域となる。本明細書において、単結晶半導体層における
レーザ光照射領域の全領域とは、単結晶半導体層のレーザ光が照射されている領域の面方
向及び深さ方向も含めて全ての領域を指す。また、単結晶半導体層において、レーザ光照
射領域の全領域を少なくとも深さ方向に完全に溶融するため、完全溶融するともいえる。
【０１０１】
従って、再単結晶化の結晶核（種結晶）は、周囲のレーザ光非照射領域である非溶融領域
であり、非溶融領域を結晶核として、溶融領域中央に向かって単結晶半導体層（支持基板
）表面と平行方向に結晶成長する。結晶成長は、溶融領域端部において溶融領域と非溶融
領域との界面よりそれぞれ溶融領域内部（中央）に向かって生じ、結晶成長による再単結
晶領域同士が接することで、レーザ光照射領域全域において単結晶半導体層を再単結晶化
する。
【０１０２】
本発明では、レーザ光の照射によって生じる結晶成長が、単結晶半導体層（支持基板）表
面と平行方向に生じるので、単結晶半導体層（支持基板）表面に対して、深さ方向（膜厚
方向）を縦方向とすると、横成長（横方向の成長）の結晶成長であるともいう。
【０１０３】
この溶融領域の結晶成長は、レーザ光の照射によって、単結晶半導体層のレーザ光照射領
域が融点以上に加熱されて溶融し、照射後の冷却時に融点以下になっても固化せずに溶融
状態のままである過冷却状態の時に生じる。過冷却状態の時間は、単結晶半導体層の膜厚
、レーザ光の照射条件（エネルギー密度、照射時間（パルス幅）など）などに依存する。
過冷却状態の時間が長ければ、結晶成長によって再単結晶化する領域も広くなるため、一
回のレーザ光照射領域も広くすることができる。よって処理効率が向上し、スループット
も高くなる。また、レーザ光照射される単結晶半導体層を加熱しておくと過冷却状態の時
間の延長に効果的である。単結晶半導体層の温度は室温から５００℃以下（支持基板の歪
み点以下）とすればよく、単結晶半導体層の加熱は支持基板を加熱処理する、又は単結晶
半導体層へ加熱した気体等を吹き付けることによって行うことができる。
【０１０４】
従って、本発明ではその再単結晶化による単結晶領域端（結晶成長端）同士が接する領域
の広さにレーザ光照射領域（溶融領域）を設定する。例えば、パルス発振のレーザ光の単
結晶半導体層における照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイル（ビームプロファイ
ルともいう）の形状は矩形であり、かつ幅が２０μｍ以下とする。また、パルス発振のレ
ーザ光の単結晶半導体層における照射領域の短軸の方向のレーザ光プロファイルの形状は
ガウシアンであり、かつ幅が１００μｍ以下とする。レーザ光のパルス幅を長くすると、
レーザ光プロファイルの幅も長くすることができる。上記のようにレーザ光プロファイル
を設定すると、過冷却状態の時間内で溶融領域全域を結晶成長により形成される再単結晶
領域とすることができる。また、パルス発振のレーザ光の前記単結晶半導体層における照
射領域の形状は矩形（線状レーザによる矩形長尺状でもよい）を用いることができ、また
マスクを用いて複数の矩形を有するレーザ形状を用いてもよい。
【０１０５】
レーザ光の照射領域が広いと、単結晶半導体層の結晶成長が生じる過冷却状態の時間内で
は照射領域全域を再単結晶化することができず、照射領域の中央部分に微結晶領域が生じ
てしまう。よって、レーザ光照射領域全域を再単結晶化できるように、単結晶半導体層の
過冷却状態の時間内に結晶成長端同士が照射領域（溶融領域）内で接する（ぶつかる）レ
ーザ光照射領域を設定する。わずかな微結晶領域であれば、レーザ光の照射を照射領域が
重なるようにスキャンして微結晶領域を再単結晶化することができる。
【０１０６】
単結晶半導体層の周辺端部付近のレーザ光の照射による再単結晶半導体領域を形成するた
めの結晶核となったレーザ光の非照射領域（再単結晶化されていない領域）は除去すれば
よい。
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【０１０７】
パルス発振のレーザ光の照射処理を用いるため、支持基板の温度上昇が抑えられるため、
ガラス基板のような耐熱性の低い基板を支持基板に用いることが可能になる。よって、単
結晶半導体層へのイオン添加工程によるダメージを十分回復させることができる。
【０１０８】
さらに、単結晶半導体層は溶融し再単結晶化することで表面を平坦化することができる。
従って、パルス発振のレーザ光の照射による単結晶半導体層の再単結晶化によって、結晶
欠陥が低減され、かつ平坦性も高い単結晶半導体層を有する半導体基板を作製することが
できる。
【０１０９】
なお、レーザ光の照射前に単結晶半導体層表面に形成された酸化膜（自然酸化膜、あるい
はケミカル酸化膜）を希フッ酸で除去するとよい。
【０１１０】
レーザ光は単結晶半導体層に高いエネルギーを与えられるものであればよく、好適にはパ
ルス発振のレーザ光を用いることができる。
【０１１１】
レーザ光の波長は、単結晶半導体層に吸収される波長とする。その波長は、レーザ光の表
皮深さ（ｓｋｉｎ　ｄｅｐｔｈ）などを考慮して決定することができる。例えば、レーザ
光の波長は１９０ｎｍ～６００ｎｍを用いることができる。また、レーザ光のエネルギー
は、レーザ光の波長、レーザ光の表皮深さ、照射する単結晶半導体層の膜厚などを考慮し
て決定することができる。
【０１１２】
レーザ光を発振するレーザは、パルス発振レーザを用いることができる。例えば、ＫｒＦ
レーザなどのエキシマレーザ、Ａｒレーザ、Ｋｒレーザなどの気体レーザがある。その他
、固体レーザとして、ＹＡＧレーザ、ＹＶＯ４レーザ、ＹＬＦレーザ、ＹＡｌＯ３レーザ
、ＧｄＶＯ４レーザ、ＫＧＷレーザ、ＫＹＷレーザ、アレキサンドライトレーザ、Ｔｉ：
サファイアレーザ、Ｙ２Ｏ３レーザなどがある。なお、固体レーザにおいては、基本波の
第２高調波～第５高調波を適用するのが好ましい。また、ＧａＮ、ＧａＡｓ、ＧａＡｌＡ
ｓ、ＩｎＧａＡｓＰ等の半導体レーザも用いることができる。
【０１１３】
レーザ光の形状やレーザ光の進路を調整するため、シャッター、ミラー又はハーフミラー
等の反射体、シリンドリカルレンズや凸レンズなどによって構成される光学系が設置され
ていてもよい。
【０１１４】
なお、レーザ光の照射方法は、選択的にレーザ光を照射してもよいし、レーザ光をＸＹ軸
方向に走査してレーザ光を照射することができる。この場合、光学系にポリゴンミラーや
ガルバノミラーを用いることが好ましい。
【０１１５】
例えばレーザ光として、波長３０８ｎｍのパルス幅２５ｎｓｅｃのＸｅＣｌエキシマレー
ザを用い、照射する単結晶半導体層が単結晶シリコン層である場合、該シリコン層の膜厚
が９０ｎｍ～１２０ｎｍにおいては、該シリコン層に与えるエネルギー密度は６００Ｊ／
ｃｍ２～２０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲より適宜設定すればよい。
【０１１６】
レーザ光の照射は、大気雰囲気のような酸素を含む雰囲気、または窒素雰囲気のような不
活性雰囲気で行うことができる。不活性雰囲気中でレーザ光を照射するには、気密性のあ
るチャンバー内でレーザ光を照射し、このチャンバー内の雰囲気を制御すればよい。チャ
ンバーを用いない場合は、レーザ光の被照射面に窒素ガスなど不活性ガスを吹き付けるこ
とで、窒素雰囲気を形成することもできる。
【０１１７】
酸素を１０ｐｐｍ以下、望ましくは６ｐｐｍ以下とした窒素雰囲気中で、レーザ光照射処
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理を行うと、単結晶半導体層表面を比較的平坦とすることができる。
【０１１８】
さらに、レーザ光照射などの高エネルギーを供給され、結晶欠陥を低減された単結晶半導
体層表面に研磨処理を行ってもよい。研磨処理によって単結晶半導体層表面の平坦性を高
めることができる。
【０１１９】
研磨処理としては、化学的機械研磨（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｐｏｌ
ｉｓｈｉｎｇ：ＣＭＰ）法や液体ジェット研磨法を用いることができる。なお、研磨処理
前に単結晶半導体層表面を洗浄し、清浄化する。洗浄は、メガソニック洗浄や２流体ジェ
ット洗浄等を用いればよく、洗浄により単結晶半導体層表面のゴミ等を除去する。また、
希フッ酸を用いて単結晶半導体層表面上の自然酸化膜等を除去して単結晶半導体層を露出
させると好適である。
【０１２０】
また、レーザ光を照射する前にも単結晶半導体層表面に研磨処理（又はエッチング処理）
を行ってもよい。エッチング処理はウェットエッチング法、ドライエッチング法、又はウ
ェットエッチング法及びドライエッチング法を組み合わせて行うことができる。
【０１２１】
レーザ光照射工程の前に、単結晶半導体層に研磨処理を行うと以下のような効果を得るこ
とができる。研磨処理により、単結晶半導体層表面の平坦化と単結晶半導体層の膜厚の制
御をすることができる。単結晶半導体層表面を平坦化することによって、レーザ光の照射
工程において単結晶半導体層の熱容量を均一化でき、均一な加熱冷却過程、又は溶融及び
凝固過程を経ることによって、一様な結晶を形成することができる。また、研磨処理（又
は研磨処理ではなく、エッチング処理においても）単結晶半導体層の膜厚を、レーザ光の
エネルギーを吸収する適切な値にすることによって、効率よく単結晶半導体層にエネルギ
ーを与えることができる。さらに、単結晶半導体層表面は結晶欠陥が多いため、結晶欠陥
の多い表面を除去することによって、レーザ光照射後の単結晶半導体層中の結晶欠陥を低
減することができる。
【０１２２】
また、レーザ光の照射領域（単結晶半導体層の再単結晶化領域）は、図１のように重なら
なくてもよいし、重なるようにレーザ光をスキャンしてレーザ光照射を行ってもよい。レ
ーザ光の照射領域（単結晶半導体層の再単結晶化領域）を重なるように（オーバーラップ
するように）して半導体基板を作製する例を図２に示す。
【０１２３】
図２（Ａ１）及び（Ａ２）は図１（Ｂ１）及び（Ｂ２）に対応しており、レーザ光１２４
によって単結晶半導体層１０２において、再単結晶化された単結晶半導体領域１２６が形
成されている。
【０１２４】
図２（Ｂ１）及び（Ｂ２）、（Ｃ１）及び（Ｃ２）においては、レーザ光１２７をレーザ
光１２４の照射領域である単結晶半導体領域１２６に一部重なるように照射し、単結晶半
導体領域１２６の一部も再度溶融して再単結晶化している。
【０１２５】
レーザ光１２４の照射領域である単結晶半導体領域１２６の端部はリッジ（凸部）が生じ
やすいために、再度レーザ光１２７によって再溶融し再単結晶化されると、リッジを軽減
し、より平坦性を高めるのに効果的である。さらに、図２（Ｃ１）及び（Ｃ２）のように
、単結晶半導体領域１２６において、結晶成長端部が接する領域（図２において点線で示
す）まで重なるようにレーザ光１２７を照射して、再度溶融し再単結晶化してもよい。
【０１２６】
また、レーザ光をマスクによって加工し、選択的に複数の領域を同時に溶融し再単結晶化
処理を行ってもよい。単結晶半導体層におけるレーザ光の照射パターンの例を図２３に示
す。図２３において、支持基板に転載された単結晶半導体層４５０に対して、まず図２３
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（Ａ）のようにレーザ光は複数の矩形の照射パターン４５１で照射される。それぞれの矩
形のレーザ光照射領域において、単結晶半導体層４５０は溶融し、矢印４５２ａ、４５２
ｂのように中央部４５３で再単結晶領域が接するまで結晶成長し、再単結晶化する。
【０１２７】
次に図２３（Ｂ）に示すように、レーザ光のマスクをずらして、レーザ光を複数の矩形の
照射パターン４５４で照射する。同様にそれぞれの矩形のレーザ光照射領域において、単
結晶半導体層４５０は溶融し、矢印４５６ａ、４５６ｂのように中央部４５７で再単結晶
領域が接するまで結晶成長し、再単結晶化する。このように選択的に複数の領域を同時に
溶融し再単結晶化処理を行うことによって、処理速度を向上させることができるため生産
性が向上する。
【０１２８】
以上のように、単結晶半導体基板より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照射
による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層を有する半導体基板を作製するこ
とができ、該半導体基板の単結晶半導体層１３０は結晶欠陥も低減され結晶性が高く、か
つ平坦性も高い。
【０１２９】
半導体基板に設けられた単結晶半導体層１３０からトランジスタなどの半導体素子を作製
することで、ゲート絶縁層の薄膜化およびゲート絶縁層の局在界面準位密度の低減が可能
になる。また単結晶半導体層１３０の膜厚を薄くすることで、支持基板上に、単結晶半導
体層で完全空乏型のトランジスタを作製することができる。
【０１３０】
また、本実施の形態において、単結晶半導体基板１０８として単結晶シリコン基板を適用
した場合は、単結晶半導体層１３０として単結晶シリコン層を得ることが可能である。ま
た、本実施の形態に係る半導体基板の製造方法は、プロセス温度を７００℃以下とするこ
とができるため、支持基板１０１としてガラス基板を適用することができる。すなわち、
従来の薄膜トランジスタと同様にガラス基板上に形成することができ、かつ単結晶シリコ
ン層を単結晶半導体層に適用することが可能となる。これらのことにより、高速動作が可
能で、サブスレッショルド値が低く、電界効果移動度が高く、低消費電圧で駆動可能など
高性能、高信頼性のトランジスタをガラス基板等の支持基板上に作製することができる。
【０１３１】
なお、本発明において、半導体装置とは、半導体特性を利用することで機能しうる装置を
指す。本発明を用いて半導体素子（トランジスタ、メモリ素子やダイオードなど）を含む
回路を有する装置や、プロセッサ回路を有するチップなどの半導体装置を作製することが
できる。
【０１３２】
本発明は表示機能を有する装置である半導体装置（表示装置ともいう）にも用いることが
でき、本発明を用いる半導体装置には、エレクトロルミネセンス（以下「ＥＬ」ともいう
。）と呼ばれる発光を発現する有機物、無機物、若しくは有機物と無機物の混合物を含む
層を、電極間に介在させた発光素子とトランジスタとが接続された半導体装置（発光表示
装置）や、液晶材料を有する液晶素子（液晶表示素子）を表示素子として用いる半導体装
置（液晶表示装置）などがある。本明細書において、表示装置とは表示素子を有する装置
のことを指し、表示装置は、基板上に表示素子を含む複数の画素やそれらの画素を駆動さ
せる周辺駆動回路が形成された表示パネル本体のことも含む。さらに、フレキシブルプリ
ントサーキット（ＦＰＣ）やプリント配線基盤（ＰＷＢ）が取り付けられたもの（ＩＣや
抵抗素子や容量素子やインダクタやトランジスタなど）も含んでもよい。さらに、偏光板
や位相差板などの光学シートを含んでいても良い。さらに、バックライト（導光板やプリ
ズムシートや拡散シートや反射シートや光源（ＬＥＤや冷陰極管など）を含んでいても良
い）を含んでいても良い。
【０１３３】
なお、表示素子や半導体装置は、様々な形態及び様々な素子を用いることができる。例え
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ば、ＥＬ素子（有機ＥＬ素子、無機ＥＬ素子又は有機物及び無機物を含むＥＬ素子）、電
子放出素子、液晶素子、電子インク、グレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）、プラズマ
ディスプレイ（ＰＤＰ）、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）、圧電セラミック
ディスプレイ、カーボンナノチューブ、など、電気磁気的作用によりコントラストが変化
する表示媒体を適用することができる。なお、ＥＬ素子を用いた半導体装置としてはＥＬ
ディスプレイ、電子放出素子を用いた半導体装置としてはフィールドエミッションディス
プレイ（ＦＥＤ）やＳＥＤ方式平面型ディスプレイ（ＳＥＤ：Ｓｕｒｆａｃｅ－ｃｏｎｄ
ｕｃｔｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ－ｅｍｉｔｔｅｒ　Ｄｉｓｐｌｙ）など、液晶素子を用
いた半導体装置としては液晶ディスプレイ、透過型液晶ディスプレイ、半透過型液晶ディ
スプレイ、反射型液晶ディスプレイ、電子インクを用いた半導体装置としては電子ペーパ
ーがある。
【０１３４】
このように、高性能及び高信頼性な半導体基板及び半導体装置を歩留まり良く作製するこ
とができる。
【０１３５】
（実施の形態２）
本実施の形態では、実施の形態１において、単結晶半導体基板より支持基板へ単結晶半導
体層を接合する工程の異なる例を示す。従って、実施の形態１と同一部分又は同様な機能
を有する部分の繰り返しの説明は省略する。
【０１３６】
本実施の形態は、単結晶半導体基板より単結晶半導体層を転載する際、単結晶半導体基板
を選択的にエッチング（溝加工ともいう）し、形状を加工された複数の単結晶半導体層を
、支持基板に転載する。従って、支持基板には、複数の島状の単結晶半導体層を形成する
ことができる。予め、単結晶半導体基板で形状を加工して転載するために、単結晶半導体
基板の大きさや形状に制限を受けない。そのために大型の支持基板への単結晶半導体層の
転載がより効率よく行うことができる。
【０１３７】
さらに、支持基板上に形成された半導体層に対して、エッチングを行い、半導体層の形状
を加工、修正し精密に制御する。これにより、半導体素子の単結晶半導体層の形状に加工
でき、またレジストマスク形成時の露光の回り込みなどによるパターンズレや、転載時の
貼り合わせ工程による位置ズレなどによる単結晶半導体層の形成位置の誤差や形状不良を
修正することができる。
【０１３８】
従って、支持基板に所望の形状の複数の単結晶半導体層を、歩留まりよく形成することが
できる。よって、大面積基板により精密な高性能の半導体素子及び集積回路を有する半導
体装置を高スループットで生産性よく作製することができる。
【０１３９】
図５（Ａ）において、単結晶半導体基板１５８上に保護層１５４と窒化シリコン膜１５２
が形成された状態を示している。窒化シリコン膜１５２は、単結晶半導体基板１５８を溝
加工する際のハードマスクとして用いる。窒化シリコン膜１５２は、シランとアンモニア
を用いて気相成長法により堆積させることで形成すれば良い。
【０１４０】
次に、イオンを添加し、単結晶半導体基板１５８の全面に脆弱化層１５０を形成する（図
５（Ｂ）参照。）。イオンの添加は支持基板に転載する単結晶半導体層の厚さを考慮して
行われる。イオンを添加する際の加速電圧はこのような厚さを考慮して、単結晶半導体基
板１５８の深部に添加されるようにする。この処理によって単結晶半導体基板１５８の表
面から一定の深さの領域に脆弱化層１５０が形成される。
【０１４１】
溝加工は、半導体素子の単結晶半導体層の形状を考慮して行われる。すなわち半導体素子
の単結晶半導体層が支持基板に転載できるように、その部位が凸状部として残存するよう
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に単結晶半導体基板１５８に対して溝加工を行う。
【０１４２】
フォトレジストでマスク１５３を形成する。マスク１５３を用いて、窒化シリコン膜１５
２及び保護層１５４をエッチングし、保護層１６２、及び窒化シリコン層１６３を形成す
る（図５（Ｃ）参照。）。
【０１４３】
次いで、窒化シリコン層１６３をハードマスクとして単結晶半導体基板１５８のエッチン
グを行い、脆弱化層１６５、単結晶半導体層１６６を有する単結晶半導体基板１５８を形
成する（図５（Ｄ）参照。）。本発明では、脆弱化層及び溝加工によって凸状に加工され
た単結晶半導体基板の一部である半導体領域を図５（Ｄ）のように単結晶半導体層１６６
という。
【０１４４】
単結晶半導体基板１５８をエッチングする深さは、支持基板に転載する単結晶半導体層の
厚さを考慮して適宜設定される。当該単結晶半導体層の厚さは水素イオンを添加する深さ
で設定することが可能である。単結晶半導体基板１５８に形成する溝の深さは、脆弱化層
よりも深くなるように形成することが好ましい。この溝加工において、溝の深さを脆弱化
層よりも深く加工することで、脆弱化層を剥離すべき単結晶半導体層の領域のみに残すこ
とができる。
【０１４５】
表面の窒化シリコン層１６３を除去する（図５（Ｅ）参照。）。そして、単結晶半導体基
板１５８における保護層１６２の表面と支持基板１５１を接合させる（図６（Ａ）参照。
）。
【０１４６】
支持基板１５１の表面には、ブロッキング層１５９及び絶縁層１５７が形成されている。
ブロッキング層１５９は支持基板１５１からナトリウムイオンなどの不純物が拡散して単
結晶半導体層を汚染しないために設けられている。もっとも、支持基板１５１から単結晶
半導体層に悪影響を与える不純物の拡散を心配する必要のない場合には、ブロッキング層
１５９を省略することも可能である。一方、絶縁層１５７は、保護層１６２と接合を形成
するために設けられている。
【０１４７】
接合は、表面が清浄化された単結晶半導体基板１５８側の保護層１６２と、支持基板側の
絶縁層１５７が密接することにより形成される。接合の形成は室温で行うことが可能であ
る。この接合は原子レベルで行われ、ファン・デル・ワールス力が作用して室温で強固な
接合が形成される。単結晶半導体基板１５８には溝加工がされているので、単結晶半導体
層を形成する凸状部が支持基板１５１と接することとなる。
【０１４８】
単結晶半導体基板１５８と支持基板１５１の間で接合を形成した後、熱処理を行うことに
より、図６（Ｂ）で示すように単結晶半導体基板１５８から単結晶半導体層１６４を剥離
して支持基板１５１に固定することができる。単結晶半導体層の剥離は、脆弱化層１５０
に形成された微少な空洞の体積変化が起こり、脆弱化層１５０に沿って破断面を発生させ
ることにより行う。その後、接合をさらに強固なものとするために、熱処理を行うことが
好ましい。このようにして、絶縁表面上に単結晶半導体層が形成される。図６（Ｂ）では
単結晶半導体層１６４が支持基板１５１上に接合された状態を示している。
【０１４９】
本実施の形態は、予め、単結晶半導体層の形状を加工して転載するために、単結晶半導体
基板そのものの大きさや形状に制限を受けない。従って、基板上で様々な形状の単結晶半
導体層を形成することができる。例えば、エッチングの際に用いる露光装置のマスク毎、
該マスクパターンを形成するための露光装置が有するステッパー毎、大型基板より切り出
す半導体装置のパネル又はチップサイズ毎に、自由に単結晶半導体層を形成することがで
きる。
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【０１５０】
支持基板１５１上に転載された単結晶半導体層１６４にレーザ光を照射し、単結晶半導体
層の再単結晶化を行う。単結晶半導体層１６４においてレーザ光１７０の照射領域は少な
くとも深さ方向全領域にわたって溶融し、周囲の非照射領域（非溶融領域）を結晶核（種
結晶）として照射領域（溶融領域）中央に向かって（図６（Ｃ）矢印方向に向かって）再
単結晶化する。単結晶半導体層１６４の再単結晶化により、結晶性及び平坦性が高い単結
晶半導体層１７１を形成する（図６（Ｃ）参照。）。
【０１５１】
作製する半導体素子に対応させて、単結晶半導体層１７１上にマスク１６７ａ、１６７ｂ
を選択的に形成する。
【０１５２】
マスク１６７ａ、１６７ｂを用いて、単結晶半導体層１７１をエッチングし、単結晶半導
体層１６９ａ、１６９ｂを形成する。本実施の形態では、単結晶半導体層下の保護層１６
２も単結晶半導体層と共にエッチングし、保護層１６８ａ、１６８ｂとする（図６（Ｄ）
（Ｅ）参照。）。このように、支持基板に転載した後さらに形状を加工することによって
、再単結晶化された結晶性及び平坦性の高い単結晶半導体層のみを用いて、半導体素子の
単結晶半導体層を作製することができ、また作製工程で生じた形成領域のズレや、形状不
良なども修正することができる。
【０１５３】
以上のように、単結晶半導体基板より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照射
による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層を有する半導体基板を作製するこ
とができ、該半導体基板の単結晶半導体層１６９ａ、１６９ｂは結晶欠陥も低減され結晶
性が高く、かつ平坦性も高い。
【０１５４】
半導体基板に設けられた単結晶半導体層１６９ａ、１６９ｂからトランジスタなどの半導
体素子を作製することで、高性能及び高信頼性な半導体基板及び半導体装置を歩留まり良
く作製することができる。
【０１５５】
本実施の形態は実施の形態１と適宜組み合わせることができる。
【０１５６】
（実施の形態３）
本実施の形態では、高性能及び高信頼性な半導体素子を有する半導体装置を、歩留まりよ
く作製することを目的とした半導体装置の作製方法の一例としてＣＭＯＳ（相補型金属酸
化物半導体：Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄ
ｕｃｔｏｒ）に関して図７及び図８を用いて説明する。なお、実施の形態１と同一部分又
は同様な機能を有する部分の繰り返しの説明は省略する。
【０１５７】
図７（Ａ）は、支持基板１０１上にブロッキング層１０９、絶縁層１０４、保護層１２１
、単結晶半導体層１３０が形成されている。単結晶半導体層１３０は、図１（Ｄ）と対応
しており、ブロッキング層１０９、絶縁層１０４、保護層１２１は図４（Ｃ）と対応して
いる。なお、ここでは図７（Ａ）に示す構成の半導体基板を適用する例を示すが、本明細
書で示すその他の構成の半導体基板も適用できる。なお、ブロッキング層１０９、絶縁層
１０４、保護層１２１を支持基板１０１と単結晶半導体層１３０との間に設けられたバッ
ファ層ということもでき、バッファ層は上記構成に限定されない。
【０１５８】
単結晶半導体層１３０は、単結晶半導体基板１０８より支持基板１０１に転載され、全領
域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層であるた
め、結晶欠陥も低減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い単結晶半導体層１３０である。
【０１５９】
単結晶半導体層１３０には、分離した単結晶半導体基板の導電型（含まれる一導電型を付
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与する不純物元素）によって、しきい値電圧を制御するためにｎチャネル型電界効果トラ
ンジスタ及びｐチャネル型電界効果トランジスタの形成領域に合わせて、硼素、アルミニ
ウム、ガリウムなどのｐ型を付与する不純物元素、若しくはリン、砒素などのｎ型を付与
する不純物元素を添加してもよい。不純物元素のドーズ量は１×１０１２／ｃｍ２から１
×１０１４／ｃｍ２程度で行えば良い。
【０１６０】
単結晶半導体層１３０をエッチングして、半導体素子の配置に合わせて島状に分離した単
結晶半導体層２０５、２０６を形成する（図７（Ｂ）参照。）。
【０１６１】
単結晶半導体層上の酸化膜を除去し、単結晶半導体層２０５、２０６を覆うゲート絶縁層
２０７を形成する。本実施の形態における単結晶半導体層２０５、２０６は平坦性が高い
ため、単結晶半導体層２０５、２０６上に形成されるゲート絶縁層が薄膜のゲート絶縁層
であっても被覆性よく覆うことができる。従ってゲート絶縁層の被覆不良による特性不良
を防ぐことができ、高信頼性の半導体装置を歩留まりよく作製することができる。ゲート
絶縁層２０７の薄膜化は、薄膜トランジスタを低電圧で高速に動作させる効果がある。
【０１６２】
ゲート絶縁層２０７は酸化珪素、若しくは酸化珪素と窒化珪素の積層構造で形成すればよ
い。ゲート絶縁層２０７は、プラズマＣＶＤ法や減圧ＣＶＤ法により絶縁膜を堆積するこ
とで形成しても良いし、プラズマ処理による固相酸化若しくは固相窒化で形成すると良い
。単結晶半導体層を、プラズマ処理により酸化又は窒化することにより形成するゲート絶
縁層は、緻密で絶縁耐圧が高く信頼性に優れているためである。例えば、亜酸化窒素（Ｎ

２Ｏ）をＡｒで１～３倍（流量比）に希釈して、１０～３０Ｐａの圧力にて３～５ｋＷの
マイクロ波（２．４５ＧＨｚ）電力を印加して単結晶半導体層２０５、２０６の表面を酸
化若しくは窒化させる。この処理により１ｎｍ～１０ｎｍ（好ましくは２ｎｍ～６ｎｍ）
の絶縁膜を形成する。さらに亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）とシラン（ＳｉＨ４）を導入し、１０
～３０Ｐａの圧力にて３～５ｋＷのマイクロ波（２．４５ＧＨｚ）電力を印加して気相成
長法により酸化窒化シリコン膜を形成してゲート絶縁層を形成する。固相反応と気相成長
法による反応を組み合わせることにより界面準位密度が低く絶縁耐圧の優れたゲート絶縁
層を形成することができる。
【０１６３】
また、ゲート絶縁層２０７として、二酸化ジルコニウム、酸化ハフニウム、二酸化チタン
、五酸化タンタルなどの高誘電率材料を用いても良い。ゲート絶縁層２０７に高誘電率材
料を用いることにより、ゲートリーク電流を低減することができる。
【０１６４】
ゲート絶縁層２０７上にゲート電極層２０８及びゲート電極層２０９を形成する（図７（
Ｃ）参照。）。ゲート電極層２０８、２０９は、スパッタリング法、蒸着法、ＣＶＤ法等
の手法により形成することができる。ゲート電極層２０８、２０９はタンタル（Ｔａ）、
タングステン（Ｗ）、チタン（Ｔｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、アルミニウム（Ａｌ）、銅
（Ｃｕ）、クロム（Ｃｒ）、ネオジム（Ｎｄ）から選ばれた元素、又は前記元素を主成分
とする合金材料もしくは化合物材料で形成すればよい。また、ゲート電極層２０８、２０
９としてリン等の不純物元素をドーピングした多結晶シリコン膜に代表される半導体膜や
、ＡｇＰｄＣｕ合金を用いてもよい。
【０１６５】
単結晶半導体層２０６を覆うマスク２１１を形成する。マスク２１１及びゲート電極層２
０８をマスクとして、ｎ型を付与する不純物元素２１０を添加し、第１のｎ型不純物領域
２１２ａ、２１２ｂを形成する（図７（Ｄ）参照。）。本実施の形態では、不純物元素を
含むドーピングガスとしてホスフィン（ＰＨ３）を用いる。ここでは、第１のｎ型不純物
領域２１２ａ、２１２ｂに、ｎ型を付与する不純物元素が１×１０１７～５×１０１８ａ
ｔｏｍｓ／ｃｍ３程度の濃度で含まれるように添加する。本実施の形態では、ｎ型を付与
する不純物元素としてリン（Ｐ）を用いる。
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【０１６６】
次に、単結晶半導体層２０５を覆うマスク２１４を形成する。マスク２１４、ゲート電極
層２０９をマスクとしてｐ型を付与する不純物元素２１３を添加し、第１のｐ型不純物領
域２１５ａ、第１のｐ型不純物領域２１５ｂを形成する（図７（Ｅ）参照。）。本実施の
形態では、不純物元素としてボロン（Ｂ）を用いるため、不純物元素を含むドーピングガ
スとしてはジボラン（Ｂ２Ｈ６）などを用いる。
【０１６７】
マスク２１４を除去し、ゲート電極層２０８、２０９の側面にサイドウォール構造の側壁
絶縁層２１６ａ乃至２１６ｄ、ゲート絶縁層２３３ａ、２３３ｂを形成する（図８（Ａ）
参照。）。側壁絶縁層２１６ａ乃至２１６ｄは、ゲート電極層２０８、２０９を覆う絶縁
層を形成した後、これをＲＩＥ（Ｒｅａｃｔｉｖｅ　ｉｏｎ　ｅｔｃｈｉｎｇ：反応性イ
オンエッチング）法による異方性のエッチングによって加工し、ゲート電極層２０８、２
０９の側壁に自己整合的にサイドウォール構造の側壁絶縁層２１６ａ乃至２１６ｄを形成
すればよい。ここで、絶縁層の材料について特に限定はなく、ＴＥＯＳ（Ｔｅｔｒａ－Ｅ
ｔｈｙｌ－Ｏｒｔｈｏ－Ｓｉｌｉｃａｔｅ）若しくはシラン等と、酸素若しくは亜酸化窒
素等とを反応させて形成した段差被覆性のよい酸化珪素であることが好ましい。絶縁層は
熱ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ、常圧ＣＶＤ、バイアスＥＣＲＣＶＤ、スパッタリング等の方
法によって形成することができる。ゲート絶縁層２３３ａ、２３３ｂはゲート電極層２０
８、２０９、及び側壁絶縁層２１６ａ乃至２１６ｄをマスクとしてゲート絶縁層２０７を
エッチングして形成することができる。
【０１６８】
また、本実施の形態では、絶縁層をエッチングする際、ゲート電極層上の絶縁層を除去し
、ゲート電極層を露出させるが、絶縁層をゲート電極層上に残すような形状に側壁絶縁層
２１６ａ乃至２１６ｄを形成してもよい。また、後工程でゲート電極層上に保護膜を形成
してもよい。このようにゲート電極層を保護することによって、エッチング加工する際、
ゲート電極層の膜減りを防ぐことができる。また、ソース領域及びドレイン領域にシリサ
イドを形成する場合、シリサイド形成時に成膜する金属膜とゲート電極層とが接しないの
で、金属膜の材料とゲート電極層の材料とが反応しやすい材料であっても、化学反応や拡
散などの不良を防止することができる。エッチング方法は、ドライエッチング法でもウェ
ットエッチング法でもよく、種々のエッチング方法を用いることができる。本実施の形態
では、ドライエッチング法を用いる。エッチング用ガスとしては、Ｃｌ２、ＢＣｌ３、Ｓ
ｉＣｌ４もしくはＣＣｌ４などを代表とする塩素系ガス、ＣＦ４、ＳＦ６もしくはＮＦ３

などを代表とするフッ素系ガス又はＯ２を適宜用いることができる。
【０１６９】
次に単結晶半導体層２０６を覆うマスク２１８を形成する。マスク２１８、ゲート電極層
２０８、側壁絶縁層２１６ａ、２１６ｂをマスクとしてｎ型を付与する不純物元素２１７
を添加し、第２のｎ型不純物領域２１９ａ、２１９ｂ、第３のｎ型不純物領域２２０ａ、
２２０ｂが形成される。本実施の形態では、不純物元素を含むドーピングガスとしてＰＨ

３を用いる。ここでは、第２のｎ型不純物領域２１９ａ、２１９ｂにｎ型を付与する不純
物元素が５×１０１９～５×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ３程度の濃度で含まれるように添
加する。また、単結晶半導体層２０５にチャネル形成領域２２１が形成される（図８（Ｂ
）参照。）。
【０１７０】
第２のｎ型不純物領域２１９ａ、第２のｎ型不純物領域２１９ｂは高濃度ｎ型不純物領域
であり、ソース、ドレインとして機能する。一方、第３のｎ型不純物領域２２０ａ、２２
０ｂは低濃度不純物領域であり、ＬＤＤ（ＬｉｇｈｔｌｙＤｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ）領域
となる。第３のｎ型不純物領域２２０ａ、２２０ｂはゲート電極層２０８に覆われていな
いＬｏｆｆ領域に形成されるため、オフ電流を低減する効果がある。この結果、さらに信
頼性の高く、低消費電力の半導体装置を作製することが可能である。
【０１７１】
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マスク２１８を除去し、単結晶半導体層２０５を覆うマスク２２３を形成する。マスク２
２３、ゲート電極層２０９、側壁絶縁層２１６ｃ、２１６ｄをマスクとして、ｐ型を付与
する不純物元素２２２を添加し、第２のｐ型不純物領域２２４ａ、２２４ｂ、第３のｐ型
不純物領域２２５ａ、２２５ｂを形成する。
【０１７２】
第２のｐ型不純物領域２２４ａ、２２４ｂにｐ型を付与する不純物元素が１×１０２０～
５×１０２１ａｔｏｍｓ／ｃｍ３程度の濃度で含まれるように添加する。本実施の形態で
は、第３のｐ型不純物領域２２５ａ、２２５ｂは、側壁絶縁層２１６ｃ、２１６ｄにより
、自己整合的に第２のｐ型不純物領域２２４ａ、２２４ｂより低濃度となるように形成す
る。また、単結晶半導体層２０６にチャネル形成領域２２６が形成される（図８（Ｃ）参
照。）。
【０１７３】
第２のｐ型不純物領域２２４ａ、２２４ｂは高濃度ｐ型不純物領域であり、ソース、ドレ
インとして機能する。一方、第３のｐ型不純物領域２２５ａ、２２５ｂは低濃度不純物領
域であり、ＬＤＤ（ＬｉｇｈｔｌｙＤｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ）領域となる。第３のｐ型不
純物領域２２５ａ、２２５ｂはゲート電極層２０９に覆われていないＬｏｆｆ領域に形成
されるため、オフ電流を低減する効果がある。この結果、さらに信頼性の高く、低消費電
力の半導体装置を作製することが可能である。
【０１７４】
マスク２２３を除去し、不純物元素を活性化するために加熱処理、強光の照射、又はレー
ザ光の照射を行ってもよい。活性化と同時にゲート絶縁層へのプラズマダメージやゲート
絶縁層と単結晶半導体層との界面へのプラズマダメージを回復することができる。
【０１７５】
次いで、ゲート電極層、ゲート絶縁層を覆う層間絶縁層を形成する。本実施の形態では、
保護膜となる水素を含む絶縁膜２２７と、絶縁層２２８との積層構造とする。絶縁膜２２
７と絶縁層２２８は、スパッタ法、またはプラズマＣＶＤを用いた窒化珪素膜、窒化酸化
珪素膜、酸化窒化珪素膜、酸化珪素膜でもよく、他の珪素を含む絶縁膜を単層または３層
以上の積層構造として用いても良い。
【０１７６】
さらに、窒素雰囲気中で、３００～５５０℃で１～１２時間の熱処理を行い、単結晶半導
体層を水素化する工程を行う。好ましくは、４００～５００℃で行う。この工程は層間絶
縁層である絶縁膜２２７に含まれる水素により単結晶半導体層のダングリングボンドを終
端する工程である。本実施の形態では、４１０度（℃）で１時間加熱処理を行う。
【０１７７】
絶縁膜２２７、絶縁層２２８としては他に窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、酸化窒化アルミ
ニウム（ＡｌＯＮ）、窒素含有量が酸素含有量よりも多い窒化酸化アルミニウム（ＡｌＮ
Ｏ）または酸化アルミニウム、ダイアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒素含有炭素（
ＣＮ）その他の無機絶縁性材料を含む物質から選ばれた材料で形成することができる。ま
た、シロキサン樹脂を用いてもよい。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を
含む樹脂に相当する。シロキサンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造
が構成される。置換基として、少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、アリー
ル基）が用いられる。置換基として、フルオロ基を用いてもよい。または置換基として、
少なくとも水素を含む有機基と、フルオロ基とを用いてもよい。また、有機絶縁性材料を
用いてもよく、有機材料としては、ポリイミド、アクリル、ポリアミド、ポリイミドアミ
ド、レジスト又はベンゾシクロブテン、ポリシラザンを用いることができる。平坦性のよ
い塗布法によってされる塗布膜を用いてもよい。
【０１７８】
絶縁膜２２７、絶縁層２２８は、ディップ、スプレー塗布、ドクターナイフ、ロールコー
ター、カーテンコーター、ナイフコーター、ＣＶＤ法、蒸着法等を採用することができる
。液滴吐出法により絶縁膜２２７、絶縁層２２８を形成してもよい。液滴吐出法を用いた
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場合には材料液を節約することができる。また、液滴吐出法のようにパターンが転写、ま
たは描写できる方法、例えば印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷などパターンが形
成される方法）なども用いることができる。
【０１７９】
次いで、レジストからなるマスクを用いて絶縁膜２２７、絶縁層２２８に単結晶半導体層
に達するコンタクトホール（開口）を形成する。エッチングは、用いる材料の選択比によ
って、一回で行っても複数回行っても良い。エッチングによって、絶縁膜２２７、絶縁層
２２８を除去し、ソース領域又はドレイン領域である第２のｎ型不純物領域２１９ａ、２
１９ｂ、第２のｐ型不純物領域２２４ａ、２２４ｂに達する開口を形成する。エッチング
は、ウェットエッチングでもドライエッチングでもよく、両方用いてもよい。ウェットエ
ッチングのエッチャントは、フッ素水素アンモニウム及びフッ化アンモニウムを含む混合
溶液のようなフッ酸系の溶液を用いるとよい。エッチング用ガスとしては、Ｃｌ２、ＢＣ
ｌ３、ＳｉＣｌ４もしくはＣＣｌ４などを代表とする塩素系ガス、ＣＦ４、ＳＦ６もしく
はＮＦ３などを代表とするフッ素系ガス又はＯ２を適宜用いることができる。また用いる
エッチング用ガスに不活性気体を添加してもよい。添加する不活性元素としては、Ｈｅ、
Ｎｅ、Ａｒ、Ｋｒ、Ｘｅから選ばれた一種または複数種の元素を用いることができる。
【０１８０】
開口を覆うように導電膜を形成し、導電膜をエッチングして各ソース領域又はドレイン領
域の一部とそれぞれ電気的に接続するソース電極層又はドレイン電極層として機能する配
線層２２９ａ、２２９ｂ、２３０ａ、２３０ｂを形成する。配線層は、ＰＶＤ法、ＣＶＤ
法、蒸着法等により導電膜を成膜した後、所望の形状にエッチングして形成することがで
きる。また、液滴吐出法、印刷法、電解メッキ法等により、所定の場所に選択的に導電層
を形成することができる。更にはリフロー法、ダマシン法を用いても良い。配線層の材料
は、Ａｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｉｒ、Ｒｈ、Ｗ、Ａｌ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｃｄ、
Ｚｎ、Ｆｅ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｂａ等の金属、及びＳｉ、Ｇｅ、又はその合金、若しくはその
窒化物を用いて形成する。また、これらの積層構造としても良い。
【０１８１】
以上の工程でＣＭＯＳ構造のｎチャネル型薄膜トランジスタである薄膜トランジスタ２３
１及びｐチャネル型薄膜トランジスタである薄膜トランジスタ２３２を含む半導体装置を
作製することができる（図８（Ｄ）参照。）。図示しないが、本実施の形態はＣＭＯＳ構
造であるため、薄膜トランジスタ２３１と薄膜トランジスタ２３２とは電気的に接続して
いる。
【０１８２】
本実施の形態に限定されず、薄膜トランジスタはチャネル形成領域が一つ形成されるシン
グルゲート構造でも、二つ形成されるダブルゲート構造もしくは三つ形成されるトリプル
ゲート構造であっても良い。
【０１８３】
以上のように、単結晶半導体基板より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照射
による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層を有する半導体基板を用いるため
、単結晶半導体層は結晶欠陥も低減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い。
【０１８４】
従って、高性能及び高信頼性な半導体装置を歩留まり良く作製することができる。
【０１８５】
本実施の形態は、実施の形態１及び実施の形態２と適宜組み合わせることができる。
【０１８６】
（実施の形態４）
本実施の形態では、高性能及び高信頼性な半導体素子を有する半導体装置を、歩留まりよ
く作製することを目的とした半導体装置の作製方法の一例として実施の形態３とは異なる
構造のＣＭＯＳに関して図２１及び図２２を用いて説明する。なお、実施の形態１及び実
施の形態３と同一部分又は同様な機能を有する部分の繰り返しの説明は省略する。
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【０１８７】
図２１（Ａ）に示すように、半導体基板を準備する。本実施の形態では、図７（Ａ）の半
導体基板を用いる。絶縁表面を有する支持基板１０１上に、ブロッキング層１０９、絶縁
層１０４、保護層１２１を介して単結晶半導体層１３０が固定された半導体基板を用いる
。単結晶半導体層１３０は、図１（Ｄ）と対応しており、ブロッキング層１０９、絶縁層
１０４、保護層１２１は図４（Ｃ）と対応している。なお、ここでは図７（Ａ）に示す構
成の半導体基板を適用する例を示すが、本明細書で示すその他の構成の半導体基板も適用
できる。なお、ブロッキング層１０９、絶縁層１０４、保護層１２１を支持基板１０１と
単結晶半導体層１３０との間に設けられたバッファ層ということもでき、バッファ層は上
記構成に限定されない。
【０１８８】
単結晶半導体層１３０は、単結晶半導体基板１０８より支持基板１０１に転載され、全領
域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層であるた
め、結晶欠陥も低減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い単結晶半導体層１３０である。
【０１８９】
単結晶半導体層１３０には、分離した単結晶半導体基板の導電型（含まれる一導電型を付
与する不純物元素）によって、しきい値電圧を制御するためにｎチャネル型電界効果トラ
ンジスタ及びｐチャネル型電界効果トランジスタの形成領域に合わせて、硼素、アルミニ
ウム、ガリウムなどのｐ型を付与する不純物元素、若しくはリン、砒素などのｎ型を付与
する不純物元素を添加してもよい。不純物元素のドーズ量は１×１０１２／ｃｍ２から１
×１０１４／ｃｍ２程度で行えば良い。
【０１９０】
単結晶半導体層１３０をエッチングして、半導体素子の配置に合わせて島状に分離した単
結晶半導体層４０１、４０２を形成する（図２１（Ｂ）参照。）。
【０１９１】
単結晶半導体層上の酸化膜を除去し、単結晶半導体層４０１、４０２を覆うゲート絶縁層
４０３を形成する。本実施の形態における単結晶半導体層４０１、４０２は平坦性が高い
ため、単結晶半導体層４０１、４０２上に形成されるゲート絶縁層が薄膜のゲート絶縁層
であっても被覆性よく覆うことができる。従ってゲート絶縁層の被覆不良による特性不良
を防ぐことができ、高信頼性の半導体装置を歩留まりよく作製することができる。ゲート
絶縁層４０３の薄膜化は、トランジスタを低電圧で高速に動作させる効果がある。
【０１９２】
ゲート絶縁層４０３は酸化珪素、若しくは酸化珪素と窒化珪素の積層構造で形成すればよ
い。ゲート絶縁層４０３は、プラズマＣＶＤ法や減圧ＣＶＤ法により絶縁膜を堆積するこ
とで形成しても良いし、プラズマ処理による固相酸化若しくは固相窒化で形成すると良い
。単結晶半導体層を、プラズマ処理により酸化又は窒化することにより形成するゲート絶
縁層は、緻密で絶縁耐圧が高く信頼性に優れているためである。例えば、亜酸化窒素（Ｎ

２Ｏ）をＡｒで１～３倍（流量比）に希釈して、１０～３０Ｐａの圧力にて３～５ｋＷの
マイクロ波（２．４５ＧＨｚ）電力を印加して単結晶半導体層４０１、４０２の表面を酸
化若しくは窒化させる。この処理により１ｎｍ～１０ｎｍ（好ましくは２ｎｍ～６ｎｍ）
の絶縁膜を形成する。さらに亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）とシラン（ＳｉＨ４）を導入し、１０
～３０Ｐａの圧力にて３～５ｋＷのマイクロ波（２．４５ＧＨｚ）電力を印加して気相成
長法により酸化窒化シリコン膜を形成してゲート絶縁層を形成する。固相反応と気相成長
法による反応を組み合わせることにより界面準位密度が低く絶縁耐圧の優れたゲート絶縁
層を形成することができる。
【０１９３】
また、ゲート絶縁層４０３として、二酸化ジルコニウム、酸化ハフニウム、二酸化チタン
、五酸化タンタルなどの高誘電率材料を用いても良い。ゲート絶縁層２０７に高誘電率材
料を用いることにより、ゲートリーク電流を低減することができる。
【０１９４】
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さらにゲート絶縁層４０３上に、ゲート電極層を形成する導電膜４０４、及び導電膜４０
５を順に形成する（図２１（Ｃ）参照。）。
【０１９５】
ゲート電極層を形成する導電膜４０４、４０５は、タンタル、窒化タンタル、タングステ
ン、チタン、モリブデン、アルミニウム、銅、クロム、又はニオブ等から選択された元素
、またはこれらの元素を主成分とする合金材料若しくは化合物材料、リン等の不純物元素
をドーピングした多結晶シリコンに代表される半導体材料を用いて、ＣＶＤ法やスパッタ
リング法により、単層膜又は積層膜で形成する。積層膜とする場合は、異なる導電材料を
用いて形成することもできるし、同一の導電材料を用いて形成することもできる。本形態
では、ゲート電極を形成する導電膜を、導電膜４０４及び導電膜４０５の２層構造で形成
する例を示す。
【０１９６】
ゲート電極層を形成する導電膜を、導電膜４０４及び導電膜４０５の２層の積層構造とす
る場合は、例えば、窒化タンタル膜とタングステン膜、窒化タングステン膜とタングステ
ン膜、窒化モリブデン膜とモリブデン膜の積層膜を形成することができる。なお、窒化タ
ンタル膜とタングステン膜との積層膜とすると、両者のエッチングの選択比が取れやすく
好ましい。なお、例示した２層の積層膜において、先に記載した膜がゲート絶縁層４０３
上に形成される膜とすることが好ましい。本実施の形態では、導電膜４０４は、２０ｎｍ
乃至１００ｎｍの厚さで形成し、導電膜４０５は、１００ｎｍ乃至４００ｎｍの厚さで形
成する。なお、ゲート電極層は３層以上の積層構造とすることもでき、その場合は、モリ
ブデン膜とアルミニウム膜とモリブデン膜の積層構造を採用するとよい。
【０１９７】
次に、導電膜４０５上にレジストマスク４１０ａ、４１０ｂを選択的に形成する。そして
、レジストマスク４１０ａ、４１０ｂを用いて第１のエッチング処理及び第２のエッチン
グ処理を行う。
【０１９８】
まず、レジストマスク４１０ａ、４１０ｂを用いた第１のエッチング処理により導電膜４
０４、４０５を選択的にエッチングして、単結晶半導体層４０１上に、第１のゲート電極
層４０６および導電層４０８を形成し、単結晶半導体層４０２上に、第１のゲート電極層
４０７及び導電層４０９を形成する（図２１（Ｄ）参照）。
【０１９９】
次に、レジストマスク４１０ａ、４１０ｂを用いた第２のエッチング処理により導電層４
０８及び導電層４０９の端部をエッチングして、第２のゲート電極層４１２及び第２のゲ
ート電極層４１３を形成する（図２１（Ｅ）参照）。なお、第２のゲート電極層４１２及
び第２のゲート電極層４１３は、第１のゲート電極層４０６及び、第１のゲート電極層４
０７よりも幅（キャリアがチャネル形成領域を流れる方向（ソース領域とドレイン領域を
結ぶ方向）に平行な方向の長さ）が小さくなるように形成する。このようにして、第１の
ゲート電極層４０６及び第２のゲート電極層４１２からなる２層構造のゲート電極層、並
びに、第１のゲート電極層４０７及び第２のゲート電極層４１３からなる２層構造のゲー
ト電極層を形成する。
【０２００】
第１のエッチング処理及び第２のエッチング処理に適用するエッチング法は適宜選択すれ
ばよいが、エッチング速度を向上するにはＥＣＲ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｃｙｃｌｏｔｒｏ
ｎ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ）方式やＩＣＰ（Ｉｎｄｕｃｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐ
ｌａｓｍａ：誘導結合プラズマ）方式などの高密度プラズマ源を用いたドライエッチング
装置を用いる。第１のエッチング処理および第２のエッチング処理のエッチング条件を適
宜調節することで、第１のゲート電極層４０６、４０７、第２のゲート電極層４１２、４
１３の側面を所望のテーパー形状とすることができる。所望の第１のゲート電極層４０６
、４０７、第２のゲート電極層４１２、４１３を形成した後、レジストマスク４１０ａ、
４１０ｂを除去する。
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【０２０１】
次に、第１のゲート電極層４０６及び第２のゲート電極層４１２、第１のゲート電極層４
０７及び第２のゲート電極層４１３をマスクとして、単結晶半導体層４０１及び単結晶半
導体層４０２に不純物元素４１４を添加する。単結晶半導体層４０１には、第１のゲート
電極層４０６及び第２のゲート電極層４１２をマスクとして自己整合的に不純物領域４１
５ａ、４１５ｂが形成される。また、単結晶半導体層４０２には、第１のゲート電極層４
０７及び第２のゲート電極層４１３をマスクとして自己整合的に不純物領域４１６ａ、４
１６ｂが形成される（図２２（Ａ）参照。）。
【０２０２】
不純物元素４１４としては、硼素、アルミニウム、ガリウムなどのｐ型不純物元素、若し
くはリン、砒素などのｎ型不純物元素を添加する。ここでは、ｎチャネル型トランジスタ
の低濃度不純物領域を形成するため、不純物元素４１４としてｎ型不純物元素であるリン
を添加する。また、不純物領域４１５ａ、４１５ｂ、４１６ａ、４１６ｂに、１×１０１

７ａｔｏｍｓ／ｃｍ３乃至５×１０１８ａｔｏｍｓ／ｃｍ３程度の濃度でリンが含まれる
ように、リンを添加することとする。
【０２０３】
次に、ｎチャネル型トランジスタのソース領域、およびドレイン領域となる不純物領域（
高濃度不純物領域）を形成するため、単結晶半導体層４０１を部分的に覆うようにレジス
トマスク４１８ａを形成し、単結晶半導体層４０２を覆うようにレジストマスク４１８ｂ
を選択的に形成する。そして、レジストマスク４１８ａをマスクとして、単結晶半導体層
４０１に不純物元素４１７を添加して、単結晶半導体層４０１に不純物領域４１９ａ、４
１９ｂを形成する（図２２（Ｂ）参照。）。
【０２０４】
不純物元素４１７としては、ｎ型不純物元素であるリンを単結晶半導体層４０１に添加し
、添加される濃度を５×１０１９ａｔｏｍｓ／ｃｍ３乃至５×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ
３ようにすることとする。不純物領域４１９ａ、４１９ｂは高濃度ｎ型不純物領域であり
、ソース領域又はドレイン領域として機能する。不純物領域４１９ａ、４１９ｂは第１の
ゲート電極層４０６及び第２のゲート電極層４１２と重ならない領域に形成される。
【０２０５】
また、単結晶半導体層４０１において、不純物領域４２０ａ、４２０ｂは、不純物元素４
１７が添加されなかった、低濃度不純物領域である。不純物領域４２０ａ、４２０ｂは、
不純物領域４１９ａ、４１９ｂよりもｎ型を付与する不純物元素の濃度が低く、低濃度不
純物領域であるので高抵抗領域またはＬＤＤ領域として機能する。単結晶半導体層４０１
において、第１のゲート電極層４０６及び第２のゲート電極層４１２と重なる領域にチャ
ネル形成領域４２１が形成される。
【０２０６】
なお、ＬＤＤ領域とは、チャネル形成領域と、高濃度に不純物元素を添加して形成するソ
ース領域またはドレイン領域との間に形成する低濃度に不純物元素を添加した領域のこと
である。ＬＤＤ領域を設けると、ドレイン領域近傍の電界を緩和してホットキャリア注入
による劣化を防ぐという効果がある。また、ホットキャリアによるオン電流値の劣化を防
ぐため、ゲート絶縁層を介してＬＤＤ領域をゲート電極と重ねて配置させた構造（「ＧＯ
ＬＤ（Ｇａｔｅ－ｄｒａｉｎ　Ｏｖｅｒｌａｐｐｅｄ　ＬＤＤ）構造」とも呼ぶ）として
もよい。
【０２０７】
次に、レジストマスク４１８ａ、４１８ｂを除去した後、ｐチャネル型トランジスタのソ
ース領域およびドレイン領域を形成するため、単結晶半導体層４０１を覆うようにレジス
トマスク４２３を形成する。そして、レジストマスク４２３、第１のゲート電極層４０７
及び第２のゲート電極層４１３をマスクとして不純物元素４２２を添加して、単結晶半導
体層４０２に不純物領域４２４ａ、４２４ｂと、不純物領域４２５ａ、４２５ｂと、チャ
ネル形成領域４２６を形成する（図２２（Ｃ）参照。）。



(32) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

【０２０８】
不純物元素４２２は、硼素、アルミニウム、ガリウムなどのｐ型不純物元素が用いられる
。ここではｐ型不純物元素である硼素を１×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ３乃至５×１０２

１ａｔｏｍｓ／ｃｍ３程度含まれるように添加するものとする。
【０２０９】
単結晶半導体層４０２において、高濃度不純物領域である不純物領域４２４ａ、４２４ｂ
は第１のゲート電極層４０７及び第２のゲート電極層４１３と重ならない領域に形成され
、ソース領域又はドレイン領域として機能する。不純物領域４２４ａ、４２４ｂに、ここ
ではｐ型不純物元素である硼素を１×１０２０ａｔｏｍｓ／ｃｍ３乃至５×１０２１ａｔ
ｏｍｓ／ｃｍ３程度含まれるようする。不純物領域４２４ａ、４２４ｂは不純物領域４１
６ａ、４１６ｂに不純物元素４２２が添加された領域である。不純物領域４１６ａ、４１
６ｂはｎ型の導電性を示すため、不純物領域４２４ａ、４２４ｂがｐ型の導電性を有する
ように、不純物元素４２２を添加する。不純物領域４２４ａ、４２４ｂに含まれる不純物
元素４２２の濃度を調節することで、不純物領域４２４ａ、４２４ｂをソース領域又はド
レイン領域として機能させることができる。
【０２１０】
不純物領域４２５ａ、４２５ｂは、第１のゲート電極層４０７と重なり、第２のゲート電
極層４１３と重ならない領域に形成されており、不純物元素４２２が第１のゲート電極層
４０７を貫通して、単結晶半導体層４０２に添加された領域である。または、不純物領域
４２５ａ、４２５ｂはＬＤＤ領域として機能させることができる。
【０２１１】
単結晶半導体層４０２において、第１のゲート電極層４０７及び第２のゲート電極層４１
３と重なる領域にチャネル形成領域４２６が形成される。
【０２１２】
次に、層間絶縁層を形成する。層間絶縁層は、単層構造又は積層構造で形成することがで
きるが、ここでは絶縁層４２７及び絶縁層４２８の２層の積層構造で形成する（図２２（
Ｄ）参照。）。
【０２１３】
層間絶縁層としては、ＣＶＤ法やスパッタリング法により、酸化シリコン層、酸化窒化シ
リコン層、窒化シリコン層、又は窒化酸化シリコン層等を形成することができる。また、
ポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノール、ベンゾシクロブテン、アクリル若しく
はエポキシ等の有機材料、シロキサン樹脂等のシロキサン材料、又はオキサゾール樹脂な
どを用いて、スピンコート法などの塗布法により形成することができる。なお、シロキサ
ン材料とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を含む材料に相当する。シロキサンは、シリコン（Ｓｉ
）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される。置換基として、少なくとも水素を含む
有機基（例えばアルキル基、芳香族炭化水素）が用いられる。置換基として、フルオロ基
を用いることもできる。または置換基として、少なくとも水素を含む有機基と、フルオロ
基とを用いてもよい。
【０２１４】
例えば、絶縁層４２７として窒化酸化シリコン層を膜厚１００ｎｍで形成し、絶縁層４２
８として酸化窒化シリコン層を膜厚９００ｎｍで形成する。また、絶縁層４２７及び絶縁
層４２８を、プラズマＣＶＤ法を適用して連続成膜する。なお、層間絶縁層は３層以上の
積層構造とすることもできる。また、酸化シリコン層、酸化窒化シリコン層又は窒化シリ
コン層と、ポリイミド、ポリアミド、ポリビニルフェノール、ベンゾシクロブテン、アク
リル、エポキシ等の有機材料、シロキサン樹脂等のシロキサン材料、又はオキサゾール樹
脂を用いて形成した絶縁層との積層構造とすることもできる。
【０２１５】
次に、層間絶縁層（本形態では絶縁層４２７及び絶縁層４２８）にコンタクトホールを形
成し、該コンタクトホールにソース電極層又はドレイン電極層として機能する配線層４２
９ａ、４２９ｂ、４２９ｃ、４２９ｄを形成する。
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【０２１６】
コンタクトホールは、単結晶半導体層４０１に形成された不純物領域４１９ａ、４１９ｂ
、単結晶半導体層４０２に形成された不純物領域４２４ａ、４２４ｂに達するように、絶
縁層４２７及び絶縁層４２８に選択的に形成する。
【０２１７】
配線層４２９ａ、４２９ｂ、４２９ｃ、４２９ｄは、アルミニウム、タングステン、チタ
ン、タンタル、モリブデン、ニッケル、ネオジムから選ばれた一種の元素または当該元素
を複数含む合金からなる単層膜または積層膜を用いることができる。例えば、当該元素を
複数含む合金からなる導電層として、チタンを含有したアルミニウム合金、ネオジムを含
有したアルミニウム合金などを形成することができる。また、積層膜とする場合、例えば
、アルミニウム層若しくは上述したようなアルミニウム合金層を、チタン層で挟持する構
成とすることができる。
【０２１８】
以上の工程で単結晶半導体層を有する半導体基板を用いて、ｎチャネル型トランジスタ４
３１およびｐチャネル型トランジスタ４３２を作製することができる。
【０２１９】
本実施の形態は、単結晶半導体基板より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照
射による溶融状態を経て再単結晶化された単結晶半導体層を有する半導体基板を用いるた
め、単結晶半導体層は結晶欠陥も低減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い。
【０２２０】
従って、高性能及び高信頼性な半導体装置を歩留まり良く作製することができる。
【０２２１】
本実施の形態は、実施の形態１乃至３と適宜組み合わせることができる。
【０２２２】
（実施の形態５）
本実施の形態では、高性能及び高信頼性を付与された半導体装置として表示機能を有する
半導体装置（液晶表示装置ともいう）を歩留まり良く生産することを目的とした半導体装
置の作製方法の例を、図９を用いて説明する。詳しくは表示素子に液晶表示素子を用いる
液晶表示装置について説明する。
【０２２３】
図９（Ａ）は、本発明の一形態である半導体装置の上面図であり、図９（Ｂ）は図９（Ａ
）線Ｃ－Ｄにおける断面図である。
【０２２４】
図９（Ａ）で示すように、画素領域３０６、走査線駆動回路である駆動回路領域３０４ａ
、駆動回路領域３０４ｂが、シール材３９２によって、支持基板３１０と対向基板３９５
との間に封止され、支持基板３１０上にドライバＩＣによって形成された信号線駆動回路
である駆動回路領域３０７が設けられている。画素領域３０６にはトランジスタ３７５及
び容量素子３７６が設けられ、駆動回路領域３０４ｂにはトランジスタ３７３及びトラン
ジスタ３７４を有する駆動回路が設けられている。本実施の形態の半導体装置においても
実施の形態１で示す本発明を用いた高性能及び高信頼性の半導体基板を適用する。
【０２２５】
画素領域３０６には、ブロッキング層３１１、接合面を有する絶縁層３１４、保護層３１
３を介してスイッチング素子となるトランジスタ３７５が設けられている。本実施の形態
では、トランジスタ３７５にマルチゲート型薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を用い、ソース
領域及びドレイン領域として機能する不純物領域を有する単結晶半導体層、ゲート絶縁層
、２層の積層構造であるゲート電極層、ソース電極層及びドレイン電極層を有し、ソース
電極層又はドレイン電極層は、単結晶半導体層の不純物領域と画素電極層ともいわれる表
示素子に用いる電極層３２０に接して電気的に接続している。
【０２２６】
単結晶半導体層中の不純物領域は、その濃度を制御することにより高濃度不純物領域及び
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低濃度不純物領域とすることができる。このように低濃度不純物領域を有する薄膜トラン
ジスタを、ＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔ　ｄｏｐｅｄ　ｄｒａｉｎ）構造と呼ぶ。また低濃度不純
物領域は、ゲート電極と重なるように形成することができ、このような薄膜トランジスタ
を、ＧＯＬＤ（Ｇａｔｅ　Ｏｖｅｒｌａｐｅｄ　ＬＤＤ）構造と呼ぶ。また薄膜トランジ
スタの極性は、不純物領域にリン（Ｐ）等を用いることによりｎ型とする。ｐ型とする場
合は、ボロン（Ｂ）等を添加すればよい。その後、ゲート電極等を覆う絶縁膜３１７及び
絶縁膜３１８を形成する。
【０２２７】
さらに平坦性を高めるため、層間絶縁膜として絶縁膜３１９を形成する。絶縁膜３１９に
は、有機材料、又は無機材料、若しくはそれらの積層構造を用いることができる。例えば
酸化珪素、窒化珪素、酸化窒化珪素、窒化酸化珪素、窒化アルミニウム、酸化窒化アルミ
ニウム、窒素含有量が酸素含有量よりも多い窒化酸化アルミニウムまたは酸化アルミニウ
ム、ダイアモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、ポリシラザン、窒素含有炭素（ＣＮ）、Ｐ
ＳＧ（リンガラス）、ＢＰＳＧ（リンボロンガラス）、アルミナ、その他の無機絶縁性材
料を含む物質から選ばれた材料で形成することができる。また、有機絶縁性材料を用いて
もよく、有機材料としては、感光性、非感光性どちらでも良く、ポリイミド、アクリル、
ポリアミド、ポリイミドアミド、レジスト又はベンゾシクロブテン、シロキサン樹脂など
を用いることができる。
【０２２８】
半導体素子に用いる単結晶半導体層を、本発明を用いた実施の形態１と同様に形成するの
で、単結晶半導体基板より転載した単結晶半導体層とすることができ、画素領域と駆動回
路領域を同一基板上に一体形成することができる。その場合、画素領域３０６のトランジ
スタと、駆動回路領域３０８ｂのトランジスタとは同時に形成される。もちろん、駆動回
路領域３０７も同様に同一基板上に一体形成してもよい。駆動回路領域３０８ｂに用いる
トランジスタは、ＣＭＯＳ回路を構成する。ＣＭＯＳ回路を構成する薄膜トランジスタは
、ＧＯＬＤ構造であるが、トランジスタ３７５のようなＬＤＤ構造を用いることもできる
。
【０２２９】
次に、表示素子に用いる電極層３２０及び絶縁膜３１９を覆うように、印刷法や液滴吐出
法により、配向膜として機能する絶縁層３８１を形成する。なお、絶縁層３８１は、スク
リーン印刷法やオフセット印刷法を用いれば、選択的に形成することができる。その後、
ラビング処理を行う。このラビング処理は液晶のモード、例えばＶＡモードのときには処
理を行わないときがある。配向膜として機能する絶縁層３８３も絶縁層３８１と同様であ
る。続いて、シール材３９２を液滴吐出法により画素を形成した周辺の領域に形成する。
【０２３０】
その後、配向膜として機能する絶縁層３８３、対向電極層ともいわれる表示素子に用いる
電極層３８４、カラーフィルタとして機能する着色層３８５、及び偏光子３９１（偏光板
ともいう）が設けられた対向基板３９５と、ＴＦＴ基板である支持基板３１０とをスペー
サ３８７を介して貼り合わせ、その空隙に液晶層３８２を設ける。本実施の形態の半導体
装置は透過型であるため、支持基板３１０の素子を有する面と反対側にも偏光子（偏光板
）３９３を設ける。偏光子と着色層の積層構造も図９に限定されず、偏光子及び着色層の
材料や作製工程条件によって適宜設定すればよい。偏光子は、接着層によって基板に設け
ることができる。シール材にはフィラーが混入されていても良く、さらに対向基板３９５
には、遮蔽膜（ブラックマトリクス）などが形成されていても良い。なお、カラーフィル
タ等は、液晶表示装置をフルカラー表示とする場合、赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）、青色（Ｂ
）を呈する材料から形成すればよく、モノカラー表示とする場合、着色層を無くす、もし
くは少なくとも一つの色を呈する材料から形成すればよい。また、半導体装置の視認側、
反射防止機能を有する反射防止膜を設けてもよい。偏光板と、液晶層との間に位相差板を
有した状態で積層してもよい。
【０２３１】
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なお、バックライトにＲＧＢの発光ダイオード（ＬＥＤ）等を配置し、時分割によりカラ
ー表示する継時加法混色法（フィールドシーケンシャル法）を採用するときには、カラー
フィルタを設けない場合がある。ブラックマトリクスは、トランジスタやＣＭＯＳ回路の
配線による外光の反射を低減するため、トランジスタやＣＭＯＳ回路と重なるように設け
るとよい。なお、ブラックマトリクスは、容量素子に重なるように形成してもよい。容量
素子を構成する金属膜による反射を防止することができるからである。
【０２３２】
液晶層を形成する方法として、ディスペンサ式（滴下式）や、素子を有する支持基板３１
０と対向基板３９５とを貼り合わせてから毛細管現象を用いて液晶を注入する注入法を用
いることができる。滴下法は、注入法を適用しづらい大型基板を扱うときに適用するとよ
い。
【０２３３】
スペーサは数μｍの粒子を散布して設ける方法でも良いが、本実施の形態では基板全面に
樹脂膜を形成した後これをエッチング加工して形成する方法を採用する。このようなスペ
ーサの材料を、スピナーで塗布した後、露光と現像処理によって所定のパターンに形成す
る。さらにクリーンオーブンなどで１５０～２００℃で加熱して硬化させる。このように
して作製されるスペーサは露光と現像処理の条件によって形状を異ならせることができる
が、好ましくは、スペーサの形状は柱状で頂部が平坦な形状となるようにすると、対向側
の基板を合わせたときに半導体装置としての機械的な強度を確保することができる。スペ
ーサの形状は円錐状、角錐状なども用いることができ、特別な限定はない。
【０２３４】
続いて、画素領域と電気的に接続されている端子電極層３７８に、異方性導電体層３９６
を介して、接続用の配線基板であるＦＰＣ３９４を設ける。ＦＰＣ３９４は、外部からの
信号や電位を伝達する役目を担う。上記工程を経て、表示機能を有する半導体装置を作製
することができる。
【０２３５】
本実施の形態の半導体装置においても、実施の形態１で示したように、単結晶半導体基板
より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再単結晶化
された単結晶半導体層を有する半導体基板を用いるため、単結晶半導体層は結晶欠陥も低
減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い。
【０２３６】
従って、高性能及び高信頼性な半導体装置を歩留まり良く作製することができる。
【０２３７】
本実施の形態は、実施の形態１乃至４と適宜組み合わせることができる。
【０２３８】
（実施の形態６）
本発明を適用して発光素子を有する半導体装置を形成することができるが、該発光素子か
ら発せられる光は、下面放射、上面放射、両面放射のいずれかを行う。本実施の形態では
、下面放射型、両面放射型、上面放射型の高性能及び高信頼性を付与された半導体装置と
して表示機能を有する半導体装置（表示装置、発光装置ともいう）を歩留まり良く生産す
ることを目的とした半導体装置の作製方法の例を、図１０、図１１（Ａ）（Ｂ）を用いて
説明する。
【０２３９】
図１０の半導体装置は、矢印の方向に下面射出する構造である。図１０において、図１０
（Ａ）は半導体装置の平面図であり、図１０（Ｂ）は、図１０（Ａ）において線Ｅ－Ｆの
断面図である。図１０において半導体装置は、外部端子接続領域２５２、封止領域２５３
、駆動回路領域２５４、画素領域２５６を有している。
【０２４０】
図１０に示す半導体装置は、素子基板６００、薄膜トランジスタ６５５、薄膜トランジス
タ６７７、薄膜トランジスタ６６７、薄膜トランジスタ６６８、第１の電極層６８５と発
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光層６８８と第２の電極層６８９とを含む発光素子６９０、充填材６９３、シール材６９
２、ブロッキング層６０１、絶縁層６０４、酸化膜６０３、ゲート絶縁層６７５、絶縁膜
６０７、絶縁膜６６５、絶縁層６８６、封止基板６９５、配線層６７９、端子電極層６７
８、異方性導電層６９６、ＦＰＣ６９４によって構成されている。半導体装置は、外部端
子接続領域２５２、封止領域２５３、駆動回路領域２５４、画素領域２５６を有している
。充填材６９３は、液状の組成物の状態で、滴下法によって形成することができる。滴下
法によって充填材が形成された素子基板６００と封止基板６９５を張り合わして半導体装
置（発光表示装置）を封止する。
【０２４１】
図１０の半導体装置において、第１の電極層６８５は、発光素子６９０より射出する光を
透過できるように、透光性を有する導電性材料を用い、一方第２の電極層６８９は発光素
子６９０より射出する光を反射する、反射性を有する導電性材料を用いて形成する。
【０２４２】
第２の電極層６８９としては、反射性を有すればよいので、チタン、タングステン、ニッ
ケル、金、白金、銀、銅、タンタル、モリブデン、アルミニウム、マグネシウム、カルシ
ウム、リチウム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いればよい。好ましくは、
可視光の領域で反射性が高い物質を用いることがよく、本実施の形態では、アルミニウム
膜を用いる。
【０２４３】
第１の電極層６８５に、具体的には透光性を有する導電性材料からなる透明導電膜を用い
ればよく、酸化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウ
ム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化
物などを用いることができる。勿論、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸
化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）なども用いるこ
とができる。
【０２４４】
図１１（Ａ）の半導体装置は、矢印の方向に上面射出する構造である。図１１（Ａ）に示
す半導体装置は、素子基板１６００、薄膜トランジスタ１６５５、薄膜トランジスタ１６
６５、薄膜トランジスタ１６７５、薄膜トランジスタ１６８５、配線層１６２４、第１の
電極層１６１７、発光層１６１９、第２の電極層１６２０、充填材１６２２、シール材１
６３２、ブロッキング層１６０１、絶縁層１６０４、酸化膜１６０３、ゲート絶縁層１６
１０、絶縁膜１６１１、絶縁膜１６１２、絶縁層１６１４、封止基板１６２５、配線層１
６３３、端子電極層１６８１、異方性導電層１６８２、ＦＰＣ１６８３によって構成され
ている。
【０２４５】
図１１（Ａ）において半導体装置は、外部端子接続領域２８２、封止領域２８３、駆動回
路領域２８４、画素領域２８６を有している。図１１（Ａ）の半導体装置は、第１の電極
層１６１７の下に、反射性を有する金属層である配線層１６２４を形成する。配線層１６
２４の上に透明導電膜である第１の電極層１６１７を形成する。配線層１６２４としては
、反射性を有すればよいので、チタン、タングステン、ニッケル、金、白金、銀、銅、タ
ンタル、モリブデン、アルミニウム、マグネシウム、カルシウム、リチウム、およびそれ
らの合金からなる導電膜などを用いればよい。好ましくは、可視光の領域で反射性が高い
物質を用いることがよい。また、第１の電極層１６１７にも導電膜を用いてもよく、その
場合、反射性を有する配線層１６２４は設けなくてもよい。
【０２４６】
第１の電極層１６１７及び第２の電極層１６２０に、具体的には透光性を有する導電性材
料からなる透明導電膜を用いればよく、酸化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化
タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チ
タンを含むインジウム錫酸化物などを用いることができる。勿論、インジウム錫酸化物（
ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物
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（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。
【０２４７】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第１の電極層１６１
７、第２の電極層１６２０から光を放射することが可能となる。また、第１の電極層１６
１７、第２の電極層１６２０に用いることのできる金属薄膜としては、チタン、タングス
テン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグネシウム、カルシウム、リチウム、
およびそれらの合金からなる導電膜などを用いることができる。
【０２４８】
図１１（Ｂ）に示す半導体装置は、素子基板１３００、薄膜トランジスタ１３５５、薄膜
トランジスタ１３６５、薄膜トランジスタ１３７５、薄膜トランジスタ１３８５、第１の
電極層１３１７、発光層１３１９、第２の電極層１３２０、充填材１３２２、シール材１
３３２、ブロッキング層１３０１、絶縁層１３０４、酸化膜１３０３、ゲート絶縁層１３
１０、絶縁膜１３１１、絶縁膜１３１２、絶縁層１３１４、封止基板１３２５、配線層１
３３３、端子電極層１３８１、異方性導電層１３８２、ＦＰＣ１３８３によって構成され
ている。半導体装置は、外部端子接続領域２７２、封止領域２７３、駆動回路領域２７４
、画素領域２７６を有している。
【０２４９】
図１１（Ｂ）の半導体装置は、両面放射型であり、矢印の方向に素子基板１３００側から
も、封止基板１３２５側からも光を放射する構造である。よって、第１の電極層１３１７
及び第２の電極層１３２０として透光性電極層を用いる。
【０２５０】
本実施の形態においては、透光性電極層である第１の電極層１３１７及び第２の電極層１
３２０に、具体的には透光性を有する導電性材料からなる透明導電膜を用いればよく、酸
化タングステンを含むインジウム酸化物、酸化タングステンを含むインジウム亜鉛酸化物
、酸化チタンを含むインジウム酸化物、酸化チタンを含むインジウム錫酸化物などを用い
ることができる。勿論、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ
）、酸化ケイ素を添加したインジウム錫酸化物（ＩＴＳＯ）なども用いることができる。
【０２５１】
また、透光性を有さない金属膜のような材料であっても膜厚を薄く（好ましくは、５ｎｍ
～３０ｎｍ程度の厚さ）して光を透過可能な状態としておくことで、第１の電極層１３１
７及び第２の電極層１３２０から光を放射することが可能となる。また、第１の電極層１
３１７及び第２の電極層１３２０に用いることのできる金属薄膜としては、チタン、タン
グステン、ニッケル、金、白金、銀、アルミニウム、マグネシウム、カルシウム、リチウ
ム、およびそれらの合金からなる導電膜などを用いることができる。
【０２５２】
以上のように、図１１（Ｂ）の半導体装置は、発光素子１３０５より放射される光が、第
１の電極層１３１７及び第２の電極層１３２０両方を通過して、両面から光を放射する構
成となる。
【０２５３】
発光素子を用いて形成する半導体装置の画素は、単純マトリクス方式、若しくはアクティ
ブマトリクス方式で駆動することができる。また、デジタル駆動、アナログ駆動どちらで
も適用可能である。
【０２５４】
封止基板にカラーフィルタ（着色層）を形成してもよい。カラーフィルタ（着色層）は、
蒸着法や液滴吐出法によって形成することができ、カラーフィルタ（着色層）を用いると
、高精細な表示を行うこともできる。カラーフィルタ（着色層）により、各ＲＧＢの発光
スペクトルにおいてブロードなピークが鋭いピークになるように補正できるからである。
【０２５５】
単色の発光を示す材料を形成し、カラーフィルタや色変換層を組み合わせることによりフ
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ルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタ（着色層）や色変換層は、例えば封止
基板に形成し、素子基板へ貼り合わせればよい。
【０２５６】
もちろん単色発光の表示を行ってもよい。例えば、単色発光を用いてエリアカラータイプ
の半導体装置を形成してもよい。エリアカラータイプは、パッシブマトリクス型の表示部
が適しており、主に文字や記号を表示することができる。
【０２５７】
単結晶半導体層を用いることにより、画素領域と駆動回路領域を同一基板上に一体形成す
ることができる。その場合、画素領域のトランジスタと、駆動回路領域のトランジスタと
は同時に形成される。
【０２５８】
本実施の形態においても、図１０及び図１１（Ａ）（Ｂ）に示す本実施の形態の半導体装
置に設けられるトランジスタは、実施の形態２で示したトランジスタと同様に作製するこ
とができる。
【０２５９】
本実施の形態の半導体装置においても、実施の形態１で示したように、単結晶半導体基板
より支持基板に転載され、全領域においてレーザ光照射による溶融状態を経て再単結晶化
された単結晶半導体層を有する半導体基板を用いるため、単結晶半導体層は結晶欠陥も低
減され結晶性が高く、かつ平坦性も高い。
【０２６０】
従って、高性能及び高信頼性な半導体装置を歩留まり良く作製することができる。
【０２６１】
本実施の形態は、上記の実施の形態１乃至４と適宜組み合わせることができる。
【０２６２】
（実施の形態７）
本実施の形態では、高性能及び高信頼性を付与された半導体装置として表示機能を有する
半導体装置（表示装置、発光装置ともいう）の例について説明する。詳しくは表示素子に
発光素子を用いる発光表示装置について説明する。
【０２６３】
本実施の形態では、本発明の表示装置の表示素子として適用することのできる発光素子の
構成を、図１３を用いて説明する。
【０２６４】
図１３は発光素子の素子構造であり、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との間に
、ＥＬ層８６０が挟持されている発光素子である。ＥＬ層８６０は、図示した通り、第１
の層８０４、第２の層８０３、第３の層８０２から構成されている。図１３において第２
の層８０３は発光層であり、第１の層８０４及び第３の層８０２は機能層である。
【０２６５】
第１の層８０４は、第２の層８０３に正孔（ホール）を輸送する機能を担う層である。図
１３では第１の層８０４に含まれる正孔注入層は、正孔注入性の高い物質を含む層である
。モリブデン酸化物やバナジウム酸化物、ルテニウム酸化物、タングステン酸化物、マン
ガン酸化物等を用いることができる。この他、フタロシアニン（略称：Ｈ２Ｐｃ）や銅フ
タロシアニン（ＣｕＰＣ）等のフタロシアニン系の化合物、４，４’－ビス［Ｎ－（４－
ジフェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）、４
，４’－ビス（Ｎ－｛４－［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］フェニ
ル｝－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニル（略称：ＤＮＴＰＤ）等の芳香族アミン化合物、
或いはポリ（エチレンジオキシチオフェン）／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＥＤＯＴ
／ＰＳＳ）等の高分子等によっても第１の層８０４を形成することができる。
【０２６６】
また、正孔注入層として、有機化合物と無機化合物とを複合してなる複合材料を用いるこ
とができる。特に、有機化合物と、有機化合物に対して電子受容性を示す無機化合物とを
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含む複合材料は、有機化合物と無機化合物との間で電子の授受が行われ、キャリア密度が
増大するため、正孔注入性、正孔輸送性に優れている。
【０２６７】
また、正孔注入層として有機化合物と無機化合物とを複合してなる複合材料を用いた場合
、電極層とオーム接触をすることが可能となるため、仕事関数に関わらず電極層を形成す
る材料を選ぶことができる。
【０２６８】
複合材料に用いる無機化合物としては、遷移金属の酸化物であることが好ましい。また元
素周期表における第４族乃至第８族に属する金属の酸化物を挙げることができる。具体的
には、酸化バナジウム、酸化ニオブ、酸化タンタル、酸化クロム、酸化モリブデン、酸化
タングステン、酸化マンガン、酸化レニウムは電子受容性が高いため好ましい。中でも特
に、酸化モリブデンは大気中で安定であり、吸湿性が低く、扱いやすいため好ましい。
【０２６９】
複合材料に用いる有機化合物としては、芳香族アミン化合物、カルバゾール誘導体、芳香
族炭化水素、高分子化合物（オリゴマー、デンドリマー、ポリマー等）など、種々の化合
物を用いることができる。なお、複合材料に用いる有機化合物としては、正孔輸送性の高
い有機化合物であることが好ましい。具体的には、１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動
度を有する物質であることが好ましい。但し、電子よりも正孔の輸送性の高い物質であれ
ば、これら以外のものを用いてもよい。以下では、複合材料に用いることのできる有機化
合物を具体的に列挙する。
【０２７０】
例えば、芳香族アミン化合物としては、Ｎ，Ｎ’－ジ（ｐ－トリル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェ
ニル－ｐ－フェニレンジアミン（略称：ＤＴＤＰＰＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（４－ジ
フェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）、４，
４’－ビス（Ｎ－｛４－［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］フェニル
｝－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニル（略称：ＤＮＴＰＤ）、１，３，５－トリス［Ｎ－
（４－ジフェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ベンゼン（略称：ＤＰＡ３Ｂ
）等を挙げることができる。
【０２７１】
複合材料に用いることのできるカルバゾール誘導体としては、具体的には、３－［Ｎ－（
９－フェニルカルバゾール－３－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾ
ール（略称：ＰＣｚＰＣＡ１）、３，６－ビス［Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－
イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ２）、
３－［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－イル）アミノ］－
９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＮ１）等を挙げることができる。
【０２７２】
また、４，４’－ジ（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－ト
リス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）、９－［４－（
Ｎ－カルバゾリル）］フェニル－１０－フェニルアントラセン（略称：ＣｚＰＡ）、１，
４－ビス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］－２，３，５，６－テトラフェニルベン
ゼン等を用いることができる。
【０２７３】
また、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素としては、例えば、２－ｔｅｒｔ－
ブチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ）、２－ｔ
ｅｒｔ－ブチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、９，１０－ビス（３，５
－ジフェニルフェニル）アントラセン（略称：ＤＰＰＡ）、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，
１０－ビス（４－フェニルフェニル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＢＡ）、９，１０
－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，１０－ジフェニルアントラセ
ン（略称：ＤＰＡｎｔｈ）、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＡｎｔ
ｈ）、９，１０－ビス（４－メチル－１－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＭＮＡ）、
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２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン
、９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン、２，３，６，７－テ
トラメチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、２，３，６，７－テトラメチ
ル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン、９，９’－ビアントリル、１０，１０
’－ジフェニル－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス（２－フェニルフェニル
）－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス［（２，３，４，５，６－ペンタフェ
ニル）フェニル］－９，９’－ビアントリル、アントラセン、テトラセン、ルブレン、ペ
リレン、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチル）ペリレン等が挙げられる。また
、この他、ペンタセン、コロネン等も用いることができる。このように、１×１０－６ｃ
ｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有し、炭素数１４～４２である芳香族炭化水素を用いるこ
とがより好ましい。
【０２７４】
なお、複合材料に用いることのできる芳香族炭化水素は、ビニル骨格を有していてもよい
。ビニル基を有している芳香族炭化水素としては、例えば、４，４’－ビス（２，２－ジ
フェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、９，１０－ビス［４－（２，２－ジ
フェニルビニル）フェニル］アントラセン（略称：ＤＰＶＰＡ）等が挙げられる。
【０２７５】
また、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）（略称：ＰＶＫ）やポリ（４－ビニルトリフェニ
ルアミン）（略称：ＰＶＴＰＡ）等の高分子化合物を用いることもできる。
【０２７６】
図１３では第１の層８０４に含まれる正孔輸送層を形成する物質としては、正孔輸送性の
高い物質、具体的には、芳香族アミン（すなわち、ベンゼン環－窒素の結合を有するもの
）の化合物であることが好ましい。広く用いられている材料として、４，４’－ビス［Ｎ
－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル、その誘導体である４，４
’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニル（以下、ＮＰＢと記
す）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェニル－アミノ）トリフェニルアミン、
４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ］トリフ
ェニルアミンなどのスターバースト型芳香族アミン化合物が挙げられる。ここに述べた物
質は、主に１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度を有する物質である。但し、電子より
も正孔の輸送性の高い物質であれば、これら以外のものを用いてもよい。なお、正孔輸送
層は、単層のものだけでなく、上記物質の混合層、あるいは二層以上積層したものであっ
てもよい。
【０２７７】
第３の層８０２は、第２の層８０３に電子を輸送、注入する機能を担う層である。図１３
では第３の層８０２に含まれる電子輸送層について説明する。電子輸送層は、電子輸送性
の高い物質を用いることができる。例えば、トリス（８－キノリノラト）アルミニウム（
略称：Ａｌｑ）、トリス（４－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム（略称：Ａｌｍ
ｑ３）、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリナト）ベリリウム（略称：ＢｅＢｑ

２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（４－フェニルフェノラト）アルミニウム
（略称：ＢＡｌｑ）など、キノリン骨格またはベンゾキノリン骨格を有する金属錯体等か
らなる層である。また、この他ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）ベンゾオキサゾラ
ト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）２）、ビス［２－（２－ヒドロキシフェニル）ベンゾチ
アゾラト］亜鉛（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）などのオキサゾール系、チアゾール系配位子
を有する金属錯体なども用いることができる。さらに、金属錯体以外にも、２－（４－ビ
フェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール
（略称：ＰＢＤ）や、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，
４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略称：ＯＸＤ－７）、３－（４－ビフェニ
リル）－４－フェニル－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾ
ール（略称：ＴＡＺ）、バソフェナントロリン（略称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン
（略称：ＢＣＰ）なども用いることができる。ここに述べた物質は、主に１０－６ｃｍ２
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／Ｖｓ以上の電子移動度を有する物質である。なお、正孔よりも電子の輸送性の高い物質
であれば、上記以外の物質を電子輸送層として用いても構わない。また、電子輸送層は、
単層のものだけでなく、上記物質からなる層が二層以上積層したものとしてもよい。
【０２７８】
図１３では第３の層８０２に含まれる電子注入層について説明する。電子注入層は、電子
注入性の高い物質を用いることができる。電子注入層としては、フッ化リチウム（ＬｉＦ
）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）等のようなアルカリ金属
又はアルカリ土類金属又はそれらの化合物を用いることができる。例えば、電子輸送性を
有する物質からなる層中にアルカリ金属又はアルカリ土類金属又はそれらの化合物を含有
させたもの、例えばＡｌｑ中にマグネシウム（Ｍｇ）を含有させたもの等を用いることが
できる。なお、電子注入層として、電子輸送性を有する物質からなる層中にアルカリ金属
又はアルカリ土類金属を含有させたものを用いることにより、電極層からの電子注入が効
率良く行われるためより好ましい。
【０２７９】
次に、発光層である第２の層８０３について説明する。発光層は発光機能を担う層であり
、発光性の有機化合物を含む。また、無機化合物を含む構成であってもよい。発光層は、
種々の発光性の有機化合物、無機化合物を用いて形成することができる。ただし、発光層
は、膜厚は１０ｎｍ～１００ｎｍ程度が好ましい。
【０２８０】
発光層に用いられる有機化合物としては、発光性の有機化合物であれば特に限定されるこ
とはなく、例えば、９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，
１０－ジ（２－ナフチル）－２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤＮＡ
）、４，４’－ビス（２，２－ジフェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、ク
マリン３０、クマリン６、クマリン５４５、クマリン５４５Ｔ、ペリレン、ルブレン、ペ
リフランテン、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ－ブチル）ペリレン（略称：ＴＢＰ
）、９，１０－ジフェニルアントラセン（略称：ＤＰＡ）、５，１２－ジフェニルテトラ
セン、４－（ジシアノメチレン）－２－メチル－［ｐ－（ジメチルアミノ）スチリル］－
４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＭ１）、４－（ジシアノメチレン）－２－メチル－６－［２－
（ジュロリジン－９－イル）エテニル］－４Ｈ－ピラン（略称：ＤＣＭ２）、４－（ジシ
アノメチレン）－２，６－ビス［ｐ－（ジメチルアミノ）スチリル］－４Ｈ－ピラン（略
称：ＢｉｓＤＣＭ）等が挙げられる。また、ビス［２－（４’，６’－ジフルオロフェニ
ル）ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’］イリジウム（ピコリナート）（略称：ＦＩｒｐｉｃ）、ビ
ス｛２－［３’，５’－ビス（トリフルオロメチル）フェニル］ピリジナト－Ｎ，Ｃ２’

｝イリジウム（ピコリナート）（略称：Ｉｒ（ＣＦ３ｐｐｙ）２（ｐｉｃ））、トリス（
２－フェニルピリジナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（略称：Ｉｒ（ｐｐｙ）３）、ビス（
２－フェニルピリジナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉ
ｒ（ｐｐｙ）２（ａｃａｃ））、ビス［２－（２’－チエニル）ピリジナト－Ｎ，Ｃ３’

］イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｔｈｐ）２（ａｃａｃ））、ビス
（２－フェニルキノリナト－Ｎ，Ｃ２’）イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：
Ｉｒ（ｐｑ）２（ａｃａｃ））、ビス［２－（２’－ベンゾチエニル）ピリジナト－Ｎ，
Ｃ３’］イリジウム（アセチルアセトナート）（略称：Ｉｒ（ｂｔｐ）２（ａｃａｃ））
などの燐光を放出できる化合物用いることもできる。
【０２８１】
発光層を一重項励起発光材料の他、金属錯体などを含む三重項励起材料を用いても良い。
例えば、赤色の発光性の画素、緑色の発光性の画素及び青色の発光性の画素のうち、輝度
半減時間が比較的短い赤色の発光性の画素を三重項励起発光材料で形成し、他を一重項励
起発光材料で形成する。三重項励起発光材料は発光効率が良いので、同じ輝度を得るのに
消費電力が少なくて済むという特徴がある。すなわち、赤色画素に適用した場合、発光素
子に流す電流量が少なくて済むので、信頼性を向上させることができる。低消費電力化と
して、赤色の発光性の画素と緑色の発光性の画素とを三重項励起発光材料で形成し、青色
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の発光性の画素を一重項励起発光材料で形成しても良い。人間の視感度が高い緑色の発光
素子も三重項励起発光材料で形成することで、より低消費電力化を図ることができる。
【０２８２】
また、発光層においては、上述した発光を示す有機化合物だけでなく、さらに他の有機化
合物が添加されていてもよい。添加できる有機化合物としては、例えば、先に述べたＴＤ
ＡＴＡ、ＭＴＤＡＴＡ、ｍ－ＭＴＤＡＢ、ＴＰＤ、ＮＰＢ、ＤＮＴＰＤ、ＴＣＴＡ、Ａｌ
ｑ３、Ａｌｍｑ３、ＢｅＢｑ２、ＢＡｌｑ、Ｚｎ（ＢＯＸ）２、Ｚｎ（ＢＴＺ）２、ＢＰ
ｈｅｎ、ＢＣＰ、ＰＢＤ、ＯＸＤ－７、ＴＰＢＩ、ＴＡＺ、ｐ－ＥｔＴＡＺ、ＤＮＡ、ｔ
－ＢｕＤＮＡ、ＤＰＶＢｉなどの他、４，４’－ビス（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニル（
略称：ＣＢＰ）、１，３，５－トリス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フェニル］ベンゼン（
略称：ＴＣＰＢ）などを用いることができるが、これらに限定されることはない。なお、
このように有機化合物以外に添加する有機化合物は、有機化合物を効率良く発光させるた
め、有機化合物の励起エネルギーよりも大きい励起エネルギーを有し、かつ有機化合物よ
りも多く添加されていることが好ましい（それにより、有機化合物の濃度消光を防ぐこと
ができる）。あるいはまた、他の機能として、有機化合物と共に発光を示してもよい（そ
れにより、白色発光なども可能となる）。
【０２８３】
発光層は、発光波長帯の異なる発光層を画素毎に形成して、カラー表示を行う構成として
も良い。典型的には、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）の各色に対応した発光層を形成する
。この場合にも、画素の光放射側にその発光波長帯の光を透過するフィルターを設けた構
成とすることで、色純度の向上や、画素領域の鏡面化（映り込み）の防止を図ることがで
きる。フィルターを設けることで、従来必要であるとされていた円偏光板などを省略する
ことが可能となり、発光層から放射される光の損失を無くすことができる。さらに、斜方
から画素領域（表示画面）を見た場合に起こる色調の変化を低減することができる。
【０２８４】
発光層で用いることのできる材料は低分子系有機発光材料でも高分子系有機発光材料でも
よい。高分子系有機発光材料は低分子系に比べて物理的強度が高く、素子の耐久性が高い
。また塗布により成膜することが可能であるので、素子の作製が比較的容易である。
【０２８５】
発光色は、発光層を形成する材料で決まるため、これらを選択することで所望の発光を示
す発光素子を形成することができる。発光層の形成に用いることができる高分子系の電界
発光材料は、ポリパラフェニレンビニレン系、ポリパラフェニレン系、ポリチオフェン系
、ポリフルオレン系が挙げられる。
【０２８６】
ポリパラフェニレンビニレン系には、ポリ（パラフェニレンビニレン）　［ＰＰＶ］　の
誘導体、ポリ（２，５－ジアルコキシ－１，４－フェニレンビニレン）　［ＲＯ－ＰＰＶ
］、ポリ（２－（２’－エチル－ヘキソキシ）－５－メトキシ－１，４－フェニレンビニ
レン）［ＭＥＨ－ＰＰＶ］、ポリ（２－（ジアルコキシフェニル）－１，４－フェニレン
ビニレン）［ＲＯＰｈ－ＰＰＶ］等が挙げられる。ポリパラフェニレン系には、ポリパラ
フェニレン［ＰＰＰ］の誘導体、ポリ（２，５－ジアルコキシ－１，４－フェニレン）［
ＲＯ－ＰＰＰ］、ポリ（２，５－ジヘキソキシ－１，４－フェニレン）等が挙げられる。
ポリチオフェン系には、ポリチオフェン［ＰＴ］の誘導体、ポリ（３－アルキルチオフェ
ン）［ＰＡＴ］、ポリ（３－ヘキシルチオフェン）［ＰＨＴ］、ポリ（３－シクロヘキシ
ルチオフェン）［ＰＣＨＴ］、ポリ（３－シクロヘキシル－４－メチルチオフェン）［Ｐ
ＣＨＭＴ］、ポリ（３，４－ジシクロヘキシルチオフェン）［ＰＤＣＨＴ］、ポリ［３－
（４－オクチルフェニル）－チオフェン］［ＰＯＰＴ］、ポリ［３－（４－オクチルフェ
ニル）－２，２ビチオフェン］［ＰＴＯＰＴ］等が挙げられる。ポリフルオレン系には、
ポリフルオレン［ＰＦ］の誘導体、ポリ（９，９－ジアルキルフルオレン）［ＰＤＡＦ］
、ポリ（９，９－ジオクチルフルオレン）［ＰＤＯＦ］等が挙げられる。
【０２８７】
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発光層で用いられる無機化合物としては、有機化合物の発光を消光しにくい無機化合物で
あれば何であってもよく、種々の金属酸化物や金属窒化物を用いることができる。特に、
周期表第１３族または第１４族の金属酸化物は、有機化合物の発光を消光しにくいため好
ましく、具体的には酸化アルミニウム、酸化ガリウム、酸化ケイ素、酸化ゲルマニウムが
好適である。ただし、これらに限定されることはない。
【０２８８】
なお、発光層は、上述した有機化合物と無機化合物の組み合わせを適用した層を、複数積
層して形成していてもよい。また、他の有機化合物あるいは他の無機化合物をさらに含ん
でいてもよい。発光層の層構造は変化しうるものであり、特定の電子注入領域や発光領域
を備えていない代わりに、電子注入用の電極層を備えたり、発光性の材料を分散させて備
えたりする変形は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において許容されうるものである。
【０２８９】
上記のような材料で形成した発光素子は、順方向にバイアスすることで発光する。発光素
子を用いて形成する半導体装置の画素は、単純マトリクス方式、若しくはアクティブマト
リクス方式で駆動することができる。いずれにしても、個々の画素は、ある特定のタイミ
ングで順方向バイアスを印加して発光させることとなるが、ある一定期間は非発光状態と
なっている。この非発光時間に逆方向のバイアスを印加することで発光素子の信頼性を向
上させることができる。発光素子では、一定駆動条件下で発光強度が低下する劣化や、画
素内で非発光領域が拡大して見かけ上輝度が低下する劣化モードがあるが、順方向及び逆
方向にバイアスを印加する交流的な駆動を行うことで、劣化の進行を遅くすることができ
、発光素子を有する半導体装置の信頼性を向上させることができる。また、デジタル駆動
、アナログ駆動どちらでも適用可能である。
【０２９０】
よって、封止基板にカラーフィルタ（着色層）を形成してもよい。カラーフィルタ（着色
層）は、蒸着法や液滴吐出法によって形成することができ、カラーフィルタ（着色層）を
用いると、高精細な表示を行うこともできる。カラーフィルタ（着色層）により、各ＲＧ
Ｂの発光スペクトルにおいてブロードなピークが鋭いピークになるように補正できるから
である。
【０２９１】
単色の発光を示す材料を形成し、カラーフィルタや色変換層を組み合わせることによりフ
ルカラー表示を行うことができる。カラーフィルタ（着色層）や色変換層は、例えば封止
基板に形成し、素子基板へ貼り合わせればよい。
【０２９２】
もちろん単色発光の表示を行ってもよい。例えば、単色発光を用いてエリアカラータイプ
の半導体装置を形成してもよい。エリアカラータイプは、パッシブマトリクス型の表示部
が適しており、主に文字や記号を表示することができる。
【０２９３】
第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は仕事関数を考慮して材料を選択する必要が
あり、そして第１の電極層８７０及び第２の電極層８５０は、画素構成によりいずれも陽
極（電位が高い電極層）、又は陰極（電位が低い電極層）となりうる。駆動用薄膜トラン
ジスタの極性がｐチャネル型である場合、図１３（Ａ）のように第１の電極層８７０を陽
極、第２の電極層８５０を陰極とするとよい。また、駆動用薄膜トランジスタの極性がｎ
チャネル型である場合、図１３（Ｂ）のように、第１の電極層８７０を陰極、第２の電極
層８５０を陽極とすると好ましい。第１の電極層８７０および第２の電極層８５０に用い
ることのできる材料について述べる。第１の電極層８７０、第２の電極層８５０が陽極と
して機能する場合は仕事関数の大きい材料（具体的には４．５ｅＶ以上の材料）が好まし
く、第１の電極層、第２の電極層８５０が陰極として機能する場合は仕事関数の小さい材
料（具体的には３．５ｅＶ以下の材料）が好ましい。しかしながら、第１の層８０４の正
孔注入、正孔輸送特性や、第３の層８０２の電子注入性、電子輸送特性が優れているため
、第１の電極層８７０、第２の電極層８５０共に、ほとんど仕事関数の制限を受けること
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なく、種々の材料を用いることができる。
【０２９４】
図１３（Ａ）、（Ｂ）における発光素子は、第１の電極層８７０より光を取り出す構造の
ため、第２の電極層８５０は、必ずしも光透光性を有する必要はない。第２の電極層８５
０としては、Ｔｉ、Ｎｉ、Ｗ、Ｃｒ、Ｐｔ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｉｎ、Ｔａ、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｕ
、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、ＬｉまたはＭｏから選ばれた元素、または窒化チタン、ＴｉＳｉＸ

ＮＹ、ＷＳｉＸ、窒化タングステン、ＷＳｉＸＮＹ、ＮｂＮなどの前記元素を主成分とす
る合金材料もしくは化合物材料を主成分とする膜またはそれらの積層膜を総膜厚１００ｎ
ｍ～８００ｎｍの範囲で用いればよい。
【０２９５】
また、第２の電極層８５０に第１の電極層８７０で用いる材料のような透光性を有する導
電性材料を用いると、第２の電極層８５０からも光を取り出す構造となり、発光素子から
放射される光は、第１の電極層８７０と第２の電極層８５０との両方より放射される両面
放射構造とすることができる。
【０２９６】
なお、第１の電極層８７０や第２の電極層８５０の種類を変えることで、本発明の発光素
子は様々なバリエーションを有する。
【０２９７】
図１３（Ｂ）は、ＥＬ層８６０が、第１の電極層８７０側から第３の層８０２、第２の層
８０３、第１の層８０４の順で構成されているケースである。
【０２９８】
図１３（Ｃ）は、図１３（Ａ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層を
用い、第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射され
た光は第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。同様
に図１３（Ｄ）は、図１３（Ｂ）において、第１の電極層８７０に反射性を有する電極層
を用い、第２の電極層８５０に透光性を有する電極層を用いており、発光素子より放射さ
れた光は第１の電極層８７０で反射され、第２の電極層８５０を透過して放射される。
【０２９９】
なお、ＥＬ層８６０に有機化合物と無機化合物が混合させて設ける場合、その形成方法と
しては種々の手法を用いることができる。例えば、有機化合物と無機化合物の両方を抵抗
加熱により蒸発させ、共蒸着する手法が挙げられる。その他、有機化合物を抵抗加熱によ
り蒸発させる一方で、無機化合物をエレクトロンビーム（ＥＢ）により蒸発させ、共蒸着
してもよい。また、有機化合物を抵抗加熱により蒸発させると同時に、無機化合物をスパ
ッタリングし、両方を同時に堆積する手法も挙げられる。その他、湿式法により成膜して
もよい。
【０３００】
第１の電極層８７０および第２の電極層８５０の作製方法としては、抵抗加熱による蒸着
法、ＥＢ蒸着法、スパッタリング法、ＣＶＤ法、スピンコート法、印刷法、ディスペンサ
法または液滴吐出法などを用いることができる。
【０３０１】
本実施の形態は、実施の形態１乃至４、及び実施の形態６と適宜組み合わせることができ
る。
【０３０２】
（実施の形態８）
本実施の形態では、高性能及び高信頼性を付与された半導体装置として表示機能を有する
半導体装置の他の例を説明する。本実施の形態では、本発明の半導体装置における発光素
子に適用することのできる他の構成を、図１２を用いて説明する。
【０３０３】
エレクトロルミネセンスを利用する発光素子は、発光材料が有機化合物であるか、無機化
合物であるかによって区別され、一般的に、前者は有機ＥＬ素子、後者は無機ＥＬ素子と
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呼ばれている。
【０３０４】
無機ＥＬ素子は、その素子構成により、分散型無機ＥＬ素子と薄膜型無機ＥＬ素子とに分
類される。前者は、発光材料の粒子をバインダ中に分散させた電界発光層を有し、後者は
、発光材料の薄膜からなる電界発光層を有している点に違いはあるが、高電界で加速され
た電子を必要とする点では共通である。なお、得られる発光のメカニズムとしては、ドナ
ー準位とアクセプター準位を利用するドナー－アクセプター再結合型発光と、金属イオン
の内殻電子遷移を利用する局在型発光とがある。一般的に、分散型無機ＥＬではドナー－
アクセプター再結合型発光、薄膜型無機ＥＬ素子では局在型発光である場合が多い。
【０３０５】
本発明で用いることのできる発光材料は、母体材料と発光中心となる不純物元素とで構成
される。含有させる不純物元素を変化させることで、様々な色の発光を得ることができる
。発光材料の作製方法としては、固相法や液相法（共沈法）などの様々な方法を用いるこ
とができる。また、噴霧熱分解法、複分解法、プレカーサーの熱分解反応による方法、逆
ミセル法やこれらの方法と高温焼成を組み合わせた方法、凍結乾燥法などの液相法なども
用いることができる。
【０３０６】
固相法は、母体材料と、不純物元素又は不純物元素を含む化合物を秤量し、乳鉢で混合、
電気炉で加熱、焼成を行い反応させ、母体材料に不純物元素を含有させる方法である。焼
成温度は、７００～１５００℃が好ましい。温度が低すぎる場合は固相反応が進まず、温
度が高すぎる場合は母体材料が分解してしまうからである。なお、粉末状態で焼成を行っ
てもよいが、ペレット状態で焼成を行うことが好ましい。比較的高温での焼成を必要とす
るが、簡単な方法であるため、生産性がよく大量生産に適している。
【０３０７】
液相法（共沈法）は、母体材料又は母体材料を含む化合物と、不純物元素又は不純物元素
を含む化合物を溶液中で反応させ、乾燥させた後、焼成を行う方法である。発光材料の粒
子が均一に分布し、粒径が小さく低い焼成温度でも反応が進むことができる。
【０３０８】
発光材料に用いる母体材料としては、硫化物、酸化物、窒化物を用いることができる。硫
化物としては、例えば、硫化亜鉛（ＺｎＳ）、硫化カドミウム（ＣｄＳ）、硫化カルシウ
ム（ＣａＳ）、硫化イットリウム（Ｙ２Ｓ３）、硫化ガリウム（Ｇａ２Ｓ３）、硫化スト
ロンチウム（ＳｒＳ）、硫化バリウム（ＢａＳ）等を用いることができる。また、酸化物
としては、例えば、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）等を用いること
ができる。また、窒化物としては、例えば、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、窒化ガリウム
（ＧａＮ）、窒化インジウム（ＩｎＮ）等を用いることができる。さらに、セレン化亜鉛
（ＺｎＳｅ）、テルル化亜鉛（ＺｎＴｅ）等も用いることができ、硫化カルシウム－ガリ
ウム（ＣａＧａ２Ｓ４）、硫化ストロンチウム－ガリウム（ＳｒＧａ２Ｓ４）、硫化バリ
ウム－ガリウム（ＢａＧａ２Ｓ４）、等の３元系の混晶であってもよい。
【０３０９】
局在型発光の発光中心として、マンガン（Ｍｎ）、銅（Ｃｕ）、サマリウム（Ｓｍ）、テ
ルビウム（Ｔｂ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、ユーロピウム（Ｅｕ）、セ
リウム（Ｃｅ）、プラセオジウム（Ｐｒ）などを用いることができる。なお、フッ素（Ｆ
）、塩素（Ｃｌ）などのハロゲン元素が添加されていてもよい。上記ハロゲン元素は電荷
補償として機能することができる。
【０３１０】
一方、ドナー－アクセプター再結合型発光の発光中心として、ドナー準位を形成する第１
の不純物元素及びアクセプター準位を形成する第２の不純物元素を含む発光材料を用いる
ことができる。第１の不純物元素は、例えば、フッ素（Ｆ）、塩素（Ｃｌ）、アルミニウ
ム（Ａｌ）等を用いることができる。第２の不純物元素としては、例えば、銅（Ｃｕ）、
銀（Ａｇ）等を用いることができる。
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【０３１１】
ドナー－アクセプター再結合型発光の発光材料を固相法を用いて合成する場合、母体材料
と、第１の不純物元素又は第１の不純物元素を含む化合物と、第２の不純物元素又は第２
の不純物元素を含む化合物をそれぞれ秤量し、乳鉢で混合した後、電気炉で加熱、焼成を
行う。母体材料としては、上述した母体材料を用いることができ、第１の不純物元素又は
第１の不純物元素を含む化合物としては、例えば、フッ素（Ｆ）、塩素（Ｃｌ）、硫化ア
ルミニウム（Ａｌ２Ｓ３）等を用いることができ、第２の不純物元素又は第２の不純物元
素を含む化合物としては、例えば、銅（Ｃｕ）、銀（Ａｇ）、硫化銅（Ｃｕ２Ｓ）、硫化
銀（Ａｇ２Ｓ）等を用いることができる。焼成温度は、７００～１５００℃が好ましい。
温度が低すぎる場合は固相反応が進まず、温度が高すぎる場合は母体材料が分解してしま
うからである。なお、粉末状態で焼成を行ってもよいが、ペレット状態で焼成を行うこと
が好ましい。
【０３１２】
また、固相反応を利用する場合の不純物元素として、第１の不純物元素と第２の不純物元
素で構成される化合物を組み合わせて用いてもよい。この場合、不純物元素が拡散されや
すく、固相反応が進みやすくなるため、均一な発光材料を得ることができる。さらに、余
分な不純物元素が入らないため、純度の高い発光材料が得ることができる。第１の不純物
元素と第２の不純物元素で構成される化合物としては、例えば、塩化銅（ＣｕＣｌ）、塩
化銀（ＡｇＣｌ）等を用いることができる。
【０３１３】
なお、これらの不純物元素の濃度は、母体材料に対して０．０１～１０ａｔｏｍ％であれ
ばよく、好ましくは０．０５～５ａｔｏｍ％の範囲である。
【０３１４】
薄膜型無機ＥＬの場合、電界発光層は、上記発光材料を含む層であり、抵抗加熱蒸着法、
電子ビーム蒸着（ＥＢ蒸着）法等の真空蒸着法、スパッタリング法等の物理気相成長法（
ＰＶＤ）、有機金属ＣＶＤ法、ハイドライド輸送減圧ＣＶＤ法等の化学気相成長法（ＣＶ
Ｄ）、原子層エピタキシ法（ＡＬＥ）等を用いて形成することができる。
【０３１５】
図１２（Ａ１）乃至（Ｃ１）に発光素子として用いることのできる薄膜型無機ＥＬ素子の
一例を示す。図１２（Ａ１）乃至（Ｃ１）において、発光素子は、第１の電極層５０、電
界発光層５２、第２の電極層５３を含む。
【０３１６】
図１２（Ｂ１）及び図１２（Ｃ１）に示す発光素子は、図１２（Ａ１）の発光素子におい
て、電極層と電界発光層間に絶縁層を設ける構造である。図１２（Ｂ１）に示す発光素子
は、第１の電極層５０と電界発光層５２との間に絶縁層５４を有し、図１２（Ｃ１）に示
す発光素子は、第１の電極層５０と電界発光層５２との間に絶縁層５４ａ、第２の電極層
５３と電界発光層５２との間に絶縁層５４ｂとを有している。このように絶縁層は電界発
光層を挟持する一対の電極層のうち一方の間にのみ設けてもよいし、両方の間に設けても
よい。また絶縁層は単層でもよいし複数層からなる積層でもよい。
【０３１７】
また、図１２（Ｂ１）では第１の電極層５０に接するように絶縁層５４が設けられている
が、絶縁層と電界発光層の順番を逆にして、第２の電極層５３に接するように絶縁層５４
を設けてもよい。
【０３１８】
分散型無機ＥＬの場合、粒子状の発光材料をバインダ中に分散させ膜状の電界発光層を形
成する。発光材料の作製方法によって、十分に所望の大きさの粒子が得られない場合は、
乳鉢等で粉砕などによって粒子状に加工すればよい。バインダとは、粒状の発光材料を分
散した状態で固定し、電界発光層としての形状に保持するための物質である。発光材料は
、バインダによって電界発光層中に均一に分散し固定される。
【０３１９】
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分散型無機ＥＬの場合、電界発光層の形成方法は、選択的に電界発光層を形成できる液滴
吐出法や、印刷法（スクリーン印刷やオフセット印刷など）、スピンコート法などの塗布
法、ディッピング法、ディスペンサ法などを用いることもできる。膜厚は特に限定される
ことはないが、好ましくは、１０～１０００ｎｍの範囲である。また、発光材料及びバイ
ンダを含む電界発光層において、発光材料の割合は５０ｗｔ％以上８０ｗｔ％以下とする
よい。
【０３２０】
図１２（Ａ２）乃至（Ｃ２）に発光素子として用いることのできる分散型無機ＥＬ素子の
一例を示す。図１２（Ａ２）における発光素子は、第１の電極層６０、電界発光層６２、
第２の電極層６３の積層構造を有し、電界発光層６２中にバインダによって保持された発
光材料６１を含む。
【０３２１】
本実施の形態に用いることのできるバインダとしては、有機材料や無機材料を用いること
ができ、有機材料及び無機材料の混合材料を用いてもよい。有機材料としては、シアノエ
チルセルロース系樹脂のように、比較的誘電率の高いポリマーや、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、ポリスチレン系樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、フッ化ビニリデンなど
の樹脂を用いることができる。また、芳香族ポリアミド、ポリベンゾイミダゾール（ｐｏ
ｌｙｂｅｎｚｉｍｉｄａｚｏｌｅ）などの耐熱性高分子、又はシロキサン樹脂を用いても
よい。なお、シロキサン樹脂とは、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を含む樹脂に相当する。シロキサ
ンは、シリコン（Ｓｉ）と酸素（Ｏ）との結合で骨格構造が構成される。置換基として、
少なくとも水素を含む有機基（例えばアルキル基、芳香族炭化水素）が用いられる。置換
基として、フルオロ基を用いてもよい。または置換基として、少なくとも水素を含む有機
基と、フルオロ基とを用いてもよい。また、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラー
ルなどのビニル樹脂、フェノール樹脂、ノボラック樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂、
ウレタン樹脂、オキサゾール樹脂（ポリベンゾオキサゾール）等の樹脂材料を用いてもよ
い。これらの樹脂に、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）やチタン酸ストロンチウム（Ｓ
ｒＴｉＯ３）などの高誘電率の微粒子を適度に混合して誘電率を調整することもできる。
【０３２２】
バインダに含まれる無機材料としては、酸化珪素（ＳｉＯｘ）、窒化珪素（ＳｉＮｘ）、
酸素及び窒素を含む珪素、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、酸素及び窒素を含むアルミニウ
ムまたは酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化チタン（ＴｉＯ２）、ＢａＴｉＯ３、Ｓ
ｒＴｉＯ３、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、ニオブ酸カリウム（ＫＮｂＯ３）、ニオブ酸
鉛（ＰｂＮｂＯ３）、酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、タンタル酸バリウム（ＢａＴａ２Ｏ

６）、タンタル酸リチウム（ＬｉＴａＯ３）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、酸化ジル
コニウム（ＺｒＯ２）、ＺｎＳその他の無機材料を含む物質から選ばれた材料で形成する
ことができる。有機材料に、誘電率の高い無機材料を含ませる（添加等によって）ことに
よって、発光材料及びバインダよりなる電界発光層の誘電率をより制御することができ、
より誘電率を大きくすることができる。
【０３２３】
作製工程において、発光材料はバインダを含む溶液中に分散されるが本実施の形態に用い
ることのできるバインダを含む溶液の溶媒としては、バインダ材料が溶解し、電界発光層
を形成する方法（各種ウエットプロセス）及び所望の膜厚に適した粘度の溶液を作製でき
るような溶媒を適宜選択すればよい。有機溶媒等を用いることができ、例えばバインダと
してシロキサン樹脂を用いる場合は、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡともいう）、３－メトシキ－
３メチル－１－ブタノール（ＭＭＢともいう）などを用いることができる。
【０３２４】
図１２（Ｂ２）及び図１２（Ｃ２）に示す発光素子は、図１２（Ａ２）の発光素子におい
て、電極層と電界発光層間に絶縁層を設ける構造である。図１２（Ｂ２）に示す発光素子
は、第１の電極層６０と電界発光層６２との間に絶縁層６４を有し、図１２（Ｃ２）に示
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す発光素子は、第１の電極層６０と電界発光層６２との間に絶縁層６４ａ、第２の電極層
６３と電界発光層６２との間に絶縁層６４ｂとを有している。このように絶縁層は電界発
光層を挟持する一対の電極層のうち一方の間にのみ設けてもよいし、両方の間に設けても
よい。また絶縁層は単層でもよいし複数層からなる積層でもよい。
【０３２５】
また、図１２（Ｂ２）では第１の電極層６０に接するように絶縁層６４が設けられている
が、絶縁層と電界発光層の順番を逆にして、第２の電極層６３に接するように絶縁層６４
を設けてもよい。
【０３２６】
図１２における絶縁層５４、絶縁層６４のような絶縁層は、特に限定されることはないが
、絶縁耐圧が高く、緻密な膜質であることが好ましく、さらには、誘電率が高いことが好
ましい。例えば、酸化シリコン（ＳｉＯ２）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、酸化チタ
ン（ＴｉＯ２）、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化ハフニウム（ＨｆＯ２）、酸化
タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、チタン酸ストロンチウム
（ＳｒＴｉＯ３）、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、窒化シリコン（Ｓｉ３Ｎ４）、酸化ジ
ルコニウム（ＺｒＯ２）等やこれらの混合膜又は２種以上の積層膜を用いることができる
。これらの絶縁膜は、スパッタリング、蒸着、ＣＶＤ等により成膜することができる。ま
た、絶縁層はこれら絶縁材料の粒子をバインダ中に分散して成膜してもよい。バインダ材
料は、電界発光層に含まれるバインダと同様な材料、方法を用いて形成すればよい。膜厚
は特に限定されることはないが、好ましくは１０～１０００ｎｍの範囲である。
【０３２７】
本実施の形態で示す発光素子は、電界発光層を挟持する一対の電極層間に電圧を印加する
ことで発光が得られるが、直流駆動又は交流駆動のいずれにおいても動作することができ
る。
【０３２８】
本実施の形態は、実施の形態１乃至４、及び実施の形態６と適宜組み合わせることができ
る。
【０３２９】
（実施の形態９）
本発明によって形成される表示素子を有する半導体装置によって、テレビジョン装置を完
成させることができる。高性能で、かつ高信頼性を付与することを目的としたテレビジョ
ン装置の例を説明する。
【０３３０】
図１６はテレビジョン装置（液晶テレビジョン装置、又はＥＬテレビジョン装置等）の主
要な構成を示すブロック図を示している。
【０３３１】
その他の外部回路の構成として、映像信号の入力側では、チューナ１９０４で受信した信
号のうち、映像信号を増幅する映像信号増幅回路１９０５と、そこから出力される信号を
赤、緑、青の各色に対応した色信号に変換する映像信号処理回路１９０６と、その映像信
号をドライバＩＣの入力仕様に変換するためのコントロール回路１９０７などからなって
いる。コントロール回路１９０７は、走査線側と信号線側にそれぞれ信号が出力する。デ
ジタル駆動する場合には、信号線側に信号分割回路１９０８を設け、入力デジタル信号を
ｍ個に分割して供給する構成としても良い。
【０３３２】
チューナ１９０４で受信した信号のうち、音声信号は、音声信号増幅回路１９０９に送ら
れ、その出力は音声信号処理回路１９１０を経てスピーカ１９１３に供給される。制御回
路１９１１は受信局（受信周波数）や音量の制御情報を入力部１９１２から受け、チュー
ナ１９０４や音声信号処理回路１９１０に信号を送出する。
【０３３３】
表示モジュールを、図２０（Ａ）、（Ｂ）に示すように、筐体に組みこんで、テレビジョ
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ン装置を完成させることができる。ＦＰＣまで取り付けられた図１のような表示パネルの
ことを一般的にはＥＬ表示モジュールともいう。よってＥＬ表示モジュールを用いると、
ＥＬテレビジョン装置を完成することができ、液晶表示モジュールを用いると、液晶テレ
ビジョン装置を完成することができる。表示モジュールにより主画面２００３が形成され
、その他付属設備としてスピーカー部２００９、操作スイッチなどが備えられている。こ
のように、本発明によりテレビジョン装置を完成させることができる。
【０３３４】
また、位相差板や偏光板を用いて、外部から入射する光の反射光を遮断するようにしても
よい。また上面放射型の半導体装置ならば、隔壁となる絶縁層を着色しブラックマトリク
スとして用いてもよい。この隔壁は液滴吐出法などによっても形成することができ、顔料
系の黒色樹脂や、ポリイミドなどの樹脂材料に、カーボンブラック等を混合させてもよく
、その積層でもよい。液滴吐出法によって、異なった材料を同領域に複数回吐出し、隔壁
を形成してもよい。位相差板としてはλ／４板とλ／２板とを用い、光を制御できるよう
に設計すればよい。構成としては、ＴＦＴ素子基板側から順に、発光素子、封止基板（封
止材）、位相差板（λ／４、λ／２）、偏光板という構成になり、発光素子から放射され
た光は、これらを通過し偏光板側より外部に放射される。この位相差板や偏光板は光が放
射される側に設置すればよく、両面放射される両面放射型の半導体装置であれば両方に設
置することもできる。また、偏光板の外側に反射防止膜を有していても良い。これにより
、より高繊細で精密な画像を表示することができる。
【０３３５】
図２０（Ａ）に示すように、筐体２００１に表示素子を利用した表示用パネル２００２が
組みこまれ、受信機２００５により一般のテレビ放送の受信をはじめ、モデム２００４を
介して有線又は無線による通信ネットワークに接続することにより一方向（送信者から受
信者）又は双方向（送信者と受信者間、又は受信者間同士）の情報通信をすることもでき
る。テレビジョン装置の操作は、筐体に組みこまれたスイッチ又は別体のリモコン操作機
２００６により行うことが可能であり、このリモコン操作機にも出力する情報を表示する
表示部２００７が設けられていても良い。
【０３３６】
また、テレビジョン装置にも、主画面２００３の他にサブ画面２００８を第２の表示用パ
ネルで形成し、チャネルや音量などを表示する構成が付加されていても良い。この構成に
おいて、主画面２００３を視野角の優れたＥＬ表示用パネルで形成し、サブ画面を低消費
電力で表示可能な液晶表示用パネルで形成しても良い。また、低消費電力化を優先させる
ためには、主画面２００３を液晶表示用パネルで形成し、サブ画面をＥＬ表示用パネルで
形成し、サブ画面は点滅可能とする構成としても良い。本発明を用いると、このような大
型基板を用いて、多くのＴＦＴや電子部品を用いても、高性能で、かつ信頼性の高い半導
体装置を生産性よく作製することができる。
【０３３７】
図２０（Ｂ）は例えば２０～８０インチの大型の表示部を有するテレビジョン装置であり
、筐体２０１０、操作部であるキーボード部２０１２、表示部２０１１、スピーカー部２
０１３等を含む。本発明は、表示部２０１１の作製に適用される。図２０（Ｂ）の表示部
は、わん曲可能な物質を用いているので、表示部がわん曲したテレビジョン装置となって
いる。このように表示部の形状を自由に設計することができるので、所望な形状のテレビ
ジョン装置を作製することができる。
【０３３８】
本発明により、表示機能を有する高性能かつ高信頼性の半導体装置を、生産性よく作製す
ることができる。よって高性能、高信頼性のテレビジョン装置を生産性よく作製すること
ができる。
【０３３９】
勿論、本発明はテレビジョン装置に限定されず、パーソナルコンピュータのモニタをはじ
め、鉄道の駅や空港などにおける情報表示盤や、街頭における広告表示盤など大面積の表
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示媒体としても様々な用途に適用することができる。
【０３４０】
（実施の形態１０）
本実施の形態では、高性能、かつ高い信頼性を付与することを目的とした半導体装置の例
について説明する。詳しくは半導体装置の一例として、マイクロプロセッサ及び非接触で
データの送受信を行うことのできる演算機能を備えた半導体装置の一例について説明する
。
【０３４１】
図１７は半導体装置の一例として、マイクロプロセッサ５００を示す。このマイクロプロ
セッサ５００は、上記したように本形態に係る半導体基板により製造されるものである。
このマイクロプロセッサ５００は、演算回路５０１（Ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ　ｌｏｇｉｃ
　ｕｎｉｔ。ＡＬＵともいう。）、演算回路制御部５０２（ＡＬＵ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅ
ｒ）、命令解析部５０３（Ｉｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　Ｄｅｃｏｄｅｒ）、割り込み制御部
５０４（Ｉｎｔｅｒｒｕｐｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、タイミング制御部５０５（Ｔｉ
ｍｉｎｇ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、レジスタ５０６（Ｒｅｇｉｓｔｅｒ）、レジスタ制
御部５０７（Ｒｅｇｉｓｔｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、バスインターフェース５０８
（Ｂｕｓ　Ｉ／Ｆ）、読み出し専用メモリ５０９、及びメモリインターフェース５１０（
ＲＯＭ　Ｉ／Ｆ）を有している。
【０３４２】
バスインターフェース５０８を介してマイクロプロセッサ５００に入力された命令は、命
令解析部５０３に入力され、デコードされた後、演算回路制御部５０２、割り込み制御部
５０４、レジスタ制御部５０７、タイミング制御部５０５に入力される。演算回路制御部
５０２、割り込み制御部５０４、レジスタ制御部５０７、タイミング制御部５０５は、デ
コードされた命令に基づき各種制御を行う。具体的に演算回路制御部５０２は、演算回路
５０１の動作を制御するための信号を生成する。また、割り込み制御部５０４は、マイク
ロプロセッサ５００のプログラム実行中に、外部の入出力装置や周辺回路からの割り込み
要求を、その優先度やマスク状態から判断して処理する。レジスタ制御部５０７は、レジ
スタ５０６のアドレスを生成し、マイクロプロセッサ５００の状態に応じてレジスタ５０
６の読み出しや書き込みを行う。タイミング制御部５０５は、演算回路５０１、演算回路
制御部５０２、命令解析部５０３、割り込み制御部５０４、レジスタ制御部５０７の動作
のタイミングを制御する信号を生成する。例えばタイミング制御部５０５は、基準クロッ
ク信号ＣＬＫ１を元に、内部クロック信号ＣＬＫ２を生成する内部クロック生成部を備え
ており、クロック信号ＣＬＫ２を上記各種回路に供給する。なお、図１７に示すマイクロ
プロセッサ５００は、その構成を簡略化して示した一例にすぎず、実際にはその用途によ
って多種多様な構成を備えることができる。
【０３４３】
このようなマイクロプロセッサ５００は、ガラス基板上に接合された結晶方位が一定の単
結晶半導体層によって集積回路が形成されているので、処理速度の高速化のみならず低消
費電力化を図ることができる。
【０３４４】
次に、非接触でデータの送受信を行うことのできる演算機能を備えた半導体装置の一例に
ついて図１８を参照して説明する。図１８は無線通信により外部装置と信号の送受信を行
って動作するコンピュータ（以下、「ＲＦＣＰＵ」という）の一例を示す。ＲＦＣＰＵ５
１１は、アナログ回路部５１２とデジタル回路部５１３を有している。アナログ回路部５
１２として、共振容量を有する共振回路５１４、整流回路５１５、定電圧回路５１６、リ
セット回路５１７、発振回路５１８、復調回路５１９と、変調回路５２０を有している。
デジタル回路部５１３は、ＲＦインターフェース５２１、制御レジスタ５２２、クロック
コントローラ５２３、インターフェース５２４、中央処理ユニット５２５、ランダムアク
セスメモリ５２６、読み出し専用メモリ５２７を有している。
【０３４５】
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このような構成のＲＦＣＰＵ５１１の動作は概略以下の通りである。アンテナ５２８が受
信した信号は共振回路５１４により誘導起電力を生じる。誘導起電力は、整流回路５１５
を経て容量部５２９に充電される。この容量部５２９はセラミックコンデンサーや電気二
重層コンデンサーなどのキャパシタで形成されていることが好ましい。容量部５２９はＲ
ＦＣＰＵ５１１と一体形成されている必要はなく、別部品としてＲＦＣＰＵ５１１を構成
する絶縁表面を有する基板に取り付けられていれば良い。
【０３４６】
リセット回路５１７は、デジタル回路部５１３をリセットし初期化する信号を生成する。
例えば、電源電圧の上昇に遅延して立ち上がる信号をリセット信号として生成する。発振
回路５１８は、定電圧回路５１６により生成される制御信号に応じて、クロック信号の周
波数とデューティー比を変更する。ローパスフィルタで形成される復調回路５１９は、例
えば振幅変調（ＡＳＫ）方式の受信信号の振幅の変動を二値化する。変調回路５２０は、
送信データを振幅変調（ＡＳＫ）方式の送信信号の振幅を変動させて送信する。変調回路
５２０は、共振回路５１４の共振点を変化させることで通信信号の振幅を変化させている
。クロックコントローラ５２３は、電源電圧又は中央処理ユニット５２５における消費電
流に応じてクロック信号の周波数とデューティー比を変更するための制御信号を生成して
いる。電源電圧の監視は電源管理回路５３０が行っている。
【０３４７】
アンテナ５２８からＲＦＣＰＵ５１１に入力された信号は復調回路５１９で復調された後
、ＲＦインターフェース５２１で制御コマンドやデータなどに分解される。制御コマンド
は制御レジスタ５２２に格納される。制御コマンドには、読み出し専用メモリ５２７に記
憶されているデータの読み出し、ランダムアクセスメモリ５２６へのデータの書き込み、
中央処理ユニット５２５への演算命令などが含まれている。中央処理ユニット５２５は、
インターフェース５２４を介して読み出し専用メモリ５２７、ランダムアクセスメモリ５
２６、制御レジスタ５２２にアクセスする。インターフェース５２４は、中央処理ユニッ
ト５２５が要求するアドレスより、読み出し専用メモリ５２７、ランダムアクセスメモリ
５２６、制御レジスタ５２２のいずれかに対するアクセス信号を生成する機能を有してい
る。
【０３４８】
中央処理ユニット５２５の演算方式は、読み出し専用メモリ５２７にＯＳ（オペレーティ
ングシステム）を記憶させておき、起動とともにプログラムを読み出し実行する方式を採
用することができる。また、専用回路で演算回路を構成して、演算処理をハードウェア的
に処理する方式を採用することもできる。ハードウェアとソフトウェアを併用する方式で
は、専用の演算回路で一部の処理を行い、残りの演算をプログラムを使って中央処理ユニ
ット５２５が実行する方式を適用することができる。
【０３４９】
このようなＲＦＣＰＵ５１１は、ガラス基板上に接合された結晶方位が一定の単結晶半導
体層によって集積回路が形成されているので、処理速度の高速化のみならず低消費電力化
を図ることができる。それにより、電力を供給する容量部５２９を小型化しても長時間の
動作を保証することができる。
【０３５０】
（実施の形態１１）
本実施の形態を図１４を用いて説明する。本実施の形態は、実施の形態１乃至８で作製す
る半導体装置を有するパネルを用いたモジュールの例を示す。本実施の形態では、高性能
で、かつ高信頼性を付与することを目的とした半導体装置を有するモジュールの例を説明
する。
【０３５１】
図１４（Ａ）に示す情報端末のモジュールは、プリント配線基板９４６に、コントローラ
９０１、中央処理装置（ＣＰＵ）９０２、メモリ９１１、電源回路９０３、音声処理回路
９２９及び送受信回路９０４や、その他、抵抗、バッファ、容量素子等の素子が実装され
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ている。また、パネル９００がフレキシブル配線基板（ＦＰＣ）９０８を介してプリント
配線基板９４６に接続されている。
【０３５２】
パネル９００には、発光素子が各画素に設けられた画素領域９０５と、画素領域９０５が
有する画素を選択する第１の走査線駆動回路９０６ａ、第２の走査線駆動回路９０６ｂと
、選択された画素にビデオ信号を供給する信号線駆動回路９０７とが設けられている。
【０３５３】
プリント配線基板９４６に備えられたインターフェース（Ｉ／Ｆ）９０９を介して、各種
制御信号の入出力が行われる。また、アンテナとの間の信号の送受信を行なうためのアン
テナ用ポート９１０が、プリント配線基板９４６に設けられている。
【０３５４】
なお、本実施の形態ではパネル９００にプリント配線基板９４６がＦＰＣ９０８を介して
接続されているが、必ずしもこの構成に限定されない。ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｇｌａ
ｓｓ）方式を用い、コントローラ９０１、音声処理回路９２９、メモリ９１１、ＣＰＵ９
０２または電源回路９０３をパネル９００に直接実装させるようにしても良い。また、プ
リント配線基板９４６には、容量素子、バッファ等の各種素子が設けられ、電源電圧や信
号にノイズがのったり、信号の立ち上がりが鈍ったりすることを防いでいる。
【０３５５】
図１４（Ｂ）は、図１４（Ａ）に示したモジュールのブロック図を示す。このモジュール
９９９は、メモリ９１１としてＶＲＡＭ９３２、ＤＲＡＭ９２５、フラッシュメモリ９２
６などが含まれている。ＶＲＡＭ９３２にはパネルに表示する画像のデータが、ＤＲＡＭ
９２５には画像データまたは音声データが、フラッシュメモリには各種プログラムが記憶
されている。
【０３５６】
電源回路９０３では、パネル９００、コントローラ９０１、ＣＰＵ９０２、音声処理回路
９２９、メモリ９１１、送受信回路９３１に与える電源電圧が生成される。またパネルの
仕様によっては、電源回路９０３に電流源が備えられている場合もある。
【０３５７】
ＣＰＵ９０２は、制御信号生成回路９２０、デコーダ９２１、レジスタ９２２、演算回路
９２３、ＲＡＭ９２４、ＣＰＵ用のインターフェース９３５などを有している。インター
フェース９３５を介してＣＰＵ９０２に入力された各種信号は、一旦、レジスタ９２２に
保持された後、演算回路９２３、デコーダ９２１などに入力される。演算回路９２３では
、入力された信号に基づき演算を行ない、各種命令を送る場所を指定する。一方、デコー
ダ９２１に入力された信号はデコードされ、制御信号生成回路９２０に入力される。制御
信号生成回路９２０は入力された信号に基づき、各種命令を含む信号を生成し、演算回路
９２３において指定された場所、具体的にはメモリ９１１、送受信回路９３１、音声処理
回路９２９、コントローラ９０１などに送る。
【０３５８】
メモリ９１１、送受信回路９３１、音声処理回路９２９、コントローラ９０１は、それぞ
れ受けた命令に従って動作する。以下その動作について簡単に説明する。
【０３５９】
入力手段９３０から入力された信号は、インターフェース９０９を介してプリント配線基
板９４６に実装されたＣＰＵ９０２に送られる。制御信号生成回路９２０は、ポインティ
ングデバイスやキーボードなどの入力手段９３０から送られてきた信号に従い、ＶＲＡＭ
９３２に格納してある画像データを所定のフォーマットに変換し、コントローラ９０１に
送付する。
【０３６０】
コントローラ９０１は、パネルの仕様に合わせてＣＰＵ９０２から送られてきた画像デー
タを含む信号にデータ処理を施し、パネル９００に供給する。またコントローラ９０１は
、電源回路９０３から入力された電源電圧やＣＰＵ９０２から入力された各種信号をもと
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に、Ｈｓｙｎｃ信号、Ｖｓｙｎｃ信号、クロック信号ＣＬＫ、交流電圧（ＡＣ　Ｃｏｎｔ
）、切り替え信号Ｌ／Ｒを生成し、パネル９００に供給する。
【０３６１】
送受信回路９０４では、アンテナ９３３において電波として送受信される信号が処理され
ており、具体的にはアイソレータ、バンドパスフィルタ、ＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏ
ｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）、ＬＰＦ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ　Ｆｉｌｔｅｒ
）、カプラ、バランなどの高周波回路を含んでいる。送受信回路９０４において送受信さ
れる信号のうち音声情報を含む信号が、ＣＰＵ９０２からの命令に従って、音声処理回路
９２９に送られる。
【０３６２】
ＣＰＵ９０２の命令に従って送られてきた音声情報を含む信号は、音声処理回路９２９に
おいて音声信号に復調され、スピーカー９２８に送られる。またマイク９２７から送られ
てきた音声信号は、音声処理回路９２９において変調され、ＣＰＵ９０２からの命令に従
って、送受信回路９０４に送られる。
【０３６３】
コントローラ９０１、ＣＰＵ９０２、電源回路９０３、音声処理回路９２９、メモリ９１
１を、本実施の形態のパッケージとして実装することができる。本実施の形態は、アイソ
レータ、バンドパスフィルタ、ＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃ
ｉｌｌａｔｏｒ）、ＬＰＦ（Ｌｏｗ　Ｐａｓｓ　Ｆｉｌｔｅｒ）、カプラ、バランなどの
高周波回路以外であれば、どのような回路にも応用することができる。
【０３６４】
（実施の形態１２）
本実施の形態を図１４及び図１５を用いて説明する。図１５は、この実施の形態９で作製
するモジュールを含む無線を用いた持ち運び可能な小型電話機（携帯電話）の一態様を示
している。パネル９００はハウジング１０００に脱着自在に組み込んでモジュール９９９
と容易に組み合わせできるようにしている。ハウジング１０００は組み入れる電子機器に
合わせて、形状や寸法を適宜変更することができる。
【０３６５】
パネル９００を固定したハウジング１０００はプリント配線基板９４６に嵌着されモジュ
ールとして組み立てられる。プリント配線基板９４６には、コントローラ、ＣＰＵ、メモ
リ、電源回路、その他、抵抗、バッファ、容量素子等が実装されている。さらに、マイク
ロフォン９９４及びスピーカー９９５を含む音声処理回路、送受信回路などの信号処理回
路９９３が備えられている。パネル９００はＦＰＣ９０８を介してプリント配線基板９４
６に接続される。
【０３６６】
このようなモジュール９９９、入力手段９９８、バッテリ９９７は筐体９９６に収納され
る。パネル９００の画素領域は筐体９９６に形成された開口窓から視認できように配置さ
れている。
【０３６７】
図１５で示す筐体９９６は、電話機の外観形状を一例として示している。しかしながら、
本実施の形態に係る電子機器は、その機能や用途に応じてさまざまな態様に変容し得る。
以下に示す実施の形態で、その態様の一例を説明する。
【０３６８】
（実施の形態１３）
本発明を適用して、様々な表示機能を有する半導体装置を作製することができる。即ち、
それら表示機能を有する半導体装置を表示部に組み込んだ様々な電子機器に本発明を適用
できる。本実施の形態では、高性能でかつ高信頼性を付与することを目的とした表示機能
を有する半導体装置を有する電子機器の例を説明する。
【０３６９】
その様な本発明に係る電子機器として、テレビジョン装置（単にテレビ、又はテレビジョ



(54) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

30

40

50

ン受信機ともよぶ）、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ等のカメラ、携帯電話装置
（単に携帯電話機、携帯電話ともよぶ）、ＰＤＡ等の携帯情報端末、携帯型ゲーム機、コ
ンピュータ用のモニタ、コンピュータ、カーオーディオ等の音響再生装置、家庭用ゲーム
機等の記録媒体を備えた画像再生装置（具体的にはＤｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ
　Ｄｉｓｃ（ＤＶＤ））等が挙げられる。その具体例について、図１９及び図２４を参照
して説明する。
【０３７０】
図１９（Ａ）に示す携帯情報端末機器は、本体９２０１、表示部９２０２等を含んでいる
。表示部９２０２は、本発明の半導体装置を適用することができる。その結果、高性能で
かつ信頼性の高い携帯情報端末機器を提供することができる。
【０３７１】
図１９（Ｂ）に示すデジタルビデオカメラは、表示部９７０１、表示部９７０２等を含ん
でいる。表示部９７０１は本発明の半導体装置を適用することができる。その結果、高性
能でかつ信頼性の高いデジタルビデオカメラを提供することができる。
【０３７２】
図１９（Ｃ）に示す携帯電話機は、本体９１０１、表示部９１０２等を含んでいる。表示
部９１０２は、本発明の半導体装置を適用することができる。その結果、高性能でかつ信
頼性の高い携帯電話機を提供することができる。
【０３７３】
図１９（Ｄ）に示す携帯型のテレビジョン装置は、本体９３０１、表示部９３０２等を含
んでいる。表示部９３０２は、本発明の半導体装置を適用することができる。その結果、
高性能でかつ信頼性の高い携帯型のテレビジョン装置を提供することができる。またテレ
ビジョン装置としては、携帯電話機などの携帯端末に搭載する小型のものから、持ち運び
をすることができる中型のもの、また、大型のもの（例えば４０インチ以上）まで、幅広
いものに、本発明の半導体装置を適用することができる。
【０３７４】
図１９（Ｅ）に示す携帯型のコンピュータは、本体９４０１、表示部９４０２等を含んで
いる。表示部９４０２は、本発明の半導体装置を適用することができる。その結果、高性
能でかつ信頼性の高い携帯型のコンピュータを提供することができる。
【０３７５】
図２４は本発明を適用した携帯電話機の一例であり、図１５及び図１９（Ｃ）に示した携
帯電話機とは異なる例を示す。図２４の携帯電話機において図２４（Ａ）が正面図、図２
４（Ｂ）が背面図、図２４（Ｃ）が展開図である。携帯電話機は、電話と携帯情報端末の
双方の機能を備えており、コンピュータを内蔵し、音声通話以外にも様々なデータ処理が
可能な所謂スマートフォンである。
【０３７６】
携帯電話機は、筐体１００１及び１００２の二つの筐体で構成されている。筐体１００１
には、表示部１１０１、スピーカー１１０２、マイクロフォン１１０３、操作キー１１０
４、ポインティングデバイス１１０５、カメラ用レンズ１１０６、外部接続端子１１０７
、イヤホン端子１１０８等が備えられ、筐体１００２には、キーボード１２０１、外部メ
モリスロット１２０２、カメラ用レンズ１２０３、ライト１２０４等が備えられている。
また、アンテナは筐体１００１内部に内蔵されている。
【０３７７】
また、上記構成に加えて、非接触ＩＣチップ、小型記録装置等を内蔵していてもよい。
【０３７８】
他の上記実施の形態に示される半導体装置を組み込むことが可能である表示部１１０１は
、使用形態に応じて表示の方向が適宜変化する。表示部１１０１と同一面上にカメラ用レ
ンズ１１０６を備えているため、テレビ電話が可能である。また、表示部１１０１をファ
インダーとしてカメラ用レンズ１２０３及びライト１２０４で静止画及び動画の撮影が可
能である。スピーカー１１０２及びマイクロフォン１１０３は音声通話に限らず、テレビ
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電話、録音、再生等が可能である。操作キー１１０４では、電話の発着信、電子メール等
の簡単な情報入力、画面のスクロール、カーソル移動等が可能である。更に、図２４（Ａ
）に示す重なり合った筐体１００１と筐体１００２は、スライドして図２４（Ｃ）のよう
に展開し、携帯情報端末として使用できる。この場合、キーボード１２０１、ポインティ
ングデバイス１１０５を用い円滑な操作が可能である。外部接続端子１１０７はＡＣアダ
プタ及びＵＳＢケーブル等の各種ケーブルと接続可能であり、充電及びコンピュータ等と
のデータ通信が可能である。また、外部メモリスロット１２０２に記録媒体を挿入しより
大量のデータ保存及び移動に対応できる。
【０３７９】
また、上記機能に加えて、赤外線通信機能、テレビ受信機能等を備えたものであってもよ
い。
【０３８０】
表示部１１０１は、本発明の半導体装置を適用することができるため、高性能でかつ信頼
性の高い携帯電話機を提供することができる。
【０３８１】
また、本発明の半導体装置は、照明装置として用いることもできる。本発明を適用した半
導体装置は、小型の電気スタンドや室内の大型な照明装置として用いることもできる。さ
らに、本発明の半導体装置を液晶表示装置のバックライトとして用いることもできる。
【０３８２】
このように、本発明の半導体装置により、高性能であり、かつ信頼性の高い電子機器を提
供することができる。
【実施例１】
【０３８３】
本実施例では、本発明を用いて再単結晶化して形成した半導体基板の実験結果を示す。
【０３８４】
厚さ０．７ｍｍのガラス基板に単結晶シリコン基板より転載した単結晶シリコン層を形成
する。単結晶シリコン基板にイオン照射により脆弱化層を形成する。単結晶シリコン基板
をガラス基板に貼り合わせ（接合し）、加熱処理を行って、ガラス基板に単結晶シリコン
層を形成した。接合は絶縁層を介して行い、試料の構造はガラス基板、酸化珪素膜（膜厚
５０ｎｍ）、窒化酸化珪素膜（膜厚５０ｎｍ）、酸化窒化珪素膜（膜厚５０ｎｍ）、単結
晶シリコン層の積層構造とした。なお、酸化珪素膜は、有機シランガスを用いて化学気相
成長法により形成した。
【０３８５】
単結晶シリコン層にパルス発振の波長３０８ｎｍのエキシマレーザを照射した。なおエネ
ルギー密度は４８２ｍＪ／ｃｍ２とした。マスクを用いて、照射領域と非照射領域は２μ
ｍ間隔とした。また、試料は５００℃に加熱したステージ上に設置した。
【０３８６】
結晶性の向上の効果は、ラマンシフト（Ｒａｍａｎ　Ｓｈｉｆｔ）、ラマンスペクトルの
半値全幅（ＦＷＨＭ；ｆｕｌｌ　ｗｉｄｔｈ　ａｔ　ｈａｌｆ　ｍａｘｉｍｕｍ）、電子
後方散乱回折像（ＥＢＳＰ；Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｂａｃｋ　Ｓｃａｔｔｅｒ　Ｄｉｆｆｒ
ａｃｔｉｏｎ　Ｐａｔｔｅｒｎ）により評価することができる。
【０３８７】
レーザ照射前の単結晶シリコン層（図２７では未照射と記載し点線で示す）及びレーザ照
射後の単結晶シリコン層（図２７では照射と記載し実線で示す）にラマン測定を行った。
図２７にラマン測定結果を示す。なお、図２７において横軸は波数であり縦軸は強度であ
る。図２７の測定結果より、未照射の単結晶シリコン層及び照射後の単結晶シリコン層の
ラマンシフトと半値全幅を表１のように得た。
【０３８８】
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【表１】

【０３８９】
表１に示すように、未照射の単結晶シリコン層と比較して、照射後の単結晶シリコン層は
、半値全幅が小さくなっており、より良好な結晶状態をとなったことが確認できる。
【０３９０】
また図２８（Ａ）に、照射後の単結晶シリコン層の表面のＥＢＳＰの測定データから得ら
れた結果を示す。
【０３９１】
図２８（Ａ）は、単結晶シリコン層の表面のＥＢＳＰの測定データから得られた逆極点図
（ＩＰＦ；ｉｎｖｅｒｓｅ　ｐｏｌｅ　ｆｉｇｕｒｅ）マップであり、図２８（Ｂ）は、
結晶の各面方位をカラーコード化し、ＩＰＦマップの配色と結晶方位（結晶軸）の関係を
示すカラーコードマップである。
【０３９２】
図２８（Ａ）のＩＰＦマップから、単結晶シリコン層の表面は（００１）方位を有してい
ることが分かる。図２８（Ａ）のＩＰＦのマップが、図２８（Ｂ）のカラーコードマップ
の（００１）方位を示す色（カラー図面では赤色）一色でなる像であることから、再単結
晶化を行っても結晶方位が（１００）に揃っていることが確認できる。
【０３９３】
また、図２９に照射後の単結晶シリコン層の走査電子顕微鏡（ＳＥＭ；Ｓｃａｎｎｉｎｇ
　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）による観察を行った。図２９に照射後の単
結晶シリコン層のＳＥＭ像を示す。図２９のＳＥＭ像において、白い領域が照射領域であ
り、周囲の灰色の単結晶領域を結晶成長の核として照射領域において再単結晶化が行われ
ている。
【０３９４】
以上のように、本発明によりガラス基板へ転載された単結晶シリコン層の結晶性を向上す
ることができる。そのような単結晶半導体層を用いて、高性能及び高信頼性な様々な半導
体素子、記憶素子、集積回路などを含む半導体装置を歩留まり良く作製することができる
。
【図面の簡単な説明】
【０３９５】
【図１】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図２】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図３】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図４】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図５】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図６】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図７】本発明の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図８】本発明の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図９】本発明の半導体装置を説明する図。
【図１０】本発明の半導体装置を説明する図。
【図１１】本発明の半導体装置を説明する図。
【図１２】本発明に適用できる発光素子の構成を説明する図。
【図１３】本発明に適用できる発光素子の構成を説明する図。
【図１４】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図１５】本発明が適用される電子機器を示す図。
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【図１６】本発明が適用される電子機器の主要な構成を示すブロック図。
【図１７】半導体基板により得られるマイクロプロセッサの構成を示すブロック図。
【図１８】半導体基板により得られるＲＦＣＰＵの構成を示すブロック図。
【図１９】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図２０】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図２１】本発明の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図２２】本発明の半導体装置の作製方法を説明する図。
【図２３】本発明の半導体基板の作製方法を説明する図。
【図２４】本発明が適用される電子機器を示す図。
【図２５】水素イオン種のエネルギーダイアグラムについて示す図である。
【図２６】イオンの質量分析結果を示す図である。
【図２７】単結晶シリコン層のラマン測定結果を示す
【図２８】単結晶シリコン層の表面のＥＢＳＰの測定データから得られた結果を示す図。
【図２９】単結晶シリコン層のＳＥＭ像を示す図。
【図３０】イオンの質量分析結果を示す図である。
【図３１】加速電圧を８０ｋＶとした場合の水素元素の深さ方向のプロファイル（実測値
及び計算値）を示す図である。
【図３２】加速電圧を８０ｋＶとした場合の水素元素の深さ方向のプロファイル（実測値
、計算値、及びフィッティング関数）を示す図である。
【図３３】加速電圧を６０ｋＶとした場合の水素元素の深さ方向のプロファイル（実測値
、計算値、及びフィッティング関数）を示す図である。
【図３４】加速電圧を４０ｋＶとした場合の水素元素の深さ方向のプロファイル（実測値
、計算値、及びフィッティング関数）を示す図である。
【図３５】フィッティングパラメータの比（水素元素比及び水素イオン種比）をまとめた
図である。
【図１】 【図２】



(58) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(59) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(60) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】



(61) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】



(62) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】



(63) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図２３】 【図２４】

【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図３０】



(64) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図３１】

【図３２】

【図３３】

【図３４】

【図３５】



(65) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図２８】



(66) JP 2009-135448 A 2009.6.18

【図２９】



(67) JP 2009-135448 A 2009.6.18

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｌ  29/786    (2006.01)           Ｈ０１Ｌ  29/78    ６２７Ｄ          　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  27/08     (2006.01)           Ｈ０１Ｌ  27/08    ３３１Ｅ          　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  51/50     (2006.01)           Ｈ０５Ｂ  33/14    　　　Ａ          　　　　　
   Ｈ０１Ｌ  21/322    (2006.01)           Ｈ０１Ｌ  21/322   　　　Ｘ          　　　　　

Ｆターム(参考) 5F110 AA01  AA18  BB02  BB04  BB05  CC02  DD01  DD02  DD03  DD04 
　　　　 　　        DD13  DD14  DD15  DD17  EE01  EE02  EE03  EE04  EE06  EE09 
　　　　 　　        EE14  EE22  EE23  EE28  EE32  EE43  EE44  EE45  FF01  FF02 
　　　　 　　        FF03  FF09  FF22  FF26  FF30  FF32  GG01  GG02  GG03  GG04 
　　　　 　　        GG12  GG32  GG34  GG52  HJ01  HJ04  HJ30  HL01  HL02  HL03 
　　　　 　　        HL04  HL06  HL08  HL11  HL22  HL24  HM13  HM15  NN03  NN04 
　　　　 　　        NN22  NN23  NN24  NN27  NN33  NN34  NN35  NN71  NN72  NN73 
　　　　 　　        PP03  PP26  QQ17  QQ23 
　　　　 　　  5F152 AA03  AA12  AA13  BB01  BB02  CC02  CC03  CC06  CD13  CD14 
　　　　 　　        CD15  CE03  CE06  CE08  CE24  CE29  CE48  DD02  DD09  EE05 
　　　　 　　        EE11  EE14  EE16  FF03  FF04  FF05  FF06  FF07  FF08  FF09 
　　　　 　　        FF21  FF24  FF28  FF36  FF39  FF47  FG03  FG18  FG22  FG23 
　　　　 　　        FH02  FH04  FH05  FH08  LL16  LP01  LP07  LP09  MM02  MM04 
　　　　 　　        MM19  NN12  NN13  NN14  NN16  NP13  NP14  NQ03  NQ04  NQ05 
　　　　 　　        NQ17 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

